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出版にあたって 

 
 国立環境研究所では、地球規模での環境変化に関する現象解明や予測など研究所内外で実

施される地球環境研究を支援するために、平成 4（1992）年 3 月に初めてスーパーコンピュー

タ SX-3 Model 14 を整備しました。それ以後、平成 9 年に SX-4/32、平成 14 年に SX-6/64M8、
平成 19 年 3 月に SX-8R/128M16、平成 25 年 6 月に SX-9A/ECO、平成 27 年 6 月には、第 6 号

機である SX-ACE を導入、運用を開始しました。この間、広く所内外の地球環境研究者の利

用に供し、大気・海洋モデリング、気候予測、地球流体力学その他数多くの分野でさまざま

な研究成果を生み出してきました。さらに、令和 2（2020）年 3 月からは、第 7 号機である

SX-Aurora TSUBASA A511-64 を運用しています。 
 わが国のスーパーコンピュータをはじめとする計算機状況は、当研究所がスーパーコンピ

ュータを初めて導入したときから大きく変化し、地球環境研究に利用できる計算機資源の整

備も進んできました。そこで、平成 19 年の更新を機に当研究所のスーパーコンピュータの研

究利用方針を見直し、地球環境研究にとどまらず広く環境研究一般への利用の拡大を図るこ

ととしました。研究所が自ら実施する研究課題のみならず、わが国のすぐれた環境研究課題

にも利用支援すべく課題公募・審査・評価体制を整備し、平成 19 年度から新しい制度でのス

ーパーコンピュータの研究利用支援を開始、環境研究における業績に寄与しています。 
今回の年報には令和 3 年度に実施された利用研究の成果として、全 9 課題の研究年次報告

を収めました。あわせて、スーパーコンピュータシステム（SX-Aurora TSUBASA A511-64）の

概要について紹介しています。 
この報告書が、国立環境研究所スーパーコンピュータ利用研究についてみなさまによりよ

くご理解いただく契機となるとともに、みなさまからの忌憚のないご意見ご助言を賜る契機

にもなって、わが国の環境研究の一層の進展に役立てられることを期待しております。 
 
 

令和 4（2022）年 12 月 
国立研究開発法人国立環境研究所 
地球システム領域 
地球環境研究センター長 
三枝信子 
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研研究究課課題題名名：： 
雲雲・・降降水水ププロロセセススにに着着目目ししたた気気候候変変動動予予測測のの不不確確実実性性にに関関すするる研研究究 
 
実施年度： 
令和 2 年度～令和 4 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地球システム領域 廣田渚郎 
共同研究者：国立環境研究所地球システム領域 塩竈秀夫・小倉知夫・林未知也 
      国立環境研究所気候変動適応センター 石崎紀子 

東京大学大気海洋研究所 渡部雅浩・山上遥航 
東京大学生産技術研究所 金 炯俊・日比野研志 
岡山大学大学院自然科学研究科 野沢 徹 
茨城大学理工学研究科 若月泰孝 
気象庁気象研究所 川瀬宏明 
株式会社三菱総合研究所 井上 剛 
株式会社パスコ・中央事業部 姫木祐太郎 
エム・アール・アイリサーチアソシエイツ株式会社 櫻木俊輔 
東京海洋大学学術研究院 関口美保 

 
要要旨旨：：  

気候モデルによる気候変動予測には大きな不確実性がある。たとえば、気候モデルの気候感度

（二酸化炭素濃度倍増時の気温上昇量）には 1.8～5.6 K の幅がある。不確実性の最大の要因は、

モデルの雲・降水プロセスにあることが知られている。本研究課題では、気候モデル the Model for 
Interdiciplinary Research on Climate（MIROC）による気候変動予測実験を行い、予測不確実性と雲・

降水プロセスの関係について調査した。MIROC では、雲・降水プロセスをより精緻に計算するこ

とで、上層雲量の表現が改善された。温暖化が進行すると、上層雲の高度が高くなることに伴い

雲の温室効果がより効率的に働き、温暖化を加速さえることが示された （正の雲フィードバック）。

また、温暖化の影響評価研究においても、降水の将来変化の不確実性の制約に成功するなど、さ

まざまな成果が得られた。 
 

キキーーワワーードド：： 
気気候候モモデデルル、、気気候候変変動動予予測測、、気気候候感感度度、、雲雲・・降降水水ププロロセセスス 
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研研究究課課題題名名：： 
雲雲・・降降水水ププロロセセススにに着着目目ししたた気気候候変変動動予予測測のの不不確確実実性性にに関関すするる研研究究 
 
実施年度： 
令和 2 年度～令和 4 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地球システム領域 廣田渚郎 
共同研究者：国立環境研究所地球システム領域 塩竈秀夫・小倉知夫・林未知也 
      国立環境研究所気候変動適応センター 石崎紀子 

東京大学大気海洋研究所 渡部雅浩・山上遥航 
東京大学生産技術研究所 金 炯俊・日比野研志 
岡山大学大学院自然科学研究科 野沢 徹 
茨城大学理工学研究科 若月泰孝 
気象庁気象研究所 川瀬宏明 
株式会社三菱総合研究所 井上 剛 
株式会社パスコ・中央事業部 姫木祐太郎 
エム・アール・アイリサーチアソシエイツ株式会社 櫻木俊輔 
東京海洋大学学術研究院 関口美保 

 
 
1. 研研究究目目的的 
 気候変動予測には大きな不確実性がある。たとえば、気候モデルの気候感度（二酸化炭素濃度

倍増時の気温上昇量）には 1.8～5.6 K の幅がある。不確実性の最大の要因は、モデルの雲・降水

プロセスにある。本研究課題では、気候モデルによる気候変動予測実験を行い、予測不確実性と

雲・降水プロセスの関係を調査する。その理解に基づいて、予測不確実性の低減も目指す。また、

気候変動予測実験の結果の解析から、温暖化の影響評価も行う。特に生活に関わる降水の変化に

着目する。研究成果は、国際学術誌で発表すると共に、一般にもわかりやすい形で発信する。 
 
 
2. ススーーパパーーココンンピピュューータタ利利用用実実績績 
 
2.1  計計算算機機利利用用時時間間（（2021 年年 4 月月 1 日日～～2022 年年 3 月月 31 日日）） 

CPU 時間 v_debug      : 110.04 [VE・hours] 
    v_normal    : 268,945.12 [VE・hours] 

             計         : 269,055.16 [VE・hours] 
 

 
2.2  利利用用概概要要 
国立環境研究所を含む日本の研究グループが開発している気候モデル the Model for 

Interdiciplinary Research on Climate（MIROC）を用いて、現実気候再現実験と温暖化実験を行った。

モデルにおける雲・降水プロセスの表現や、そのパラメータを変更する感度実験を行い、それら

の気候変動予測への影響を調べた。より高解像度の領域気候モデル Nonhydrostatic Regional Climate 
Model（NHRCM）も利用し、温暖化の影響評価にための実験も行った。モデル実験にはスーパー

コンピュータを用い、ポスト処理はフロントエンドサーバ上で行った。 
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3. 研研究究結結果果 
 
3.1 概概要要 
本研究課題では、気候モデルによる数値実験を行い、モデルの雲・降水プロセスの表現と気候

変動予測の関係を調査した。気候モデル MIROC では、雲・降水プロセスをより精緻に計算するこ

とで、上層雲量の表現が改善した。温暖化が進むと、その上層雲の高さが高くなることに伴い雲

の温室効果が温暖化を加速することがわかった（正の雲フィードバック）。また、MIROC に加え

て、NHRCM の実験結果を用いて、温暖化の影響評価についての研究も進め、さまざまな成果を

発表した。 
 
3.2 背背景景とと目目的的 

Intergovernmental Panel on Climate Change（IPCC）では、気候変動に関する科学的な知見がまと

められている。2021 年 8 月に、IPCC 第 6 次報告書が発表され、世界の研究機関で開発されてい

るの気候モデル（Coupled Model Intercomparison Project phase 6: CMIP6）による気候変動予測シミ

ュレーションの結果が利用された。しかし、CMIP6 モデルによる気候変動予測には大きな不確実

性がある。たとえば、CMIP6 モデルにおける気候感（二酸化炭素濃度倍増時の気温上昇量）には

1.8～5.6℃の幅がある。予測不確実性の最大の要因は、温暖化に対する雲・降水プロセスの応答（フ

ィードバック）がモデル間で異なることである（Zelinka et al., 2020）。 
本課題の研究目的は、気候モデルによる気候変動予測シミュレーションを行い、予測不確実性

や気候変動の影響について、雲・降水プロセスに着目して調べることである。モデルは、主に

MIROC を用いる。MIROC は、1990 年代から CMIP に参加して、IPCC に貢献してきた気候モデル

で、国立環境研究所を含む日本の研究グループで開発されている。近年は、次期 CMIP7 に向けて、

特に雲・降水プロセスを中心に改良が進められている。たとえば、これまで診断的に扱われてい

た雨と雪の降水粒子を予報変数として扱い、それらの雲やエアロゾル粒子との相互作用、放射プ

ロセスへの影響をより精密に表現できるようになった。これらの改良が、モデルによる現在気候

の再現性や、その気候変動予測にどのように影響するのか調べる。また、課題代表者は MIROC 開

発のとりまとめを担当しており、本課題はその開発の重要な部分を担うものである。 
 
3.3 計計算算方方法法 

MIROC で、従来の診断型降水スキーム（DIAG）と新しく実装された予報型降水スキーム(PROG)
を用いた場合の比較を行う。DIAG と PROG の現在気候実験と温暖化実験を行う。モデルの大気

部分のみを利用し、温暖化時の海洋の状態は、DIAG の MIROC 大気海洋結合モデルによって予測

されたものを境界条件として与える（Shiogama et al., 2012）。大気モデルのみを利用した方法を用

いるのは、PROG の MIROC の大気海洋結合モデルはまだ開発途上（後述）であるためである。こ

の方法でも、雲・降水を含む大気プロセスの気候変動への役割を調べることは可能である。また、

この方法は海洋循環（1000 年以上の時間スケール）の調整が不要であり、計算資源を大幅に節約

できるなどのメリットがあり、これまでも多くの気候変動研究で利用されてきた。 
DIAG と PROG の温暖化時の雲フィードバックを比較する。特に雲の日傘効果や温室効果に関

わる、雲の量、高さ、厚さの温暖化への応答の違いを調べることで、フィードバックプロセスの

理解を深めることができる。さらに、世界の CMIP モデルとの比較を行い、MIROC に見られたフ

ィードバックプロセスの違いが、CMIP モデルの気候感度の不確実性をどの程度説明できるのか

を調べる。 
PROG の MIROC 大気海洋結合モデルの開発も行う。予報型降水スキームを導入すると、特に

大気上層の雲量が増加し、これまで見られた上層雲量の過少バイアスが改善した（Michibata et al., 
2019）。上層雲は温室効果が強く、地球を暖めるので、水蒸気量が増加し、その温室効果がさら

に地球を暖める。このように、降水スキームの変更は、地球の水循環やエネルギー収支に大きく

影響を与えるので、他の乱流、対流スキームなども合わせて調整する必要がある。 
ここまで MIROC の予報型降水などの改良とそのモデルによる気候変動予測について述べてき

たが、すでに開発が完了している診断型降水の MIROC や、より高解像度の計算ができる領域気
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候モデル NHRCM を用いた影響評価研究も行う。特に生活との関りが大きい降水の変化に着目す

る。その成果は一般の方にもわかりやすい形で発表する。 
 

3.4 結結果果 
 改良したPROGと従来のDIAGのMIROCにおける気候感度と雲放射フィードバックを図1に示す。改

良によって、気候感度は20%増加（2.15→2.56K）した。その変化は長波（LW）の雲フィードバッ

クが強化されたことによるものである。PROGでは、DIAGに見られた大気上層の雲の過少バイア

スが改善された。温暖化が進むと、対流圏界面上昇に伴い、上層雲の高度が高くなる。雲は高度

が高いほど、その温室効果が効率的に働くので、これは温暖化を加速する方向に働く（正の雲フ

ィードバック）。この上層雲量と雲フィードバックの関係を、CMIPモデルの数値実験結果につい

ても調べた。図2に見られるように、上層雲量と雲の高度が高くなるフィードバックの強さの関係

はCMIPモデルにも見られた。つまり、CMIPの多くのモデルも、DIAGの同じように上層雲量が観

測に比べて不足しており、雲の高さフィードバックによる温暖化の加速効果が不足している可能

性が指摘された。これは、モデルの雲・降水プロセスと温暖化予測の関係の理解に基づいて、予

測不可確実性を低減した成果である。この内容はHirota et al., (2022)で発表した。 
 
 

 
図図 1. 予予報報型型降降水水（（PROG））とと診診断断型型降降水水（（DIAG））ののMIROCににおおけけるる(a)気気候候感感度度とと(b)雲雲放放射射フフィィーー

ドドババッックク。。雲雲放放射射フフィィーードドババッッククはは長長波波（（LW））、、短短波波（（SW））とと正正味味（（Net））のの成成分分ににつついいてて示示

ししてていいるる。。 
 

 

 
図図 2. CMIPモモデデルルににおおけけるる上上層層雲雲量量ととLWのの雲雲のの高高ささフフィィーードドババッッククのの関関係係。。各各点点がが各各CMIPモモデデルル、、

オオレレンンジジ線線がが観観測測（（ISCCP））にによよるる上上層層雲雲量量をを示示すす。。上上層層雲雲量量とと雲雲フフィィーードドババッッククのの大大ききささはは、、

観観測測のの上上層層雲雲量量がが30%以以上上のの領領域域平平均均のの値値。。 
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 MIROC大気海洋結合モデルの開発では、特に雲量の再現性の改善に取り組んだ。PROGの大気

モデルに海洋を結合すると、雲水量が非常に大きくなるバイアスが発生した。前述の通り、PROG
では上層雲量が増加する。上層雲は温室効果が強く、地球を暖めるので、水蒸気量が増加し、そ

の水蒸気の温室効果がさらに地球を暖めるというフィードバックプロセスが働いた可能性が考え

られる。これは、海洋の温度を固定している大気モデルでは大きな問題にならないが、大気海洋

結合モデルでは大きな雲量バイアスを生じさせる。よって、雲・降水プロセスを変更したことに

応じて放射・乱流プロセスなどの他のパラメータを調整し、地球を冷却してバランスを取る必要

がある。これらの調整を含め、新しいMIROCが過去の気候変動を適切に表現できるように開発す

る。実際に、モデルの雲、降水、対流スキームのパラメータを調整し、雲を雨として地面に落と

しやすくすると、このバイアスが改善された（図3）。 
 
 

 
 
図図 3. 観観測測、、及及びび調調整整前前とと調調整整中中ののMIROC PROG大大気気海海洋洋結結合合モモデデルルのの鉛鉛直直積積算算雲雲水水量量とと水水蒸蒸気気量量。。

全全球球平平均均値値をを各各図図のの右右上上にに示示すす。。 
 
 
 影響研究では、たとえば、シミュレーション結果を利用して、温暖化の台風への影響を調査し、

パンフレット“勢力を増す台風”（環境省2020）にまとめた。Shiogama et al., (2021) は、気候変動

の緩和がうまく進まないSSP5-8.5シナリオにおいて、祖父母世代が経験しないような大雨（1960～
2040年で最大の日降水量を超えるもの）をその孫世代が生涯（2020～2100年）で3回程度経験する

と推計した。Shiogama et al., (2022) では、モデルによる将来の降水量変化予測の制約に、世界で

初めて成功した。 
 計算機資源のおおよその使用割合は、予報型降水スキームの気候変動予測への影響についての

研究が3割程度、MIROC開発が5割程度、影響評価研究が2割程度である。 
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4. ままととめめ 
本研究課題では、雲・降水プロセスに着目して、気候変動予測の不確実性や気候変動の影響に

ついて調べた。まず、気候モデル MIROC による数値実験を行い、モデルの雲・降水プロセスの表

現と気候変動予測の関係の理解を進めた。気候モデル MIROC では、雲・降水プロセスをより精緻

に計算することで、上層雲量の表現が改善し、その高度が高くなることに伴う温暖化加速の効果

（雲フィードバック）が大きくなることを示した。また、温暖化の影響評価研究においては、全

球気候モデル MIROC に加え、より高解像度の計算が可能な領域気候モデル NHRCM も利用して、

さまざまな成果を発表した。これらのモデル開発、数値実験は、スーパーコンピュータの計算性

能と使いやすい利用環境があって、可能になったものである。 
 
 
5. 今今後後のの研研究究展展望望 
課題計画時の目標はおおむね達成されている。MIROC を用いた、雲フィードバックの不確実性

についての研究は、海外研究者からの反響もあり、今後の連携研究の計画に繋がっている。影響

評価研究の中では、特に降水予測の不確実性の制約についての研究が Nature 誌に掲載されるなど、

高く評価されている。 
これまで、MIROC の大気モデルを用いて研究を進めてきたが、今後は大気海洋結合モデルを利

用したい。そのために雲・降水プロセスを精緻化した MIROC の大気海洋結合モデルを開発する。

開発にはスーパーコンピュータによる大規模計算が必須である。特に、モデル開発には多くの試

行錯誤が必要となるため、計算速度のみならず、手軽に実験を行う環境、結果を解析する環境も

重要である。 
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Abstract: 
 Large uncertainties remain in climate projections by climate models. For example, the climate 

sensitivity (the temperature response to a doubling of atmospheric carbon dioxide) in climate models ranges 
from 1.8~5.6K. The most influential factor in the uncertainties is known to be the cloud/precipitation 
processes in models. Here, we performed climate projection experiments using the Model for 
Interdisciplinary Research on Climate (MIROC) and examined the relationship between the uncertainties and 
cloud/precipitation processes. In MIROC, a more sophisticated treatment of cloud/precipitation processes 
mitigated the underestimation of high-level clouds. As the climate warms, the height of high-level clouds 
gets elevated. Because the greenhouse effect of clouds is more effective at higher altitudes, this results in an 
acceleration of global warming (positive cloud feedback). In addition, we have obtained many interesting 
results in our research on impact assessments of global warming. For example, we successfully constrained 
the uncertainties in future precipitation changes. 
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研研究究課課題題名名：： 
短短寿寿命命気気候候強強制制因因子子のの変変化化にに伴伴うう気気候候・・地地域域環環境境へへのの影影響響評評価価 
 
実施年度： 
令和 2 年度～令和 4 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地域環境保全領域 五藤大輔 
共同研究者：国立環境研究所地域環境保全領域 永島達也・打田純也 

九州大学応用力学研究所 竹村俊彦・安井良輔 
名古屋大学大学院環境学研究科 須藤健悟・Ha Thi Minh Phuc・松田涼樹・府中雄大・

Hossain Mohammed Syedul Hoque・中川裕太・何 彦峰・王 靖凌・鎌田友美・水野

光一郎 
東京大学大気海洋研究所 鈴木健太郎 
岡山大学学術研究院自然科学学域 道端拓朗・中尾穂乃香 
海洋研究開発機構地球表層システム研究センター 関谷高志 
東京大学大学院理学系研究科 堀田陽香 
Ulsan National Institute of Science and Technology 朴 祥緒 
東京都市大学環境情報学研究科 Karkour Selim 
 

要要旨旨：：  
大気汚染物質、特に短寿命気候強制力因子（Short-lived Climate Forcers: SLCFs）には、PM2.5などの

微粒子（エアロゾル）や光化学オキシダントが含まれており、地球の放射収支・水循環に影響を与え

ている。本課題では SLCFs の地域ごとでの気候・環境影響評価を目的として進めている環境省環境研

究総合推進費 S-20 プロジェクトと連携している。本年度は、大気海洋結合モデル MIROC-
SPRINTARS を用いて、CO2 濃度増加時の人為起源 SO2 排出量の削減に対する気候影響を評価した

ところ、CO2濃度が高い方が同量のSO2排出量減少での気温上昇が大きいことが明らかとなった。

これは、雪氷・海氷アルベドと水蒸気フィードバックの影響が示唆される。また、領域高分解能

シミュレーション可能な Diamond-NICAM を用いた、エアロゾル湿性沈着及び関連する過程に着

目した全 13 通りのシミュレーションを実施し、モデル高度化に関する知見を得ることを目指した。

その結果、湿性沈着の主要な過程である雲内除去式の違いは、その関連パラメータや雲降水に関

わる式の違いよりも、エアロゾル時空間分布に大きな変動幅を与えることがわかった。 
 
キキーーワワーードド：： 
大大気気汚汚染染物物質質輸輸送送モモデデルル、、短短寿寿命命気気候候汚汚染染物物質質、、モモデデルル高高度度化化 
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研研究究課課題題名名：： 
短短寿寿命命気気候候強強制制因因子子のの変変化化にに伴伴うう気気候候・・地地域域環環境境へへのの影影響響評評価価 
 
実施年度： 
令和 2 年度～令和 4 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地域環境保全領域 五藤大輔 
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名古屋大学大学院環境学研究科 須藤健悟・Ha Thi Minh Phuc・松田涼樹・府中雄大・

Hossain Mohammed Syedul Hoque・中川裕太・何 彦峰・王 靖凌・鎌田友美・水野

光一郎 
東京大学大気海洋研究所 鈴木健太郎 
岡山大学学術研究院自然科学学域 道端拓朗・中尾穂乃香 
海洋研究開発機構地球表層システム研究センター 関谷高志 
東京大学大学院理学系研究科 堀田陽香 
Ulsan National Institute of Science and Technology 朴 祥緒 
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1. 研研究究目目的的 
本課題では、大気中の PM2.5 などの微粒子（エアロゾル）や光化学オキシダントであるオゾンのよ

うな地球の放射収支・水循環に影響を与え、その大気寿命が比較的短い大気汚染物質（特に短寿命気

候強制力因子（Short-lived Climate Forcers: SLCFs）量の変化が気候および地域環境に及ぼす影響の評価

を大きな目的とする。このために、全球・領域スケールを対象とした複数の数値モデルを用いて、SLCFs
の組成ごと・地域ごとの気候変化を定量化する。得られた知見は社会に発信し、SLCFs 排出量を加味

した緩和策検討に貢献することを目指す。また、本目的を達成するために、数値シミュレーションで

用いる気候モデル（MIROC-SPRINTARS、MIROC-ESM、NICAM-Chem）の継続的な改良・検証も必

要となることから、モデル改良を本課題の主目的に位置付ける。 
 
キキーーワワーードド：： 
大大気気汚汚染染物物質質輸輸送送モモデデルル、、短短寿寿命命気気候候汚汚染染物物質質、、モモデデルル高高度度化化 
 
 
2. ススーーパパーーココンンピピュューータタ利利用用実実績績 
 
2.1  計計算算機機利利用用時時間間（（2021 年年 4 月月 1 日日～～2022 年年 3 月月 31 日日）） 
 CPU 時間 v_debug    : 400.76  [VE・hours] 
                          v_normal  : 426,136.29 [VE・hours] 
              計         : 426,537.04 [VE・hours] 
 
 
2.2  利利用用概概要要 
大気海洋結合モデル MIROC とエアロゾルモデル SPRINTARS が結合した MIROC-SPRINTARS

モデル、MIROC と結合した大気化学モデル CHASER（MIROC-ESM）の大気大循環モデル版およ

び大気海洋結合版の 3 次元全球規模大気汚染物質輸送モデル、及び正二十面体全球大気格子モデ

ル NICAM と SPRINTARS・CHASER が結合した大気汚染物質輸送モデル（NICAM-Chem）を用

い、それぞれについて並列計算を行った。 
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3. 研研究究結結果果 
 
3.1 概概要要 
 SLCFs に着目した地球温暖化に対する緩和策を検討するためには、SLCFs の変化に対する気候

応答を正しく見積もることが重要である。そのためにも高精度の数値モデルが必要となり、数値モ

デルを用いた SLCFs の変化に対する気候影響評価を行う必要がある。そこで本研究では、大気海洋

結合モデル MIROC-SPRINTARS を用いて、CO2 濃度増加時の人為起源 SO2 排出量の削減に対する

気候影響を評価したところ、CO2 濃度が高い方が同量の SO2 排出量減少での気温上昇が大きいこ

とが明らかとなった。これは、雪氷・海氷アルベドと水蒸気フィードバックの影響が示唆される。

また、領域高分解能シミュレーション可能な Diamond-NICAM を用いた、エアロゾル湿性沈着及

び関連する過程に着目した全 13 通りのシミュレーションを実施し、モデル高度化に関する知見を

得ることを目指した。その結果、湿性沈着の主要な過程である雲内除去式の違いは、その関連パラ

メータや雲降水に関わる式の違いよりも、エアロゾル時空間分布に大きな変動幅を与えることが

わかった。 
 

3.2 背背景景とと目目的的 
気温上昇を早急に抑制するためには、大気寿命の短い SLCFs の中でも正の放射強制力を示す物質

（ブラックカーボン、対流圏オゾン等）を減らすことが必要であり、国際的にも広く認知されてきた。

SLCFs に着目した緩和策を検討するためには、SLCFs の変化に対する気候応答を正しく見積もること

が重要である。そのためにも高精度の数値モデルが必要となり、数値モデルを用いた SLCFs の変化に

対する気候影響評価を行う必要がある。そこで本研究では、大気海洋結合モデルMIROC-SPRINTARS
を用いて、SLCFs の中のブラックカーボンと硫酸塩エアロゾル（前駆物質は SO2）の変化に対する

気候応答を調べることを目的とした。並行して、不確実性が非常に高いエアロゾル湿性沈着過程に関

するモデリング研究を行なうことで、モデル高度化に関する知見を得ることを目標とし、SLCFs を取

り扱う数値モデル NICAM の高精度化を目的とした。 
  

3.3 計計算算方方法法 
3.3.1 MIROC-SPRINTARS 
本研究で用いた大気海洋結合モデルは、気候モデル MIROC6（Tatebe et al., 2019）であり、エア

ロゾルを計算することができる SPRINTARS モデルが結合されている。SPRINTARS は土壌粒子、

海塩粒子、有機炭素エアロゾル、黒色炭素エアロゾル、硫酸塩エアロゾル、といった主要な対流

圏エアロゾルを取り扱っており、これらの時空間分布や放射・雲との相互作用も加味したエアロ

ゾル輸送モデルである（Takemura et al., 2000; 2002; 2005; 2009）。本シミュレーションでの水平分

解能は 1.4 度、鉛直方向は 40 層で計算した。大気海洋結合モデルとして利用しているため、気象

場はナッジングしていない。エアロゾル瞬時放射強制力は、1 シミュレーション内で計算される

エアロゾルの有無による 2 パターンに対して放射計算を実施し、この 2 パターンの差分をとるこ

とで計算される。結果で提示する標準シミュレーションと排出量を変化させた感度シミュレーシ

ョンとのエアロゾル瞬時放射強制力の差は、それぞれのシミュレーションで得られたエアロゾル

瞬時放射強制力の差として計算される。解析対象期間は、50 年間のスピンアップの後の 100 年間

である。人為起源ブラックカーボン及び SO2 の排出量は EDGAR-HTAP を利用した。その他のシ

ミュレーション設定の詳細に関しては、Takemura and Suzuki (2019) 及び Takemura (2020) に記載

してある。 
 

3.3.2 NICAM 
全球雲解像モデル NICAM（e.g., Satoh et al., 2014）と結合した大気汚染物質輸送モデルである

NICAM-Chem（Goto et al., 2018）を用いて、エアロゾル除去過程（特にエアロゾル雲内洗浄過程あ

るいは rainout）の不確実性を調べるために、2011 年 3 月福島第一原子力発電所事故に伴う放射性

セシウム 137（Cs-137）を事例にとり、領域高分解能シミュレーション可能な Diamond-NICAM
（Uchida et al., 2017）で水平分解能 3km に設定し、東日本での Cs-137 エアロゾルシミュレーショ
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ンを実施した（Goto and Uchida, 2022）。Diamond-NICAM に、他のエアロゾル輸送モデルで利用

されている雲内除去スキームを導入すると共に、エアロゾル湿性沈着に深く関与する雲雨変換効

率や雲微物理過程に関する複数のスキームを用いて、全 13 通りの設定で、Cs-137 の粒子動態に関

するシミュレーションとその相互比較を実施した。Cs-137 エアロゾルは、吸湿性のある微小エア

ロゾルと仮定し、硫酸塩エアロゾルの除去過程に従うとした（Nakajima et al., 2017）。 
実施した 13 シミュレーションのうちの 9 シミュレーションでは、4 つの異なる雲内洗浄スキー

ム（① GCM-Type：単純なチューニング除去定数で決まる全球気候モデルで用いられるスキーム

（Takemura et al., 2000）、② CRM-Type：①と同じだが、降水の予報変数化や現実的な鉛直輸送

を考慮した雲解像モデルに最適化したスキーム（Goto et al., 2019）、③CONV-Type：地表面降水

フラックスを用いて擬一次近似の仮定で表現した伝統的なスキーム（Terada and Chino, 2005）、④ 
CTM-Type：オフライン化学輸送モデル CMAQ（Byun and Schere, 2006）で用いられており、雲・

降水フラックスや簡略化されたパラメータ分析アプローチを用いたスキーム）と、それぞれのス

キームで用いられるチューニング変数を数パターン用いた。 
さらに、雲・雨に関係する過程に注目するために、標準設定である１モーメントの雲微物理モ

ジュール（Tomita, 2008）を、高度化された 2 モーメントの雲微物理モジュール（Seiki and Nakajima, 
2014）に置き換えた。また、雲粒から雨粒への変換効率のスキームとして、CCN の数濃度の 1 乗

に依存する Berry (1968) が標準設定として利用されるが、CCN の数濃度の 1.79 乗に依存する

Khairoutdinov and Kogan (2000) を利用した。なお、これらの雲・雨モジュールに関係するシミュレ

ーションは、CRM-Type と CTM-Type のみに適用し、4 シミュレーションを追加した。 
 
3.4 結結果果 
3.4.1 MIROC-SPRINTARS 
これまでの研究（Takemura and Suzuki, 2019; Takemura, 2020）において、大気海洋結合モデルと

しての MIROC-SPRINTARS を用いて、SLCFs であり大気汚染物質であるエアロゾル成分のブラッ

クカーボンと硫酸塩エアロゾルに着目し、それぞれの前駆物質排出量を変化させたことによる放

射強制力及び地上気温の変化を調べてきた（図 1）。ブラックカーボンは太陽光を吸収することか

ら正の放射強制力をもち、ブラックカーボンが減少することで大気上端での放射強制力の正値も

減少することが見込まれ、実際に図 1(a)の赤線でも予想通りの結果が得られた。一方、硫酸塩エ

アロゾルは太陽光を吸収せずに散乱するのみであることから、大気上端での負の放射強制力をも

ち、硫酸塩エアロゾルの前駆物質である SO2 の排出量が減少することで放射強制力の負値も減少

することが見込まれ、実際に図 1(a)の青線でも予想通りの結果が得られた。これまでは大気上端

での放射強制力と地上気温は線形性があると予想されていたが、本研究で得られた結果では、特

にブラックカーボンに関してはこの関係性が正しくないことが明らかとなった。すなわち、図 1(b)
で示すように、硫酸塩エアロゾルが減少することで大気上端での放射強制力の負値が減少し、地

上気温も上昇していたが、ブラックカーボンが減少すると、大気上端での放射強制力の正値が減

少するにもかかわらず、地上気温があまり変化していなかった。これは、ブラックカーボンの存

在量に対して大気下層の暖まり具合が変化し、対流の起きやすさ及び雲生成具合が変化すること

で、ブラックカーボン削減による気温低下効果が抑制されたためである。さらに、このような関

係性が、CO2 濃度が増えた場合にどのようになるのかを調べたところ、図 1(c)に示したように、硫

酸塩エアロゾル増加によって気温上昇は確かめられたが、Takemura (2020) の重要な発見として、

CO2 濃度が高い方が同量の SO2 排出量減少で気温上昇が大きいことが明らかとなった。この主な

要因を検討するために、図 2 のような CO2 濃度の違いによる気温変化の全球分布図を比較し、緯

度に対して関連物理量である地上気温・地上放射収支・潜熱も比較した。その結果、地上気温の

変化が激しい場所は極域であり、雪氷・海氷アルベドと水蒸気フィードバックの影響であること

が示唆された。 
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図図 1. 大大気気海海洋洋結結合合モモデデルル MIROC-SPRINTARS にによよるる人人為為起起源源のの SLCFs（（BC: ブブララッッククカカーーボボンンとと

SO2: 硫硫酸酸塩塩エエアアロロゾゾルルのの前前駆駆気気体体））排排出出量量をを変変ええててシシミミュュレレーーシショョンンししたた(a)エエアアロロゾゾルル瞬瞬時時放放

射射強強制制力力、、(b) 地地上上気気温温のの変変化化、、(c) 温温暖暖化化時時（（CO2濃濃度度をを 369 ppm とと 738 ppm ににししたた場場合合））もも

含含めめたた地地上上気気温温のの変変化化。横軸は人為起源排出量のスケーリング因子で、標準シミュレーションを

1 とした場合に、感度シミュレーションで設定した排出量の相対差を表す。また、(a)と(b)では、

赤線がブラックカーボンを変えた結果で、青線が SO2を変えた結果であり、(c)は全て SO2を変え

た結果であるが、CO2濃度を 369 ppm と設定した結果は青線であり、CO2濃度を 738 ppm と設定

した結果は赤線で示してある。(a)と(b)は Takemura and Suzuki (2019)からの引用であり、(c)は
Takemura (2020)からの引用である。 

 

 
図図 2. 大大気気海海洋洋結結合合モモデデルル MIROC-SPRINTARS をを用用いいてて、、人人為為起起源源のの SO2（（硫硫酸酸塩塩エエアアロロゾゾルルのの前前駆駆

気気体体））排排出出量量をを００にに削削減減ししたたととききのの (a) 地地上上気気温温のの変変化化、、(b) 温温暖暖化化時時（（CO2濃濃度度 738 ppm））でで

のの地地上上気気温温のの変変化化、、(c)地地上上気気温温変変化化にに関関ししてて、、温温暖暖化化時時とと現現在在気気候候（（CO2濃濃度度 369ppm））のの 2 つつ

ののシシミミュュレレーーシショョンンのの差差、、つつままりり、、(b)-(a)をを帯帯状状平平均均ににししてて表表ししたたもものの、、(d) (c)とと同同じじだだがが地地表表面面

放放射射収収支支変変化化、、(e) (c)とと同同じじだだがが潜潜熱熱変変化化。全ての図は Takemura (2020)からの引用である。 
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3.4.2 NICAM 
領域高分解能シミュレーション可能な Diamond-NICAM によるエアロゾル（Cs-137）シミュレ

ーションの結果を、観測結果（Oura et al., 2015）と比較すると、±30%のバイアス、0.6-0.9 の相関

係数、67-112 Bq m-3 の不確実性（RMSE）、<40%の精度（1/10 から 10 倍の範囲に収まる値の割

合）となった（図は省略）。その中でも、CRM-Type は最適な結果が得られたが、その結果を得る

ためにチューニング変数の下限値を用いる必要があった。GCM-Type と CONV-Type では適切な

チューニング変数を設定すれば、適用可能なスキームであることもわかった。CTM-Type では相

関が良く、不確実性が小さかったが、大きな負のバイアスが存在した。CTM-Type の結果から、

NICAM で計算している雲粒から雨粒への変換効率が過大評価であることも示唆された。 
そこで、雲・雨に関係する過程に注目し、NICAM に搭載された雲微物理モジュールや雲雨変換

式を変えることで、Cs-137 の濃度場がどのように変わるのかを調べた。3 月 13 日の首都圏におけ

る高濃度 Cs-137 プリュームに関して、全 13 シミュレーションと観測結果を比較したところ、図

3 のような再現性が得られた。また、利用可能な全観測サイトにおいて、Rainout の違い、Rainout
の式で用いられたパラメータの違い、及び雲微物理関係のモジュールの違いに対する Cs-137 濃度

場の違いを、観測データを用いた統計指標ごとに評価した（図 4）。これらの結果から、雲微物理

関係のモジュールの違いに対するエアロゾル濃度の変動幅は比較的小さく、Rainout の違いや

Rainout 式のパラメータチューニングによる違いの方が、エアロゾル濃度の変動幅は大きかった。

雲微物理関係のモジュールの違いに対するエアロゾル濃度の変動幅が小さかったのは、今回対象

とした時空間が 3 月の東日本であるため、降水過程が微物理過程よりも力学過程によって強く支

配されているからと推察される。まとめると、エアロゾルシミュレーションを改善するには雲内

洗浄の定式化を現象の素過程に立ち返って精緻化することが重要であることがわかった。以上の

結果は、Goto and Uchida (2022) にて公表している。 
 
 

 
 

図図 3. 2011 年年 3 月月 15 日日にに観観測測さされれたた東東京京都都市市圏圏ででのの Cs-137 のの高高濃濃度度事事例例にに関関ししてて、、NICAM のの 13 個個

ののシシミミュュレレーーシショョンンでで計計算算さされれたた Cs-137 濃濃度度のの時時系系列列変変化化。。黒線が観測結果を示し、他の線はシ

ミュレーション結果を表す。“GCM”は GCM-Type の Rainout で、1-3 は異なるチューニング係数を

設定した。“CRM”は CRM-Type の Rainout で、1 と 2 は異なるチューニング係数を設定し、“D”は
標準シミュレーションとは異なる雲微物理モジュール NDW6 を利用、“K”は標準シミュレーショ

ンとは異なる雲雨変換効率の式（Khairoutdinov and Kogan, 2000）を利用した。“CONV”は CONV-
Type の Rainout で、1-3 は異なるチューニング係数を設定した。“CTM”は CTM-Type の Rainout で、

1 と 2 は異なるチューニング係数を設定し、“D”は標準シミュレーションとは異なる雲微物理モジ

ュール NDW6 を利用、“K”は標準シミュレーションとは異なる雲雨変換効率の式（Khairoutdinov 
and Kogan, 2000）を利用した。この図は Goto and Uchida (2022) から引用したものを日本語にし

ている。 
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図図 4. 2011 年年 3 月月のの東東日日本本をを対対象象にに NICAM でで計計算算ししたた Cs-137 とと観観測測ととのの統統計計的的指指標標にに関関すするる不不確確実実

性性。。統計的指標は、(a) 平均値 [Bq m-3]、(b) 幾何平均バイアス、(c) 相関係数、(d) 規格化平均

バイアス[%]、(e) RMSE [Bq m-3]、(f) 0.5 から 2 倍以内の差に入るサンプル数 [%]、(g) 0.1 から

10 倍以内の差に入るサンプル数 [%]である。不確実性はカテゴリーに分類された中での結果の

ばらつきで表現しており、カテゴリーは図右下の枠に書かれた 3 つとした。なお、この図は

Goto and Uchida (2022) の図 11 を引用している。 
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4. ままととめめ 
大気海洋結合モデルとしての MIROC-SPRINTARS を用いて、特に CO2 濃度増加時での人為起

源 SO2 の排出量削減に対する気候影響を評価したところ、CO2 濃度が高い方が同量の SO2 排出量

減少でも気温上昇が大きいことが明らかとなった。これは、雪氷・海氷アルベドと水蒸気フィー

ドバックの影響が示唆される。領域高分解能シミュレーション可能なDiamond-NICAMを用いて、

異なる 4 つのエアロゾル湿性沈着の雲内除去（Rainout）式、Rainout 式の関連パラメータのばらつ

き、雲降水に関わる式、を変えた全 13 通りの感度シミュレーションを実施した。その結果、湿性

沈着の主要な過程である雲内除去式の違いは、その関連パラメータや雲降水に関わる式の違いよ

りも、エアロゾル時空間分布に大きな変動幅を与えることがわかった。 
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5. 今今後後のの研研究究展展望望 
環境省 S-20 プロジェクトで計画された SLCFs 関連排出量減少による感度シミュレーションを、

大気海洋結合モデルである MIROC-SPRINTARS および MIROC-ESM と、全球雲解像モデル

NICAM-Chem を用いて実施する。この感度シミュレーションでは、特定の地域（日本・中国・イ

ンド等の全 19 地域）・組成（SO2, ブラックカーボン、有機炭素エアロゾル、NOx、CO、非メタ

ン炭化水素化合物、アンモニア、メタン）・部門（人為起源・森林火災起源）の SLCFs の排出量

をゼロにして気象場変化を解析し、得られた結果は S-20 プロジェクト内での共有により他の影響

評価（水循環・健康・農業）や最適緩和シナリオ作成のためにも利用する。S-20 プロジェクトの

感度シミュレーションと並行して、各モデルの高度化も継続的に実施する。 
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Abstract: 

Atmospheric pollutants, especially short-lived climate forcers or SLCFs, include tiny particles (aerosols) 
like PM2.5 and oxidants, affect radiative fluxes and the water cycle on the earth, and have relatively short 
lifetimes in the atmosphere. The objective of this project is to evaluate the impacts of the change in SLCFs 
on the change in the climate and regional environment by linking it with the S-20 project of the Ministry of 
the Environment, Japan. This year, we performed simulations using an atmosphere-ocean coupling global 
model, MIROC-SPRINTARS, with reduced anthropogenic SO2 emission fluxes under high CO2 levels. The 
results showed that by reducing anthropogenic SO2 emissions, the increase in the global surface temperature 
under a high CO2 level was larger than that under the present CO2 level. This is probably caused by a change 
in the snow-ice and sea-ice albedo and feedback of water vapor. In parallel, to gain knowledge about model 
development, we performed 13 sensitivity simulations of aerosols for different wet deposition schemes and 
relevant parameters and processes using a limited-area model, Diamond-NICAM. The results showed that 
the impacts of the difference in the rainout process of the wet deposition on the spatial and temporal 
distribution of aerosols were larger than those of the differences in the relevant parameters and different 
cloud-precipitation schemes. 
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研研究究課課題題名名：： 
大大気気海海洋洋結結合合化化学学気気候候モモデデルルをを用用いいたたオオゾゾンン層層変変化化ととそそのの気気候候変変化化へへのの影影響響にに関関すす

るる研研究究 
 
実施年度： 
令和 2 年度～令和 4 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地球システム領域 秋吉英治 
共同研究者：国立環境研究所地球システム領域 山下陽介 

国立環境研究所地球システム領域 池田恒平 
国立環境研究所地球システム領域 高橋正明 

 
要要旨旨：： 
近年、オゾンホールによって南極成層圏の西風が強化されその影響が対流圏へも及ぶこと等が

指摘され、オゾン層変動と気候変動の関係が考慮されるようになった。同時に温暖化とオゾン層
変化の関係についても研究が進んでいる。 
本課題ではオゾン層破壊物質や温室効果ガスの濃度変化によるオゾン層の変動メカニズムの解

明を通してフロン対策と温暖化対策に資することを目的とする。今年度は、WMO オゾンアセス

メントレポート 2022 用の CCMI2022 推奨実験のうち、オゾン層破壊物質（ODS）・温室効果ガス

（GHG）濃度の将来シナリオに基づいたオゾン層と気候の将来予測実験、および ODS・GHG の

将来濃度とオゾン全量、気温、極夜ジェットの変化の間の関係を解析するための 500 アンサンブ

ル実験を中心に行った。 
MIROC3.2 化学気候モデルを使って、国際プロジェクト Chemistry Climate Model Initiative（CCMI）

推奨の将来予測実験を行った。入力データとして、ODS 濃度、GHG 濃度、赤道成層圏の東西風速

（QBO）、太陽 11 年周期データ、成層圏硫酸エアロゾルデータ、海表面温度・海氷密接度のデー

タを用意し、1950 年～2100 年の 151 年間の計算を行った。使用した温室効果ガスの将来シナリオ

は CMIP6 と同じで、SSP1-2.6、SSP2-4.5、SSP3-7.0 の 3 つである。南半球中高緯度のオゾン全量

最低値は、2000 年頃の最低値から将来に向けて増加し、1980 年レベルにまで回復するのは 2060
年を過ぎた頃であった。GHG 濃度の高いシナリオほど将来のオゾン全量最低値は高くなるが、ど

のシナリオでも 21 世紀中に 1960 年レベルに達することはなかった。 
次に、MIROC3.2 化学気候モデルと MIROC5 化学気候モデルを用いた ODS 濃度と GHG 濃度

を指定した 500 アンサンブルメンバー実験の解析を行った。一昨年に行った解析から、北半球中

高緯度のオゾン全量の少ない 50 アンサンブルメンバーでは、オゾン全量の ODS 濃度依存性が明

確に見られたが、今年度の解析により、そのアンサンブルメンバーでは、オゾン全量に最も影響

を及ぼす下部成層圏の気温や極夜ジェット強度にも ODS 濃度依存性が明確に見られることがわ

かった。年々変動の激しい北極域では、各年の経年変化をそのまま見ていると大気の年々変動に

よりオゾン量の ODS 濃度依存性が見えにくいが、オゾン全量の少ない年のアンサンブルメンバ

ーを見ると、南極と同様に明確なオゾン全量の ODS 濃度依存性が見え、かつ気温と極夜ジェッ

ト依存性が見えた。つまり、オゾン全量の少ない年は、極渦が安定し（強く）、気温が低く、

ODS 濃度が増えるとオゾン全量が減少していくことが示された。オゾン量が比較的多く年々変

動の激しい北半球のオゾン層にとっても ODS 対策は重要である。 
 
キキーーワワーードド：： 
化化学学気気候候モモデデルル、、MIROC、、オオゾゾンン層層、、ODS、、GHG、、成成層層圏圏、、フフロロンン対対策策
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るる研研究究 
 
実施年度： 
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課題代表者：国立環境研究所地球システム領域 秋吉英治 
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国立環境研究所地球システム領域 高橋正明 

         
 
1. 研研究究目目的的 

MIROC5 およびMIROC6 化学気候モデルを整備・高度化し、それを用いた数値実験を行うことにより、

オゾンなどの大気微量成分濃度変動と、成層圏・対流圏・地表の気候変動との関係を明らかにする。それ

によって、今後地球温暖化が進む中でのフロン・ハロン対策に資することを目的とする。 
 
キキーーワワーードド：： 
化化学学気気候候モモデデルル、、MIROC、、オオゾゾンン層層、、ODS、、GHG、、成成層層圏圏、、フフロロンン対対策策 
 
 
2. ススーーパパーーココンンピピュューータタ利利用用実実績績 
 
2.1  計計算算機機利利用用時時間間（（2021 年年 4 月月 1 日日～～2022 年年 3 月月 31 日日）） 

CPU 時間 v_debug      : 0.00 [VE・hours] 
 v_normal    : 9,113.60 [VE・hours] 

             計         : 9,113.60 [VE・hours] 
 
2.2 利利用用概概要要 

MIROC3.2 化学気候モデルを使った国際プロジェクト Chemistry Climate Model Initiative（CCMI）
推奨のオゾン層の将来予測実験を行った。また、MIROC3.2 化学気候モデルおよび MIROC5 化学

気候モデルを用いたオゾン層破壊物質（ODS）・温室効果ガス（GHG）濃度を指定した 500 アン

サンブル実験の追加実験を行った。 
 

 
3. 研研究究結結果果 
 
3.1 概概要要 
モントリオール議定書によるフロン対策が功を奏しオゾン層は回復の兆しを見せている。オゾ

ン層破壊は主に成層圏で起こることから、これまで対流圏や地表への影響についてはあまり重要
視されていなかった。しかしながら近年、オゾンホールによって南極成層圏の西風が強化されそ
の影響が対流圏へも及ぶこと等が指摘され、オゾン層変動と気候変動の関係が考慮されるように
なった。同時に温暖化とオゾン層変化の関係についても研究が進んでいる。 
本課題ではオゾン層破壊物質や温室効果ガスの濃度変化によるオゾン層の変動メカニズムの解

明をとおしてフロン対策と温暖化対策に資することを目的とする。今年度は、WMO オゾンアセ

スメントレポート 2022 用の CCMI2022 推奨実験のうち、ODS・GHG 濃度の将来シナリオに基づ

いたオゾン層と気候の将来予測実験、および ODS・GHG の将来濃度とオゾン全量、気温、極夜ジ

ェットの変化の間の関係を解析するための 500 アンサンブル実験を中心に行った。 
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MIROC3.2 化学気候モデルを使って、CCMI 推奨の将来予測実験を行った。入力データとして、

ODS 濃度、GHG 濃度、赤道成層圏の東西風速（QBO）、太陽 11 年周期データ、成層圏硫酸エア

ロゾルデータ、海表面温度・海氷密接度のデータを用意し、1950 年–2100 年の 151 年間の計算を

行った。使用した温室効果ガスの将来シナリオは CMIP6 と同じで、SSP1-2.6、SSP2-4.5、SSP3-7.0
の 3 つである。南半球中高緯度のオゾン全量最低値は、2000 年頃の最低値から将来に向けて増加

し、1980 年レベルにまで回復するのは 2060 年を過ぎた頃であった。GHG 濃度の高いシナリオほ

ど将来のオゾン全量最低値は高くなるが、どのシナリオでも 21 世紀中に 1960 年レベルに達する

ことはなかった。今後、他の緯度帯での解析も進める。 
MIROC3.2 化学気候モデルと MIROC5 化学気候モデルを用いた ODS 濃度と GHG 濃度を指定し

た 500 アンサンブルメンバー実験の解析を行った。一昨年に行った解析から、北半球中高緯度の

オゾン全量の少ない 50 アンサンブルメンバーでは、オゾン全量の ODS 濃度依存性が明確に見ら

れたが、今年度の解析により、そのアンサンブルメンバーでは、オゾン全量に最も影響を及ぼす

下部成層圏の気温や極夜ジェット強度にも ODS 濃度依存性が明確に見られることがわかった。

年々変動の激しい北極域では、各年の経年変化をそのまま見ていると大気の年々変動によりオゾ

ン量の ODS 濃度依存性が見えにくいが、アンサンブル集団からオゾン全量の少ない年のアンサン

ブルメンバーを抽出すると、南極と同様に明確なオゾン全量の ODS 濃度依存性が見え、かつ気温

と極夜ジェット依存性が見えた。 
 
3.2 背背景景とと目目的的 
 オゾンホール発見後に採択され発効したモントリオール議定書によってフロン・ハロン規制が

行われ、近年その効果が現れてオゾン層は回復の兆しを見せている。オゾン層破壊は主に成層圏

で起こることから、これまで対流圏や地表への影響についてはあまり重視されていなかった。し

かしながら、オゾンホールによって南極成層圏の西風が強化されその影響が対流圏へも及ぶこと 
（Son et al, 20081); Son et al., 20102)）、オゾン層の破壊が南極の地表の気温の長期トレンドに影響

していること（Thompson and Solomon, 20023)）が指摘され、また、地球温暖化に関連するオゾン層

の影響として、CO2 濃度を工業化以前に比べて 4 倍増加させた実験（4×CO2 実験）による地表気

温の変化が、オゾン量を工業化以前の値に固定したモデルと、オゾン化学過程をモデルに取り入

れて CO2 増加の影響がオゾン量に反映されるモデルとの間で 20% 程度異なることが示された 
（Nowack et al., 20154)）。温暖化予測モデルに化学過程を取り入れたモデルが徐々に増えつつある

中、一方で、これまで化学過程に重きを置いてきたオゾン層の将来予測に使われる化学気候モデ

ルは、気候との相互作用を解明するため海洋を結合したモデルが徐々に増えてきている。国立環

境研究所では、これまで CCSR/NIES 大気大循環モデルや MIROC モデルに大気化学過程を導入し

て化学気候モデルを開発し、オゾン層の将来予測を行い、UNEP/WMO オゾンアセスメントレポー

トや国際プロジェクト Chemistry Climate Model Validation（CCMVal）およびその後継の Chemistry 
Climate Model Initiative（CCMI）に貢献してきた。5), 6), 7), 8), 9) ただし、これらの国際研究活動に使

われた国環研の化学気候モデルは海洋と結合されてはいなかった。今後は、気候変動を考慮に入

れたフロン・ハロン対策に資することを目的に、最新の温暖化予測モデルに海洋を結合させた形

で大気化学過程を導入し、地球温暖化が進む中でのオゾン層変動とその気候への影響、オゾン層

変動と気候との相互作用を解明する必要がある。同時に、海洋を結合しないモデルによるシミュ

レーションとの比較によって、大気微量成分変化が大気海洋結合過程を介して気候へ影響を及ぼ

すメカニズムを明らかにする。 
 
3.3 計計算算方方法法 
3.3.1 海海洋洋オオフフラライインンMIROC3.2化化学学気気候候モモデデルルをを用用いいたたオオゾゾンン層層とと気気候候のの将将来来予予測測実実験験

（（CCMI2022推推奨奨実実験験、、実実験験名名REF-D2）） 
オゾン層の将来予測実験を行った国環研のモデルはMIROC3.2化学気候モデルで、CCSRNIES-

MIROC32という名称でCCMIに登録されている。 
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将来予測実験を行うための入力データとして、ODS濃度、GHG濃度、赤道成層圏の東西風速

（QBO）、太陽11年周期データ、成層圏硫酸エアロゾルデータ、海表面温度・海氷密接度のデー

タが用意された。以下、それぞれについて説明する。 
 

(1) ODS濃度 
WMO2018の全球平均の地表面濃度データを使用する。WMO2018のデータは1955年–2100年の

期間であるが、過去に遡って1949年、未来に延長して2101年まで外挿したデータがCCMIより

配布された。MIROC3.2化学気候モデルでは、CCl4、 CFC11、 CFC12、 CFC113、 HCFC22、 
CH3CCl3、CH3Cl、 CH3Br、 Halon1211、 Halon1301のデータを使う。また、観測との対応か

ら、成層圏でのBry濃度を6 ppmvほど増加させるため、CHBr3とCh2Br2の地表面濃度をそれぞ

れ1.2 pptvに設定した。これらは各年1月1日のデータ（1年ごとのデータ）であるが、モデルの

時間分解能に応じて時間に関して線形内挿される。 
 

(2) GHG濃度 
CO2, CH4, N2Oの全球平均濃度はCMIP6で使われているシナリオを使う。2014年まではCMIP6 
historical database10)を、それ以降2015年–2100年まではSSP2-4.5シナリオ11)を使う。CO2は全高

度において地表濃度と同じ値に設定する。CH4とN2Oは地表面濃度として与える。ODSと同様、

これらは1年ごとのデータであるが、モデルの時間分解能に応じて時間に関して線形内挿され

る。GHG濃度に関する感度実験として、2015年–2100年の期間をSSP1-2.6シナリオに代えた実

験およびSSP3-7.0シナリオに代えた実験を1つずつ行う。 
 

(3) 赤道成層圏の東西風速（QBO） 
CCMIより配布された将来部分も含まれたQBOデータは以下のようにして作成されている。 
2019年2月までは3地点での観測データを元に作成された月平均のデータ12)：Canton Island
（2.46°S, 171.43°W；1953年1月–1967年8月）、Gan/Maledives（0.41°S, 73.09°E；1967年9月–1975
年12月）、Singapore（1.22°N,103 55°E；1976年1月–2019年2月）。2019年3月以降は、1978年–
2011年のデータをそのまま使って継ぎ足して2053年初期までつなぎ、その後さらに1963年–
2010年のデータを継ぎ足して2100年までのデータが作成された。継ぎ目となる2019年と2053
年では風速の時間－高度断面が滑らかに繋がっている。 
 

(4) 太陽放射 
2019年まではSOLARIS-HEPPA プロジェクトによるCMIP6用の観測に基づく太陽放射照

度（irradiance）のスペクトルデータ、その後2100年まではCMIP6用の将来用太陽照度スペク

トルデータ13)（version 3.2）を用いる。1850年–2299年の期間に対してこのように合成して作成

されたCMIP6用のデータを、REF-D2計算用に必要な期間（1950年–2100年）に対して、

CCSRNIES-MIROC32 CCMの放射スキームのスペクトル分割（32個の放射スペクトル）に合

わせて内挿し、時間分解能1日のCCM用データを作成した。 
 

(5) 成層圏硫酸エアロゾル 
成層圏硫酸エアロゾルデータには、モデルの放射計算に関係する放射特性データと、不均一

化学反応に関係する表面積データとがある。 
 

(5-1) 放射特性データ 
硫酸エアロゾルの消散断面積（extinction cross section）、単一散乱アルビード（single scattering 
albedo）、非対称性因子（asymmetric factor）の月平均・経度平均データ（緯度87.5°S–87.5°N、

緯度分解能 5°；高度5 km–39.5 km、高度分解能 500 m）を、CCSRNIES-MIROC32 CCMの

32放射スペクトル帯に合わせて内挿したものをCCMIから提供された。それをCCMの高度・

緯度グリッドに内挿した。 
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(5-2) 表面積データ 
月平均・経度平均データ（緯度87.5°S–87.5°N、緯度分解能 5°；高度5 km–39.5 km、高度分

解能 500 m）が提供された。それをCCMの高度・緯度グリッドに内挿した。 
 
これらのデータは、過去再現実験（REF-D1）用の、観測に基づいたデータである。将来用

データは、CCMIからの指示に従って以下のように作成した。 
  ・2014年12月まではREF-D1用のデータと同じ。 
  ・2025年以降は、1850年–2014年の各月の月平均値を繰り返すようにデータ作成。 
  ・2015年1月–2024年12月までの期間は、2014年の月平均値と2025年の月平均値の間で、 
   年に関して線形補間し前後の期間を滑らかに繋ぐ。 
 

(6) 海表面温度・海氷密接度 
MIROC6大気海洋結合モデルによるCMIP6実験のアウトプットデータを用いる。SSP1-2.6、
SSP2-4.5、SSP3-7.0シナリオによる実験の中から、1アンサンブルメンバーのデータを使用し

た。 
 

REF-D2計算では1950年–2100年の151年積分を行った。最初の10年間はスピンアップ期間として解

析には用いない。解析には1960年以降の出力データを使用した。 
 
3.3.2 MIROC3.2 化化学学気気候候モモデデルルおおよよびび MIROC5 化化学学気気候候モモデデルルをを用用いいたた ODS・・GHG 濃濃度度とと 
    オオゾゾンン全全量量、、気気温温、、極極夜夜ジジェェッットトのの変変化化のの間間のの関関係係のの解解析析（（500 アアンンササンンブブルル実実験験）） 

一昨年度は、春季極域のオゾン全量のODS濃度およびGHG濃度依存性を、500アンサンブルメ

ンバー平均、オゾン全量の少ない50アンサンブルメンバー平均、オゾン全量の多い50アンサンブ

ルメンバー平均、の3つのグループに分類し解析した。これは、北極渦の激しい年々変動の下では

ODS濃度依存性やGHG濃度依存性が見えにくいことを考慮し、オゾン全量の少ない年（アンサン

ブルメンバー）は北極渦が比較的安定している、および、オゾン全量の多い年（アンサンブルメ

ンバー）は北極渦が不安定である、という仮定に基づいた分類であった。今年度は、これらの分

類の根拠となるオゾン全量と極域下部成層圏気温、極夜ジェット強度との関係や、極域下部成層

圏気温と極夜ジェット強度のODS濃度およびGHG濃度依存性を調べた。 
 
3.4 結結果果 
3.4.1 海海洋洋オオフフラライインン MIROC3.2 化化学学気気候候モモデデルルをを用用いいたたオオゾゾンン層層とと気気候候のの将将来来予予測測実実験験 

図 1 に、REF-D2 実験による 45°S–90°S の領域、9 月–11 月の期間におけるオゾン全量最低値の

1960 年から 2100 年の期間における経年変化を示す。この結果から、将来に向けてオゾン全量は

回復に向かうことがわかる。南極域では SSP2-4.5 シナリオ（赤）ではオゾン全量最低値が 1980 年

レベルにまで回復するのは 2060 年を過ぎた頃であるが、1960 年レベルには今世紀末になっても

達しないことがわかる。温室効果ガスの放出が少ない SSP1-2.6 シナリオ実験では回復はさらに遅

くなり、一方、温室効果ガスの放出が多い SSP3-7.0 シナリオ実験では回復が早くなる。北半球で

は子午面循環が強いのでこれよりも回復が早まることが予想される。 
CCMI で行われた各研究機関の計算結果は、英国の Centre for Environmental Data Analysis（CEDA）

に保存されており（https://blogs.reading.ac.uk/ccmi/ccmi-2022_archive/）、登録を行えば利用するこ

とができる。 
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3.4.2 MIROC3.2 化化学学気気候候モモデデルルおおよよびび MIROC5 化化学学気気候候モモデデルルをを用用いいたた ODS・・GHG 濃濃度度とと 
    オオゾゾンン全全量量、、気気温温、、極極夜夜ジジェェッットトのの変変化化のの間間のの関関係係のの解解析析（（500 アアンンササンンブブルル実実験験）） 
一昨年度の報告書14)で、中高緯度オゾン全量のODS・GHG濃度依存性を示した。それによれば、

北半球中高緯度（45–90°N）では、オゾン全量の多い50アンサンブルメンバーではそのオゾン全量のODS
濃度依存性は小さいが、オゾン全量の少ない50アンサンブルメンバーでは明確な依存性が確認できた。

理由は、オゾン全量の少ないアンサンブルメンバーでは、極渦が強く気温が低いので、ODS濃度が大き

いほど極成層圏雲（PSC）を介したオゾン破壊が進むことにより、明確なオゾン量の減少が生じたと考

えられる。 
今年度は、気温や極渦との関係を明らかにするため、これらの量のODS濃度・GHG濃度依存性の

解析を行ったのでその結果を示す。図2には、3月の北極域下部成層圏気温（63–90°N, 50 hPa）およ

び極夜ジェット強度（60–70°N, 50 hPa）のODS濃度・GHG濃度依存性を示す。オゾン全量のODS濃
度依存性と同様に、オゾン全量の少ない50アンサンブルメンバーのODS濃度依存性が明確に表れ

ている。すなわち、将来に向けてODS濃度が減少すると（図で左方向）、気温が上昇して極夜ジ

ェットは弱くなる。GHG濃度が増加すると（図で上方向）、極夜ジェットが弱くなる。これらの

特徴はMIROC3.2化学気候モデルとMIROC5化学気候モデルに共通に見られる。また、GHG濃度の

増加によって、MIROC5化学気候モデルでは気温の上昇が見られるが、MIROC3.2化学気候モデル

ではその影響はほんのわずかしか見られない。 

図図 1. CCMI2022 推推奨奨のの将将来来予予測測実実験験 REF-D2 おおよよびびそそのの感感度度実実験験にによよるる 45–90°S のの領領域域でで 9 月月
–11 月月のの期期間間ののオオゾゾンン全全量量最最低低値値のの経経年年変変化化。。縦縦軸軸ははオオゾゾンン全全量量でで単単位位ははドドブブソソンンユユニニッッ
トト、、横横軸軸はは年年をを表表すす。。（（赤赤））REF-D2 実実験験。。GHG シシナナリリオオはは SSP2-4.5。。（（緑緑））REF-D2 のの
感感度度実実験験。。GHG シシナナリリオオはは SSP1-2.6。。（（紫紫））REF-D2 のの感感度度実実験験。。GHG シシナナリリオオはは SSP3-
7.0。。ODS シシナナリリオオははすすべべてて WMO-2018 をを使使用用ししてていいるる。。 
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図図 2. MIROC3.2 化化学学気気候候モモデデルル（（上上））MIROC5 化化学学気気候候モモデデルル（（下下））にによよるる、、3 月月のの北北極極域域下下部部
成成層層圏圏気気温温（（63–90°N, 50 hPa））おおよよびび極極夜夜ジジェェッットト（（60–70°N, 50 hPa））のの ODS 濃濃度度おおよよびび
GHG 濃濃度度依依存存性性（（500 アアンンササンンブブルルメメンンババーー平平均均））。。色色でで気気温温とと西西風風風風速速をを表表すす。。縦縦軸軸はは CO2
濃濃度度（（ppmv））、、横横軸軸はは 45–90N、、3 月月–5 月月平平均均のの等等価価実実効効成成層層圏圏塩塩素素濃濃度度（（EESC、、ppbv））。。
黒黒丸丸でで、、ODS 濃濃度度とと GHG 濃濃度度をを指指定定ししたた 29 ケケーーススのの実実験験のの EESC 濃濃度度とと CO2濃濃度度をを表表すす。。 

 
 

CO2

CO2
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以上では、中高緯度の下部成層圏だけを見てきたので、次に子午面全体で東西風速分布のODS
濃度およびGHG濃度依存性を見る。ただし、29ケースのすべての実験について結果を一覧として

示すことは難しいので、一例として、ODS濃度が1995年レベル（ほぼ最大、成層圏では1995年–2000
年頃のレベル）、GHG濃度が2000年レベルに設定した場合の東西風速分布から、ODS濃度が1960
年レベルに減少、GHG濃度が2095年レベルに増加した場合との差を示すことにする。図3は、3月
のオゾン全量の少ない50アンサンブルメンバー平均の東西風速とその変化を示す。北半球のみ（春

季）を見ると、1段目の図より、将来期待されるODS濃度の減少により、北半球高緯度の極夜ジェ

ットが弱くなることがわかる。また、2段目の図より、将来期待されるGHG濃度の増加により、北

半球高緯度の極夜ジェットは少し弱くなる一方、亜熱帯ジェットは強化されていることがわかる。

3段目の図より、ODS濃度が減少し、GHG濃度が増加した場合は、上の2つの効果が合わさった変

化となっている。図2で示された東西風速の60–70°N, 50 hPaの変化は図3の極域成層圏全体での変化

と整合的である。 
以上の結果から、北半球中高緯度のオゾン全量の少ない50アンサンブルメンバーでは、オゾン

全量のODS濃度依存性が明確に見られ、それに伴って、オゾン全量に最も影響を及ぼす下部成層

圏の気温や極夜ジェット強度にもODS濃度依存性が明確に見られることがわかった。 
 

  
 

図図 3. MIROC3.2 化化学学気気候候モモデデルル（（左左））MIROC5 化化学学気気候候モモデデルル（（右右））にによよるる、、将将来来期期待待さされれるる ODS
濃濃度度おおよよびび GHG 濃濃度度のの変変化化にに伴伴うう 3 月月のの東東西西風風速速のの変変化化のの子子午午面面分分布布（（オオゾゾンン全全量量最最低低値値
のの低低いい 50 アアンンササンンブブルルメメンンババーー平平均均））。。一一段段目目：：ODS 濃濃度度がが 1995 年年レレベベルル（（ほほぼぼ最最大大））かか
らら 1960 年年レレベベルルにに減減少少ししたた時時のの変変化化。。二二段段目目：：GHG 濃濃度度がが 2000 年年レレベベルルかからら RCP6.0 シシナナ
リリオオのの 2095 年年レレベベルルにに増増加加ししたた時時のの変変化化。。三三段段目目：：ODS 濃濃度度がが 1995 年年レレベベルル→→1960 年年レレベベ
ルルかかつつ GHG 濃濃度度がが 2000 年年レレベベルル→→2095 年年レレベベルルにに変変化化ししたたととききのの変変化化。。青青色色がが西西風風減減速速
（（東東風風加加速速））、、赤赤色色がが西西風風加加速速（（東東風風減減速速））をを表表すす。。等等値値線線はは ODS 濃濃度度をを 1995 年年レレベベルル、、
GHG 濃濃度度をを 2000 年年レレベベルルにに設設定定ししたた実実験験のの東東西西風風速速分分布布をを表表すす。。 
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4. ままととめめ 
海洋オフラインのMIROC3.2 化学気候モデルを使って、CCMI推奨の将来予測実験を行った。入力デー

タとして、ODS 濃度、GHG 濃度、赤道成層圏の東西風速（QBO）、太陽11 年周期データ、成層圏硫酸エ

アロゾルデータ、海表面温度・海氷密接度のデータを用意し、1950 年–2100 年の 151 年間の計算を行った。

使用した温室効果ガスの将来シナリオは CMIP6 と同じで、SSP1-2.6、SSP2-4.5、SSP3-7.0 の 3 つである。

南半球中高緯度のオゾン全量最低値は、2000 年頃の最低値から将来に向けて増加し、GHG 濃度の高いシ

ナリオほど将来のオゾン全量最低値は高くなるが、21 世紀中に 1960 年レベルに達することはなかった。

なお、南極でオゾンホールが発生する直前の1980 年レベルにまで回復するのは 2060 年を過ぎた頃であっ

た。 
海洋オフラインのMIROC3.2 化学気候モデルとMIROC5 化学気候モデルを用いたODS 濃度とGHG 濃

度を指定した 500 アンサンブルメンバー実験の解析を行った。一昨年に行った解析から、北半球中高緯度

のオゾン全量の少ない 50 アンサンブルメンバーでは、オゾン全量の ODS 濃度依存性が明確に見られた

が、今年度の解析により、そのアンサンブルメンバーでは、オゾン全量に最も影響を及ぼす下部成層圏の

気温や極夜ジェット強度にも ODS 濃度依存性が明確に見られることがわかった。年々変動の激しい北極

域では、各年の経年変化をそのまま見ていると大気の年々変動によりオゾン量の ODS 濃度依存性が見え

にくいが、オゾン全量の少ない年のアンサンブルメンバーを見ると、南極と同様に明確なオゾン全量の

ODS 濃度依存性が見え、かつ気温と極夜ジェット依存性が見える。つまり、北極域でオゾン全量の少ない

年は、極渦が安定し（強く）、気温が低く、ODS 濃度が増えるとオゾン全量が減少していくことが示され

た。年々変動の激しい北半球のオゾンにとってもODS 対策を今後も続けていく必要がある。 
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5. 今今後後のの研研究究展展望望 
海洋結合化学気候モデルを用いた CCMI 推奨の将来予測実験を行い、海洋オフラインの結果と

比較して、オゾン層変動と気候変動との関係、海洋の役割について理解を深める。 
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A study on ozone layer change and its effect on climate change using atmosphere-ocean 
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Abstract: 

Previous research found that westerly winds in the Arctic spring stratosphere are strengthened by an 
ozone hole and the influence extends to the troposphere. This suggests the importance of ozone change for 
the surface climate. Also, research on the relationship between global warming and changes in the ozone 
layer has recently become more active. 

The objective of this project is to contribute to measures for curbing chlorofluorocarbons (CFCs) and 
global warming through understanding the mechanism of the ozone layer change caused by changes in the 
concentrations of ozone-depleting substances (ODSs) and greenhouse gases (GHGs). For this purpose, this 
year, we performed numerical projections of the ozone layer and climate for the future proposed by the 
Chemistry Climate Model Initiative (CCMI), using ocean off-line chemistry-climate models (CCMs) 
constructed based on the MIROC3.2 general circulation model. We also advanced the analysis of 500-
ensemble-member simulations with the ODS and GHG concentrations fixed to the values expected in the 
future. 

To perform numerical projections of the ozone layer and climate for the future, we prepared the input 
data: ODS and GHG concentrations at the surface, stratospheric zonal wind over the equator, solar spectrum, 
radiation parameters and the surface area of stratospheric sulfuric acid, sea surface temperature, and sea ice 
density. These data included future projection data as well as past observational data. For example, the GHG 
data for the future were taken from the SSP1-2.6, SSP2-4.5, and SSP3-7.0 scenarios for CMIP6. We 
performed a model calculation for 151 years from 1950 to 2100. The minimum total ozone between 45°S 
and 90°S for September–November showed an increase from the minimum around the year 2000 to the 
future. The minimum total ozone reached the 1980 level around the year 2060, however, it did not reach the 
1960 level by the end of this century, even when the highest GHG concentration scenario (SSP3-7.0) was 
used. 

We also performed analyses of the Arctic lower stratospheric temperature and polar-night jet strength 
and investigated the relationship between these quantities and the total ozone amount. The analyses showed 
that for the ensemble members with low total ozone, the Arctic lower stratospheric temperature became lower 
and the Arctic polar-night jet became stronger as ODS concentrations increased. This behavior is different 
from that for the 500-ensemble-member mean but similar to that for the Antarctic. The results suggest that 
ODS regulation is important for recovery from ozone depletion not only in the Antarctic but also at the mid- 
and high latitudes in the Northern Hemisphere, where the year-to-year variation of the polar vortex is large, 
causing a large year-to-year variation in the ozone amount and hence masking the ODS dependence of ozone.  
 
Keywords: 
chemistry-climate model, MIROC, ozone layer, ODS, GHG, stratosphere, CFC regulation 
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研研究究課課題題名名：： 
地地球球シシスステテムムににおおけけるる陸陸域域モモデデルル開開発発にによよるる気気候候変変動動研研究究 
 
実施年度： 
令和 2 年度～令和 4 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地球システム領域 横畠徳太 
共同研究者：国立環境研究所地球システム領域 伊藤昭彦・佐藤雄亮 
      北海道大学工学部 山田朋人 
      エネルギー総合工学研究所地球環境グループ 加藤悦史 
      茨城大学農学部 木下嗣基 
            海洋研究開発機構 立入 郁 
 
要要旨旨：： 
本課題では、陸域における気候・生態系・水資源・農作物・土地利用などの将来予測を行うこ

とのできるモデルや、大気・海洋・陸域の物理過程および自然生態系について記述する地球シス

テムモデルの高度化を行うと同時に、これらのモデルを結合した陸域統合モデル（MIROC-INTEG-
LAND）および地球システム統合モデル（MIROC-INTEG-ES）の開発を行う。開発した様々なモデ

ルを利用して、スーパーコンピュータによるシミュレーションを行うことにより、将来起こり得

る気候変動のメカニズムや、気候変動が自然環境、生態系、炭素循環、人間活動に及ぼす影響を

評価する。また、様々な気候変動緩和策および適応策を考慮した数値シミュレーションを行い、

気候変動対策の有効性を検討する。これにより、国立環境研究所低炭素研究プログラム「気候変動

予測・影響・対策の統合評価を基にした地球規模の気候変動リスクに関する研究」、文部科学省

統合的気候モデル高度化研究プログラム「炭素循環・気候感度・ティッピングエレメント等の解

明」などの研究プロジェクトに貢献することを目標とする。令和３年度には、MIROC-INTEG-
LAND によって過去および将来のシミュレーションを行い、将来の社会経済と気候の変化が、水

資源・生態系・作物生産・土地利用に与える複合的な影響と、地球―人間システムの相互作用に

関する分析を行なった。また、将来の気候変動による干ばつの変化に関する分析を行い、過去最

大を継続的に超える時期に関する分析を行なった。これと並行して、MIROC-INTEG-ESの開発を

進めた。 
 
キキーーワワーードド：： 
気気候候変変動動、、モモデデルル統統合合化化、、リリススクク管管理理 
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研研究究課課題題名名：： 
地地球球シシスステテムムににおおけけるる陸陸域域モモデデルル開開発発にによよるる気気候候変変動動研研究究 
 
実施年度： 
令和 2 年度～令和 4 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地球システム領域 横畠徳太 
共同研究者：国立環境研究所地球システム領域 伊藤昭彦・佐藤雄亮 
      北海道大学工学部 山田朋人 
      エネルギー総合工学研究所地球環境グループ 加藤悦史 
      茨城大学農学部 木下嗣基 
            海洋研究開発機構 立入 郁 
 
 
1. 研研究究目目的的 
本課題では、陸域における気候・生態系・水資源・農作物・土地利用などの将来予測を行うこ

とのできるモデルや、大気・海洋・陸域の物理過程および自然生態系について記述する地球シス

テムモデルを結合した陸域統合モデル（MIROC-INTEG-LAND）および地球システム統合モデル

（MIROC-INTEG-ES）の開発を行う。開発した陸域および地球システム統合モデルや、様々な陸

域モデルを利用して、スーパーコンピュータによるシミュレーションを行うことにより、将来起

こり得る気候変動のメカニズムや、気候変動が自然環境、生態系、炭素循環、人間活動に及ぼす

影響を評価する。また、様々な気候変動緩和策および適応策を考慮した数値シミュレーションを

行うことにより、気候変動対策の有効性を検討することを目標とする。これにより、国立環境研

究所低炭素研究プログラム「気候変動予測・影響・対策の統合評価を基にした地球規模の気候変

動リスクに関する研究」および文部科学省統合的気候モデル高度化研究プログラム「炭素循環・

気候感度・ティッピングエレメント等の解明」などの研究プロジェクトに貢献することを目標と

する。 
 
キキーーワワーードド：： 
気気候候変変動動、、モモデデルル統統合合化化、、リリススクク管管理理 
 
 
2. ススーーパパーーココンンピピュューータタ利利用用実実績績 
 
2.1  計計算算機機利利用用時時間間（（2021 年年 4 月月 1 日日～～2022 年年 3 月月 31 日日）） 

CPU 時間 v_debug     : 903.46 [VE・hours] 
 v_normal   : 27,023.05 [VE・hours] 

             計        : 27,926.51 [VE・hours] 
 

2.2  利利用用概概要要 
研究参画者が開発している陸域モデル（陸面モデル MATSIRO、水資源モデル HiGWMAT、作

物モデル PRYSBI2、陸域生態系モデル VISIT、土地利用モデル TeLMO など）および陸域統合モ

デル MIROC-INTEG-LAND に関するモデル開発を行い、過去再現実験および将来予測実験を行

った。特に令和 3 年度は、MIROC-INTEG-LAND を利用して、様々な社会経済シナリオ（Shared 
Socio-economic Pathways, SSP）および気候シナリオ（Representative Concentration Pathways, RCP）
の下で、地球システムにおいて陸面物理・水資源・作物・陸域生態系・土地利用が果たす役割を

分析するための実験を行った。また、MIROC-INTEG-LAND を利用して将来の水資源予測実験を

行い、過去最大の干ばつを継続して超える時期に関する分析を行なった。陸域モデルおよび陸域

統合モデルの計算は主としてスカラー機を利用して計算を行った。さらに、陸域統合モデルに対
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して、大気・海洋の気候状態と物質循環過程を結合させた地球システム統合モデル MIROC-
INTEG-ES の開発を行い、MIROC-INTEG-ES は、ベクトル機を利用した計算を行った。 
 
 
3.  研研究究結結果果 
 
3.1 概概要要 
陸面物理過程モデル MATSIRO（Watanabe et al., 2010, Nitta et al., 2014）、水資源モデル H08

（Hanasaki et al. 2008, Pokhrel et al. 2012）、陸域生態系モデル VISIT（Ito and Inatomi 2012）、作物

モデル PRYSBI2（Sakurai et al., 2014）、土地利用モデル TeLMO（Yokohata et al., 2020）を結合し

た陸域統合モデル MIROC-INTEG-LAND（MIROC INTEGrated LAND surface model, Yokohata et al., 
2020）を開発し、これによる過去再現および将来予測実験を行なった。将来予測実験においては、

複数の社会経済・気候シナリオを利用した。モデルシミュレーションによって得られた結果を、

分野横断影響評価研究プロジェクト（Inter-Sectoral Model Inter-comparison Project, ISIMIP）に提出

し、さらに ISIMIP で得られた複数のモデル結果と合わせて利用し、水文干ばつの将来予測に関す

る分析を行った。さらに、陸域統合モデル MIROC-INTEG-LAND に大気-海洋での気候状態と物

質循環過程モデルを結合した地球システム統合モデル MIROC-INTEG-ES（MIROC INTEGrated 
Earth System model）の開発を行った。 
 
3.2 背背景景とと目目的的 

将来の気候変動は自然生態系や人間社会に大きな影響を与える。気候変動によって影響を受け

る部門は非常に幅広く、ある部門への影響が別の部門への影響を引き起こすといった「影響の連

鎖」が存在する。さらに、気候変動によって自然生態系や人間活動に生じた影響が、地球システ

ムにおける炭素循環や放射収支に影響を与えることを通して、さらに気候変動を加速させる「フ

ィードバック作用」が存在することが指摘されている。気候変動に対応するための効果的な方策

を立案するためには、気候変動によって生じる様々な影響について明らかにすると同時に、気候

変動に対する緩和・適応策の有効性を評価することが重要である。このため私たちは、陸域にお

ける物理過程・水資源・陸域生態系・作物成長・土地利用を記述するモデルと、これらを結合し

た陸域統合モデル MIROC-INTEG-LAND、さらに大気・海洋過程を結合した地球システム統合モ

デル MIROC-INTEG-ES を開発し、様々な境界条件のもとで将来予測のシミュレーションを行う。 
今年度は、MIROC-INTEG-LAND による将来シミュレーションに加えて、分野横断影響評価研

究プロジェクト ISIMIP によって得られたマルチモデル・マルチシナリオデータセットを用い、気

候変動下における干ばつの将来変化に関する研究を進めた。本研究は特に、地球温暖化に伴う干

ばつの激化により“これまでの異常が常態化してしまうのはいつ頃か”という問いに定量的な知

見を示すことを目的とする。これまでの水資源インフラやその運用は過去の水文統計や経験に基

づくため、危惧される干ばつの深刻化や水文レジームの変化に社会が対応するためには、そのよ

うな時期の把握は重要課題である。気温や降水に関しては“気候変動の影響が表面化する時期 
（ToE: Time of Emergence of climage change）”と呼ばれるこのような時期を推定する研究例はあ

るが、水
すい

文
もん

旱魃
かんばつ

について全球的解析によりこの様な時期を特定した先行研究はこれまでなかった。 
 
3.3 数数値値シシミミュュレレーーシショョンン 

陸域物理過程・水資源・陸域生態系・作物成長・土地利用モデルを結合した陸域統合モデル

MIROC-INTEG-LAND（Yokohata et al., 2020）による将来予測シミュレーションにおいては、社会

経済データとして、統合評価モデルAIMによって計算された Shared Socio-economic Pathways（SSP）
シナリオ（Fujimori et al., 2017）を利用した。さらに、将来予測実験における気候シナリオとして、

Representative Concentration Pathways（RCP）シナリオを利用した。陸域統合モデル MIROC-INTEG-
LAND は、スカラー機（CPU10コア）を利用し、1年あたり40分程度で計算が完了する。分野横断

影響評価研究プロジェクトISIMIP に向けた計算では、提供された気候フォーシング・社会経済デ
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ータを活用し、MIROC-INTEG-LAND によって、灌漑などの人間活動を考慮して、過去再現と将

来予測実験を行った。 
陸域統合モデルに大気・海洋モデルを結合させた地球システム統合モデル MIROC-INTEG-ES 

は、ベクトル機 SX-ACE/Aurora を利用して計算を行う。地球システム統合モデルの陸面だけを計

算させる場合には、CPU32コアを利用し、1年あたり10分程度で計算が可能である。また、地球シ

ステム統合モデルで大気・海洋・陸面の全てを計算させる場合には、CPU64コアを利用し、1年あ

たり1時間程度である。 
 
3.4 結結果果 
 本研究では“領域平均干ばつ頻度の時系列が 140 年間の参照期間（1865-2005 年）の最大値を連

続して何年も超過するようになるタイミング（TFE：Time of first Emergence of consecutive 
unprecedented drought）”を定義し、全球の 59 地域に対し TFE を推計した。例えば、5 年以上連続

して参照期間 140 年に 1 回の極値を超える場合の TFE を TFE5 と呼ぶこととする。ここでは水資

源への影響を念頭に河川
か せ ん

旱魃
かんばつ

の頻度（干ばつ日数）に着目している。解析には分野横断影響評価

モデル比較プロジェクト（https://www.isimip.org/）で得られたデータセットから、期間 1865-2099
年の全球流量データを用いた。４つの気候モデルの将来気象予測を強制にした５つの全球水モデ

ルの将来予測（計 20 アンサンブルメンバー）を、低位安定化シナリオ（RCP2.6）と高位参照シナ

リオ（RCP8.5）の 2 種類の温暖化シナリオについて調べている。研究では低流量期・高流量期・

年スケールについて同様の解析をしているが、ここでは低流量期についての結果のみを示す。 
TFE の推計に際しては、内部変動による不確実性を考慮するためにブロックブートストラップ

法を用いたリサンプリングを行った。1 つのアンサンブルメンバー時系列をトレンドと変動に分

解し、リサンプリングした変動成分を再度トレンドにのせることで 1 本の時系列から 10000 パタ

ーンの時系列を用意している。トレンドは 2 次関数でフィッティングされている。したがって 20
アンサンブルメンバーの将来予測から得られる合計 200000 本の時系列に対して TFE 解析をおこ

なった。 
 リサンプリングした大規模アンサンブルから得られる TFE の中央値を代表値とした場合、 
RCP2.6 および RCP8.5 シナリオにおいて、59 地域中それぞれ 11 地域と 18 地域で TFE5 が検出さ

れた（図 1a。ここでは 2100 年までに TFE5 を迎えることが 5-95%信頼区間で有意である地域のみ

を表示している）。特に、４地域（RCP2.6）と 13 地域（RCP8.5）では 21 世紀中に TFE5 を迎え

る可能性は 66%以上に達しており、気候変動に関する政府間パネルの定義に沿えば、これらの地

域が 21 世紀中に過去に例を見ない干ばつの激化を経験する”可能性が高い（Likely）”と言える。

さらに、5 地域（RCP2.6）と 7 地域（RCP8.5）が 30 年程度以内に TFE5 に達する予測となった。

特に南米南西部、地中海ヨーロッパおよび北アフリカではどちらのシナリオでも特に早めの TFE5
が検出されている。RCP8.5 の場合、TFE5 のアンサンブル中央値はそれぞれ 2020、 2035、 2040
年頃を示す。また、これら 3 地域で 2050 年までに TFE5 に達する確率は 98%、93%、67%と高い

確率をとっており、後者 2 地域、地中海ヨーロッパと北アフリカも、2050 年と 2080 年頃にはそ

の確率が 95%以上に達する（図 1b）。南米南西部については、RCP2.6 でも 21 世紀中の TFE5 は

95%を超えて非常に高い確率を示す。 
TFE5の累積確率分布に見るシナリオ間の違いは、緩和シナリオの選択が未曾有の干ばつ状態の発生

を防ぐ、もしくは遅らせるために重要であることを示唆している（図1b）。南米南西部のように両シナ

リオでTFE5が早期の場合は例外的だが、概してシナリオ間のTFE5の差は小さくなく、中央値の不確実

性範囲が重複しない、もしくはRCP8.5シナリオでのみ21世紀中盤から後半にかけてTFE5が検出され

るというケースが多い。そうした地域では、RCP8.5の場合はTFE5の確率が高止まるまで増加を続

けるが、RCP2.6ではTFE5の累積確率の増加がもともと穏やか、もしくは2050年頃に落ち着くこと

で21世紀後半にその確率がRCP8.5 ほどは高くならなかった。 
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図図 1. 気気候候変変動動にに伴伴うう干干ばばつつのの高高頻頻度度化化おおよよびび長長期期化化にによよりり，，領領域域のの干干ばばつつ頻頻度度がが数数年年単単位位でで継継続続的的

にに異異常常値値ををととりり始始めめるる時時期期（（TFE: Time of first emergence of consecutive unprecedented regional 
drought conditions））（（a））領領域域平平均均干干ばばつつ頻頻度度のの時時系系列列がが，，過過去去140年年にに1度度のの最最大大値値をを5年年以以上上連連

続続ししてて超超ええ続続けけるる状状態態がが予予測測さされれるる時時期期。。RCP2.6おおよよびびRCP8.5ををそそれれぞぞれれ上上・・下下段段にに示示すす。。ブブ

ーートトスストトララッッププ法法をを用用いいたた大大規規模模リリササンンププリリンンググアアンンササンンブブルルデデーータタをを用用いい，，個個々々ののササンンププルル

毎毎にに推推定定さされれるるTFEのの中中央央値値をを代代表表値値ととししてていいるる。。不不確確実実性性幅幅をを考考慮慮しし，，大大規規模模ササンンププルルデデーータタ

のの結結果果ををももととにに±±5%のの有有意意範範囲囲でで21世世紀紀末末ままででににTFEをを迎迎ええるる可可能能性性ががああるる地地域域ににつついいててのの

みみ時時期期をを色色でで示示ししてていいるる。。(b) TFEのの時時系系列列累累積積確確率率（（CDF））。。例例ととししてて，，特特ににTFEのの時時期期がが早早

くく確確信信度度がが早早いい3地地域域をを選選択択的的にに示示すす：：南南米米南南西西部部，，地地中中海海ヨヨーーロロッッパパ，，北北アアフフリリカカ。。CDFはは 大大
規規模模ササンンププルルデデーータタかからら求求めめらられれてておおりり，，シシェェーードドはは不不確確実実性性幅幅をを表表すす。。RCP2.6おおよよびびRCP8.5
ををそそれれぞぞれれ青青とと赤赤でで示示すす。。 
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4.  ままととめめ 
気候・生態系・水資源・作物・土地利用のモデルを結合した陸域統合モデル MIROC-INTEG-

LAND の開発によって、これまで独立にモデル開発され分析されてきたプロセスに関し、様々な

相互作用を考慮することが可能となった。今年度は、特に陸面物理過程の将来予測結果に着目す

ることにより、将来の干ばつ変化に関する新たな知見を得ることができた。また、これまでの地

球システムモデルでは簡略化されていた永久凍土過程を改良し、永久凍土融解による温室効果ガ

ス放出を記述するモデルを開発することができた。水資源・作物・土地利用モデルを地球システ

ムに結合する MIROC-INTEG-ES の開発を継続し、地球―人間システムの相互作用を分析するため

の準備を行なった。 
 
 
5.  今今後後のの研研究究展展望望 

MIROC-INTEG-LAND を利用して、陸域における水資源・作物・土地利用に関する人間活動と

気候システムの相互作用の評価を行いつつ、これに大気海洋モデルを結合することにより、地球

―人間システムの相互作用の分析を行う。地球システム統合モデルを動作させるための様々な技

術的な問題を解決し、様々な社会経済シナリオのもとで実験を行うことにより、地球―人間シス

テムに関する総合的な分析を行うことを計画している。 
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4.  ままととめめ 
気候・生態系・水資源・作物・土地利用のモデルを結合した陸域統合モデル MIROC-INTEG-

LAND の開発によって、これまで独立にモデル開発され分析されてきたプロセスに関し、様々な

相互作用を考慮することが可能となった。今年度は、特に陸面物理過程の将来予測結果に着目す

ることにより、将来の干ばつ変化に関する新たな知見を得ることができた。また、これまでの地

球システムモデルでは簡略化されていた永久凍土過程を改良し、永久凍土融解による温室効果ガ

ス放出を記述するモデルを開発することができた。水資源・作物・土地利用モデルを地球システ

ムに結合する MIROC-INTEG-ES の開発を継続し、地球―人間システムの相互作用を分析するため

の準備を行なった。 
 
 
5.  今今後後のの研研究究展展望望 
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Abstract: 

Future climate changes possibly affect ecosystem services, water resources, food production, energy 
supply, etc. It is important to understand the interaction between the changes in these complicated factors. In 
the present study, we have developed an integrated terrestrial model (MIROC-INTEG-LAND: MIROC 
INTEGrated LAND surface model (Yokohata et al., 2020) that describes the natural biogeophysical 
environment as well as human activities. In MIROC-INTEG-LAND, a global vegetation model, VISIT (Ito 
et al., 2012), water-resource model, H08 (Hanasaki et al., 2008, Pokhrel et al., 2012), crop-growth model, 
PRYSBI2 (Sakurai et al., 2014), and land-use model, TeLMO (Yokohata et al., 2020) were coupled to a land-
surface model, MATSIRO (Nitta et al., 2014), which is a component of the global climate model MIROC 
(Watanabe et al., 2010). This year, we performed historical and future projection simulations by using 
MIROC-INTEG-LAND to evaluate the combined impacts of future socio-economic and climate changes on 
water resources, ecosystems, crop production, and land use. We also analyzed the effects of future climate 
change and human activity on extremely strong droughts. We investigated the changes in the frequency of 
hydrological drought (abnormally low river discharge) under high and low greenhouse gas concentration 
scenarios with present water resource management and estimated the time for the first emergence of 
unprecedented regional drought conditions. Such extreme drought conditions were detected for several 
subcontinental-scale regions, and three regions, namely Southwestern South America, Mediterranean Europe, 
and Northern Africa, exhibited particularly robust results in the high-emission scenario. These three regions 
would face unprecedented conditions within the next 30 years with a high likelihood regardless of the 
emission scenario. In parallel with this, we proceeded with the development of MIROC-INTEG-ES, where 
atmosphere and ocean models are coupled to MIROC-INTEG-LAND.  
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要要旨旨：： 
閉鎖性水域の水環境への気候変動影響について、水温上昇とそれに伴う生物影響に関する研究は

多数行われているものの、陸域からの流出に強く支配される一次生産や栄養塩など水質への影響は

いまだ解明されていない。本研究課題では、先行研究において瀬戸内海を対象に開発した陸域淡水・

汚濁負荷流出－海域流動・水質・底質モデルを活用して、国内各地の閉鎖性水域の水環境・生態系を

対象とした気候変動影響予測を行うとともに、水域ごとの気候変動影響の解明と水質管理に向けた適応策

の提示を目的とする。 
瀬戸内海の播磨灘における窒素動態への気候変動影響を明らかにするため、陸域淡水・汚濁負荷

流出－海域流動・水質・底質モデルを用いて、現在気候 20 世紀末と RCP8.5 の将来気候 21 世紀末

のそれぞれ 20 年間の予測計算を行うとともに、水と窒素のフロー解析を実施した。水のフローには

現在気候と将来気候で顕著な違いが見られなかったが、TN と DIN については、夏～秋の高温化に

よって一次生産が低下し、海底への堆積が減少するため、将来気候の海域間フローが全体的に現在

気候より増加し、播磨灘から流出しやすくなると予測された。冬～春では、水温上昇に伴う一次生

産の活性化によって将来気候の DIN 消費量は現在気候の約 2 倍に増え、季節変動として見られる海

水中の DIN の減少が気候変動によって加速すると予測された． 
 

キキーーワワーードド：： 
気気候候変変動動、、窒窒素素フフロローー、、一一次次生生産産、、陸陸域域－－海海域域統統合合モモデデルル、、瀬瀬戸戸内内海海 
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研研究究課課題題名名：： 
閉閉鎖鎖性性水水域域ににおおけけるる水水環環境境・・生生態態系系へへのの気気候候変変動動影影響響のの予予測測とと適適応応策策にに関関すするる研研究究 
 
実施年度： 
令和 2 年度～令和 4 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地域環境保全領域 東 博紀 
共同研究者：国立環境研究所地域環境保全領域 中田聡史 

国立環境研究所地域環境保全領域 吉成浩志 
広島大学環境安全センター 西嶋 渉 
大阪大学大学院工学研究科 入江政安 
京都大学フィールド科学教育研究センター 小林志保 

 
 
1. 研研究究目目的的 
気候変動適応法の施行により、国や地方に気候変動影響の評価と適応計画の策定が求められる

こととなった。しかし、沿岸域・閉鎖性海域の水環境・生態系においては、水温上昇とその生物

影響に関する研究は多数行われているものの、栄養塩など水温以外の水質項目についてはいまだ

予測の不確実性が多く残されている。とくに問題となるのは、沿岸域・閉鎖性海域の水環境を大

きく左右する陸域からの淡水・汚濁負荷流出であるが、これが気候変動によってどのように変化

するかが定量的に明らかにされておらず、水環境分野における適応策検討の支障になっている。

この問題は、陸域の湖沼や貯水池など閉鎖性水域全てにおいて共通するものといえる。本研究課

題では、先行研究において瀬戸内海を対象に開発した陸域淡水・汚濁負荷流出－海域流動・水質・

底質モデルを活用して、国内各地の閉鎖性水域の水環境・生態系を対象とした気候変動影響予測

を行うとともに、水域ごとの気候変動影響の解明ときめ細やかな水質管理に向けた適応策の提示

を目的とする。 
上記の一研究として、本報では、現在気候と RCP8.5 の将来気候におけるシミュレーション結果

を解析し、気候変動が瀬戸内海の播磨灘における窒素フローへの影響について考察した。 
 
キキーーワワーードド：： 
気気候候変変動動、、窒窒素素フフロローー、、一一次次生生産産、、陸陸域域－－海海域域統統合合モモデデルル、、瀬瀬戸戸内内海海 
 
 
2. ススーーパパーーココンンピピュューータタ利利用用実実績績 
 
2.1  計計算算機機利利用用時時間間（（2021 年年 4 月月 1 日日～～2022 年年 3 月月 31 日日）） 

CPU 時間 v_debug     : 94.67 [VE・hours] 
 v_normal   : 564,187.40 [VE・hours] 

             計        : 564,282.07 [VE・hours] 
 
2.2  利利用用概概要要 
瀬戸内海およびその集水域を対象とした水平解像度約 1 km の陸域淡水・汚濁負荷流出－海域流

動・水質・底質モデルを構築し、現在気候 20 世紀末と将来気候（RCP2.6、4.5、6.0、8.5）21 世紀

末のそれぞれ 20 年間のシミュレーションを実施した。また、東京湾、伊勢湾、琵琶湖など、気候

変動影響予測を他の閉鎖性水域に展開した。その他、2021 年秋に発生した道東沖赤潮への対応研

究として当該海域の流動解析を実施した。モデルのプログラムコードには MPI と OpenMP のハイ

ブリッド並列を使用し、入力データの作成や出力データの整理・解析などのプリ・ポスト処理に

は v_deb およびスカラー機を活用した。 
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3. 研研究究結結果果 
 

3.1 研研究究手手法法 
3.1.1 予予測測モモデデルルのの概概要要 

予測モデルは、先行研究で構築した、水平解像度 1 km（3 次メッシュ）の陸域淡水・汚濁負荷

流出－海域流動・水質・底質モデルを使用した。陸域モデルは、降水量と蒸発散位を駆動力とす

る分布型流出モデルであり、中小河川流域も含む全ての集水域（図 1）から瀬戸内海への淡水・汚

濁負荷（SS，COD，TN，TP）流出量が予測される。海域モデルは、流動モデルと C-N-P-O の物質

循環を解析する水質・底質モデルで構成されており、海上気象，外洋の側方境界および陸域モデ

ルの淡水・汚濁負荷流出を駆動力として瀬戸内海の流動場・水質場が予測される。 
 

3.1.2 計計算算条条件件 
気象条件には、気象研究所の水平解像度 20km の地域気候モデル NHRCM（Non-Hydrostatic 

Regional Climate Model）で予測された環境省の「地域気候変動予測データ」（気象研究所, 2015）
のうち、現在気候 20 世紀末（1984 年 9 月～2004 年 8 月）の HPA_m02 と、RCP8.5 の中でも昇温

傾向が最も強い将来気候 21 世紀末（2080 年 9 月～2100 年 8 月）の HFA_rcp85_c3 を使用した。

外洋の境界条件・データ同化に用いる水温・塩分データついては、NHRCM から取得できないた

め、現在気候では同期間の FORA-WNP30 再解析データを用いた。これに MIROC5 で予測された

現在気候と将来気候の気候値・線形トレンドの変化量を加えることで将来気候の水温・塩分を作

成した。なお、この方法では、両気候で黒潮の位置が変わらない制約があることに留意する必要

がある。陸域の点源からの汚濁負荷発生量と外洋の水質条件については現在気候と将来気候で同

じものを与え、前者には環境省（2016）の発生負荷量調査の 2014 年度実績値を、後者には World 
Ocean Atlas 2009 の統計値を使用した。 

 

 

図図 1. 解解析析対対象象流流域域・・海海域域のの概概要要。。 

 

3.1.3 水水・・窒窒素素フフロローー 
播磨灘、大阪湾、紀伊水道（図 1）を対象に海域単位で水と窒素のフローを集計・解析した。海

域間のフローは、移流と拡散の輸送を考慮し、予測計算より直接出力した。窒素については、海

水中の TN と DIN を対象とし、海域内での生成・消滅フロー、すなわち海水中の一次生産による

有機化、有機物分解による無機化、海底への堆積および海底からの懸濁態物質の巻上げ・溶存態

物質の溶出を併せて集計した。 
現在気候と将来気候のシミュレーションにより、それぞれ 20 年間の予測値が得られるが、本研

究では初期条件の影響が比較的強い最初の 1 年を除いた 19 年間を解析・考察対象とし、月別に統

計処理を行った。以降、特に断りがない限り、19 年間の平均値に関しての結果と考察を記す。 
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3.2 結結果果 
3.2.1 現現在在気気候候とと RCP8.5 のの将将来来気気候候ににおおけけるる播播磨磨灘灘のの水水質質 

播磨灘内の表層（海面～1 m深）、全層（海面～海底）で空間平均した現在気候と将来気候の水

温、Chl. a、TN、DINの月別値（19年平均値）を図2に示す。なお，各グラフの横軸は4月から始ま

っており、右端と左端の4月には同じ値をプロットしてある。現在気候に比べてRCP8.5の将来気候

では、年間を通じて水温が3～4℃上昇し、夏～秋は高温化によってChl. aが顕著に減少、冬～春は

温暖化によってChl. aが増加すると予測されている。DINの将来変化はこのChl. aの変化に対応し

て、夏～秋は顕著に増加、冬～春は、有意な差ではないものの、どちらかといえば減少傾向を示

している。TNについては、年間を通じて2割ほどの増加する予測となっている。以上の表層水質の

将来変化は全層平均の水質についても同様に見られる。 
 

 

 

図図 2. 現現在在気気候候（（PRSNT））とと将将来来気気候候（（RCP8.5））
のの播播磨磨灘灘ににおおけけるる海海域域平平均均のの水水温温，，Chl. a，，
TN，，DINのの19年年平平均均月月別別値値（（エエララーーババーーはは

19年年間間のの月月別別値値のの標標準準偏偏差差））。。 

図図 3. 現現在在気気候候（（PRSNT））とと将将来来気気候候（（RCP8.5））
のの 7～～8 月月とと 1～～2 月月ににおおけけるる瀬瀬戸戸内内海海東東部部

海海域域のの水水フフロローー（（19 年年平平均均値値））。。 

  

図図 4. 現現在在気気候候（（PRSNT））とと将将来来気気候候（（RCP8.5））
のの7～～8月月とと1～～2月月ににおおけけるる瀬瀬戸戸内内海海東東部部

海海域域ののTNフフロローー（（19年年平平均均値値））。。 

図図 5. 現現在在気気候候（（PRSNT））とと将将来来気気候候（（RCP8.5））
のの 7～～8 月月とと 1～～2 月月ににおおけけるる瀬瀬戸戸内内海海東東部部

海海域域のの DIN フフロローー（（19 年年平平均均値値））。。 
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3.2.3 現現在在気気候候とと将将来来気気候候のの水水・・窒窒素素フフロローー 

夏の 7～8 月と冬の 1～2 月の瀬戸内海東部海域における現在気候と将来気候の水、TN、DIN の

フローをそれぞれ図 3、4、5 に示す。 
 

(1) 水水ののフフロローー 
図 3 を見ると、瀬戸内海全体の通過流が西の備讃瀬戸より播磨灘に流入し、鳴門海峡から紀伊

水道を経て太平洋に流出する大きなフローがすべての結果に共通している。瀬戸内海の全体的な

流れとして、豊後水道から流入して紀伊水道から流出する東向きの通過流がある。この通過流は、

黒潮の影響を強く受けるが、19 年の長期平均ではそれが平滑化され、代わりに淡水流入や海上風

を要因とする、夏に弱く、冬に強い季節変動が表れる。明石海峡と紀淡海峡のフローは季節によ

って方向が異なっており、播磨灘から見ると、7～8 月は大阪湾から流入、1～2 月は大阪湾に流出

するフローとなっている。 
現在気候と将来気候の水フロー（図 3）には、1～2 月の明石海峡で 2 割ほどの流量差があるが、

それ以外は 1 割以下で顕著な変化は見られない。海域間の流量（19 年間の時系列）の標準偏差は

いずれも 103 m3/s のオーダーであり、明石海峡の変化も有意とはいえない。 
 

(2) TN ののフフロローー 
現在気候の TN フローを通年で集計すると、播磨灘への TN の流入は、備讃瀬戸からが 6 割、陸

域からが 3 割、大阪湾からが 1 割で構成され、備讃瀬戸からの流入が卓越する。播磨灘に流入し

た TN の 2 割は海底に堆積するが、残りの 8 割は鳴門海峡から流出する。7～8 月（図 4a, c）は、

季節的に陸域からの負荷が多く、明石海峡の流れも西向きであるため、播磨灘の流入は流出を上

回っている。一方、瀬戸内海全体の東向きの通過流が強まる 1～2 月（図 4b, d）は、備讃瀬戸から

の流入と鳴門海峡からの流出が増加するとともに、明石海峡のフローが流出に転じ、結果的に播

磨灘では流出が卓越している。 
 

(3) DIN ののフフロローー 
DIN（図 5）では、陸域からの負荷や海域間のフローよりも海域内部での生成・消滅フローが卓

越している。現在気候と将来気候の 7～8 月のフロー（図 5a, c）を比較すると、将来気候の播磨灘

では、高温化による一次生産の低下の影響を受けて、有機化による DIN の消滅フローが現在気候

よりも大きく減少している。それに伴い、海水中の有機物分解による無機化と海底からの溶出の

生成フローも減少している。一方、現在気候と将来気候の 1～2 月の DIN のフロー（図 5b, d）を

比較すると、将来気候の播磨灘では、水温上昇によって一次生産が活発化するため、有機化の消

滅フローが現在気候の約 2 倍に増加している。それに伴い、無機化と溶出の生成フローも増加し

ている。以上の将来変化は、大阪湾、紀伊水道でも見られるが、3 海域の中では播磨灘が最も顕著

である。 
海域間のフローで特徴的なものは、7～8 月の外洋から紀伊水道と大阪湾を経て播磨灘に流入す

る流れである。このとき、紀淡海峡の DIN のフロー（図 5a）は TN のフロー（図 4 a）とは逆向き

であるが、この現象の観測事例は複数報告されている（中辻ら, 2002）。将来気候の 7～8 月では、

この外洋から播磨灘に至る DIN のフローが現在気候よりも 2 割ほど減少するとともに、鳴門海峡

を通じた播磨灘から流出が現在気候の 2.4 倍に増加している。 
 

3.3 考考察察 
海域間の水のフロー（図 3）には現在気候と将来気候で顕著な違いが見られないが、TN（図 4）

と DIN（図 5）については、将来気候では現在気候よりも全体的に時計回りのフローが強まり（反

時計回りのフローは弱まり）、瀬戸内海東部海域から外洋への流出が増加（外洋からの流入は減

少）する傾向が見られる。また、備讃瀬戸からの TN と DIN の流入量も増加し（図 4, 5）、播磨

灘の海水中における TN と DIN の現存量も通年の平均値では増加する（図 2c, d）が、将来気候に

おける冬～春の播磨灘の海水中の DIN 現存量は現在気候を下回っている。ここでは、その原因と

プロセスについて考察する。 
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夏～秋の一次生産の低下は、主に瀬戸内海中央部で顕著であり、海底への TN 堆積量を大きく

減少させる。堆積が減少した分は海水中に留まり、瀬戸内海全体の通過流に伴って東に輸送され

るため、備讃瀬戸からの TN 流入量の増加と播磨灘の TN の上昇（図 4c）に繋がると考えられる。

なお，現在気候と将来気候において瀬戸内海全体の陸域からの TN 負荷量（345 と 347 ton/day）に

差はないこと、同様に太平洋から豊後水道への TN の流入量にも変化はない（61 と 60 ton/day）こ

とを確認している。 
上述のように、7～8 月の播磨灘は TN の流入が流出を上回る季節であり、海水中の TN が増加

する（図 4）。この傾向は DIN にも当てはまる（図 5）。加えて、将来気候では、夏～秋の一次生

産が顕著に低下し、DIN の消費（有機化）が減少するため、海水中の DIN が急激に増加する（図

2d）。その後、10 月頃から減少が始まり、1 月以降は現在気候の DIN を下回るまでに至っている。 
この秋の DIN の減少については，鳴門海峡からの流出の増加が強く関与している。7～8 月（図

5a, c）の時点でも、将来気候の鳴門海峡からの DIN 流出量は現在気候の 2.4 倍に増加しているが、

この傾向は 1 月頃まで続く。現在気候の 9～12 月では、鳴門海峡からの流出（15 ton/day）よりも

播磨灘内部の正味の消滅量（有機化－無機化－溶出 = 24 ton/day）が卓越するが、将来気候では逆

転し、前者の流出（41 ton/day）が後者（20 ton/day）を上回るほど増加している。鳴門海峡の DIN
フローが増える原因は、TN と同様、海水中の DIN が増加するためである。その後の 1～2 月（図

5b, d）では、DIN の海域間フローに現在気候と将来気候で差が見られないものの、播磨灘の海水

中における DIN の 1 日当たりの減少量は将来気候が現在気候の 2.8 倍に増加している。この原因

は水温上昇に伴う一次生産の増加と特定できる。冬の播磨灘は、現在気候においても海水中の DIN
が減少する季節である（小林ら, 2007）が、気候変動はそれを加速させることを示している。 
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4. ままととめめ 
本研究では、陸域淡水・汚濁負荷流出－海域流動・水質・底質モデルを用いて瀬戸内海の水質

への気候変動影響を予測するとともに、播磨灘に着目して現在気候と RCP8.5 の将来気候の水と

窒素のフローを解析した。将来気候の播磨灘では、水のフローは現在気候との違いが見られない

が、夏～秋の高温化によって一次生産が顕著に低下し、DIN の有機化、沈降、海底への堆積が大

きく減少するため、現在気候よりも紀伊水道・外洋に窒素が流出しやすくなることが示された。

これに冬～春の水温上昇に伴う一次生産の活発化・DIN 消費量の増加が加わり、将来気候の冬～

春の播磨灘の DIN は現在気候よりも急速に減少することが明らかになった。 
以上の結論はモデルの一次生産の温度依存性に強く左右されるものであり、より高温の耐性を

有する種の追加などによって結果が大きく変わる可能性があることに留意が必要である。 
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5. 今今後後のの研研究究展展望望 
本報では 19 年間の平均値に基づいて考察を進めたが、19 年間の中にも無視できない水温上昇、

窒素減少のトレンドがあり、黒潮との関連性も含めて今後詳細に解析していきたい。また、本研

究を他の閉鎖性水域にも展開し、気候変動が水環境に及ぼす影響の共通性や地域性を明らかにす

るとともに、海域の特性を踏まえた適応策について検討を進める。 
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Project name：： 
Prediction of climate change impacts and adaptation for water environment and 
ecosystem in enclosed water areas 
 
April 2020 – March 2023 
 
Project leader:  
Hironori Higashi, Regional Environment Conservation Division, National Institute for Environmental 
Studies 
 
Project member:  
Satoshi Nakada, Regional Environment Conservation Division, National Institute for Environmental Studies 
Hiroshi Yoshinari, Regional Environment Conservation Division, National Institute for Environmental 
Studies 
Wataru Nishijima, Environmental Research and Management Center, Hiroshima University 
Masayasu Irie, Division of Global Architecture, Graduate School of Engineering, Osaka University 
Shiho Kobayashi, Field Science Education and Research Center, Kyoto University 
 
Abstract: 

Climate change impacts on the water environment, especially water quality governed strongly by river 
discharge in enclosed water areas, have not yet been elucidated, although research on rising water 
temperatures has been conducted. Our primary objective is to predict and assess climate change impacts on 
the water environment and ecosystem in coastal bays and lakes in Japan (e.g., Seto Inland Sea, Ise Bay, 
Tokyo Bay, Lake Biwa) using our integrated river-ocean hydro-environment assessment model under the 
Representative Concentration Pathway climate scenarios. Based on numerical simulations, nutrient 
management as a means of climate change adaptation for each water area is discussed. 
    In FY 2021, to clarify climate change impacts on nutrient behavior in Harima Nada located in the eastern 
part of the Seto Inland Sea, we performed flow analyses of water and nitrogen based on numerical simulations 
under the present (the end of the 20th century) and the RCP8.5 future (the end of the 21st century) climate 
conditions using an integrated river basin – coastal ocean hydro-environment assessment model. There was 
no significant difference in water flow between the present and the future climates. However, the horizontal 
flow of nitrogen during summer and autumn under the future climate became higher than that under the 
present climate because rising sea temperatures reduced primary production and subsequent sedimentation. 
During winter and spring, a seasonal decrease in the amount of nitrogen in the future Harima Nada was 
enhanced by higher primary production because of sea warming. 
 
Keywords:  
climate change impact, nitrogen flow, primary production, integrated river-ocean hydro-environment 
assessment model, Seto Inland Sea 
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研研究究課課題題名名：：  

温温室室効効果果ガガススののママルルチチススケケーールルモモデデリリンンググ  

  
実施年度： 

令和 3 年度～令和 5 年度 
 
課題代表者： 国立環境研究所地球システム領域 丹羽洋介 

共同研究者： 国立環境研究所地球システム領域 齊藤 誠・八代 尚・佐伯田鶴・村上和隆・ 

      亀井秋秀 
 
要要旨旨：：  

温室効果ガス（GHG）の吸収・排出量を正確に把握することは、地球温暖化予測の精度向上の

ために必要不可欠である。また、近年の GHG 排出削減に対する世界的な関心の高まりにより、効

果的な削減施策に結びつく GHG の科学的な知見が求められるようになってきた。地上ステーシ

ョンにおける観測や航空機、船舶といった移動体プラットフォームでの観測、また、衛星観測な

どによる大気中の GHG 観測データから地表面の GHG の吸収・排出量を定量的に評価するうえ

で、大気輸送モデルは有力なツールである。本研究では、大気輸送モデルを用いて GHG の大気中

の動態解明や吸収・排出量の推定を行い、温暖化予測の不確定性低減や GHG 排出削減施策に資す

る知見を創出することを目的とする。本研究では、大気輸送モデルとして NICAM-TM を、大気観

測から地表面の二酸化炭素（CO2）フラックスの時空間分布を推定する逆解析では、NICAM-TM
をベースとしたシステム NISMON-CO2 を用いた。また、一酸化炭素（CO）を用いた森林火災起源

GHG 排出プロダクトの評価では、簡易的な化学反応プロセスを組み込んだ NICAM-TM を用いた。

NICAM-TM と波照間島における CO2 と CH4 観測データを用いた解析から、中国における 2021 年

の CO2 排出量は過去 9 年間（2011–2019 年）と比較して 0~20％程度の増加となり、COVID-19 の

感染拡大以前のレベルに戻っていることが示唆された。NISMON-CO2 を用いた逆解析では、

NICAM の正 20 面体格子ではなく、任意の緯度経度格子上でのフラックス最適化スキームを新た

に開発した。これにより、初期フラックスデータが本来もっている詳細な空間情報（例えば 1°×1°
の分布）を維持して解析を行うことが可能となった。また、NICAM-TM の CO のシミュレーショ

ンを使った解析では、地上バイオマス量のデータが森林火災放出量の変動に強く寄与しているこ

とがわかった。さらに、NISMON-CO2 を用いた逆解析により、GOSAT・GOSAT-2 XCO2 間に濃度

差が存在することが確認され、とりわけアフリカ南部における GOSAT-2 XCO2 データに大きなバ

イアスが見られた。 
 

キキーーワワーードド：： 
大大気気輸輸送送モモデデルル、、逆逆解解析析、、温温室室効効果果ガガスス、、GOSAT   
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研研究究課課題題名名：：  

温温室室効効果果ガガススののママルルチチススケケーールルモモデデリリンンググ  

  
実施年度： 
令和 3 年度～令和 5 年度 
 
課題代表者： 国立環境研究所地球システム領域 丹羽洋介 

共同研究者： 国立環境研究所地球システム領域 齊藤 誠・八代 尚・佐伯田鶴・村上和隆・ 

      亀井秋秀 
 
 
1. 研研究究目目的的 
本研究では、大気輸送モデルを用いて温室効果ガス（GHG）の大気中の動態解明や吸収・排出

量の推定を行い、温暖化予測の不確定性低減や GHG 排出削減施策に資する知見を創出すること

を目的とする。特に、都市・国スケールから地球規模に至る空間的に幅広いスケールの GHG の動

態を把握するため、高解像度モデリングおよび高度な逆解析・同化技術の開発を行う。併せて、

GHG 観測技術衛星プロジェクト（GOSAT シリーズ）に必要なモデル開発も行い、衛星観測デー

タの質向上、また、衛星観測データを利用した研究も行う。 
 
キキーーワワーードド：： 
大大気気輸輸送送モモデデルル、、逆逆解解析析、、温温室室効効果果ガガスス、、GOSAT 
 
 
2. ススーーパパーーココンンピピュューータタ利利用用実実績績 
 
2.1  計計算算機機利利用用時時間間（（2021 年年 4 月月 1 日日～～2022 年年 3 月月 31 日日）） 

CPU 時間 v_debug     : 132.10 [VE・hours] 
 v_normal   : 15,359.34 [VE・hours] 

             計        : 15,491.44 [VE・hours] 
 
2.2 利利用用概概要要 
本研究では大気輸送モデルとして、準一様格子大気モデル NICAM（Nonhydrostatic Icosahedral 

Atmospheric Model: Satoh et al., 2014）をベースとした大気輸送モデル NICAM-TM（NICAM-based 
Transport Model）を用いた。また、二酸化炭素（CO2）の逆解析には NICAM-TM（Niwa et al., 2011） 
のフォワード及びアジョイント・モデルと準ニュートン法を組み合わせた４次元変分法システム

NISMON-CO2（NICAM-based Inverse Simulation for Monitoring CO2: Niwa et al., 2017a,b）を用いた。 
 
 
3. 研研究究結結果果 
 
3.1 中中国国CO2排排出出量量のの2021年年のの増増加加 

パリ協定などによる世界的な排出削減の取り組み・意識の向上により、近年、国や地域といっ

たスケールでのCO2排出・吸収量推定が求められるようになってきた。国立環境研究所が実施して

いる波照間島の大気GHG観測は中国の風下に位置しており、中国という最大のGHG排出国のGHG
排出量変動を捉えられることが期待されている。実際、2020年2月には、波照間島で観測されたCO2

およびメタン（CH4）の変動比（ΔCO2/ΔCH4）から、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の

流行に対して実施された中国の大規模なロックダウンによるCO2排出量の低下が推定された

（Tohjima et al., 2020）。この解析では、波照間島の観測データに加え、大気輸送モデルNICAM-TM

- 52 -



CGER-I161-2022, CGER/NIES 

 

- 53 - 
 

による計算値を用いることで、排出量減少を定量的に評価している。今年度は、同様の手法を用

いて、2021年における中国の排出量変化を推定し、2020年との比較を行った。その結果を図1に示

す。この図から2021年は過去9年間（2011–2019年）と比較して0~20％程度の増加となり、COVID-
19の感染拡大以前のレベルに戻っている（もしくは若干上回っている）ことが示唆された。 

 

 
図図 1. NICAM-TMとと観観測測値値のの比比較較かからら推推定定さされれたた中中国国のの化化石石燃燃料料起起源源CO2排排出出量量のの変変化化。。過過去去9年年間間

（（2011–2019年年））のの平平均均をを100%ととすするる。。白白丸丸はは30日日間間移移動動平平均均値値にによよるる推推定定結結果果をを、、縦縦棒棒はは誤誤差差 
範範囲囲をを表表すす。。 

 
 

3.2 NISMON-CO2のの開開発発ととCO2長長期期逆逆解解析析 
本年度は、逆解析システムNISMON-CO2の高度化を行った。ここでは、緯度経度格子とNICAM

の正20面体格子間の精緻な変換ツールを新たに導入し、さらに、その変換のアジョイント・モデ

ルを開発・導入することで、正20面体格子ではなく緯度経度格子上でフラックスの最適化を行う

ことを可能とした。これにより図2に示す通り、低解像度の大気輸送モデルを用いても、初期フラ

ックスデータが本来もっている詳細な空間情報（例えば1°×1°の分布）を維持して解析を行うこと

が可能となった。 
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図図 2. NISMON-CO2でで最最適適化化さされれたた2010年年7月月ののCO2フフララッッククスス分分布布。。負負がが大大気気かかららのの吸吸収収をを表表すす。。 
     緯緯度度経経度度格格子子（（1°×1°））上上 (a) とと正正20面面格格子子（（～～223 km））上上 (b) でで最最適適化化ししたた結結果果。。 

 
 
上記のスキーム導入の後、1990年から2020年までの期間におけるCO2逆解析を行った。この結

果は、Global Carbon Project（GCP）による世界炭素収支の統合解析（Friedlingstein et al., 2022）に

用いられ、独立の航空機観測などとの比較から、他の逆解析と大きな差異がないことが確認され

た。また昨年度と同様に、この逆解析データを国立環境研究所の地球環境データベースから公開

した。このデータベースからの公開によってデータの普及率が高まり、世界の研究者に広く利用

されるようになっている（例えば、Tang et al., 2022）。 
 
3.3 森森林林火火災災起起源源放放出出量量ププロロダダククトト解解析析 

森林火災は、バイオマスの燃焼過程でCO2やCH4等のGHGを大気中へ放出し、全球炭素収支や気

候変動に影響を及ぼす現象である。森林火災の発生原因は人間活動と自然現象の双方にあり、ま

た、森林火災の強度や頻度、発生場所や時期は現地の気象条件や陸面状態に強く依存する。この

ため、森林火災起源のGHG放出量は時空間方向で大きく変動する。森林火災起源のGHG放出量の

推定精度を高めることは、全球炭素収支及び気候変動予測の精度向上に寄与する。 
温室効果ガス観測技術衛星2号（GOSAT-2）プロジェクトでは、全球炭素収支推定精度の向上を

目指し、森林火災起源放出量プロダクトの新規作成を試みた（Shiraishi et al., 2021）。このプロダ

クトでは土地被覆区分（LCC）、地上バイオマス量（AGB）、および燃焼面積（BA）を入力デー

タとして、空間解像度約500 m、時間解像度1月の森林火災起源放出量（CO2、CH4、および一酸化

炭素（CO））を推定する。Shiraishi et al.（2021）はLCCおよびAGBにそれぞれ2種類の異なるデー

タ、BAには同一衛星データで信頼度が異なる2つのデータを使用することにより、合計8パターン

の森林火災起源放出量を推定し、その結果を異なる機関が公開する森林火災起源放出量プロダク

トとの比較を行った。本研究ではこれらのプロダクトの検証作業の更なる前進を目指し、CO2や

CH4に比べて寿命が短いCOを検証対象気体に使用し、大気濃度場において観測データとの比較を

通してどのプロダクトがより現実的な森林火災起源放出量を再現できているのか、また、プロダ

クト間の違いが何に起因するのかについて考察した。 
大気CO濃度場のシミュレーションには、地表面からのCO放出量として森林火災の他に、人間

活動による化石燃料消費、および植物起源の放出量を使用し、また大気中でのOHラジカルとの酸
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化反応によるCOの消滅を考慮したNICAM-TMを用いることで、空間解像度約2.5度、鉛直40層の全

球大気CO濃度場を再現した。このシミュレーション結果を地上および衛星観測によるCO濃度変

動と比較した。 
図3は、衛星観測データ（図3a）と、BAを固定した状態でLCCおよびAGBを組み合わせた４パ

ターン（図3c-f）、およびそれらを平均した（図3b）COカラム平均濃度（XCO; ppb）の空間分布

を示す（Saito et al., 2022）。衛星データはアフリカ中央、北米沿岸、シベリア、東アジアおよび東

南アジア域でXCOが高い値を示す。これらの地域のうち、東アジアを除く地域は森林火災起源放

出量が大きく、全てのシミュレーション結果が衛星データと類似の空間分布を示す結果を得た。

しかし、森林火災CO放出量はプロダクト間で大きく異なり、それがXCOの値の違いとなって表れ

ている。本研究の解析では、AGBデータが森林火災CO放出量の変動に強く寄与していることがわ

かった。今後、衛星データを用いた詳細なAGBデータを構築することが、森林火災放出量や全球

炭素収支の精度向上に繋がると考えられる。 
 
 

 
図図 3. 2013年年かからら2015年年ににおおけけるるXCO（（ppb））平平均均濃濃度度分分布布 

 
 
 
3.4 GOSAT-2デデーータタにに基基づづくく全全球球CO2吸吸排排出出推推定定 

温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の後継機として2018年に打ち上げられたGOSAT-2は全球

のGHG濃度分布の時空間変動を観測することを主目的としている。昨年度はGOSAT-2観測データ

から導出したCO2カラム平均濃度（XCO2；ppm）を使用して、全球CO2吸排出量を推定する試験を

実施した。大気輸送モデルおよび逆解析にはNISMON-CO2（Niwa et al., 2017a）を使用し、空間解

像度約2.5度、時間解像度1月のCO2吸排出量を推定した。試験の結果、アフリカ中央域などの複数

の領域においてCO2吸収量・放出量ともに過大評価をする傾向が確認された。今年度はこの問題の

原因を特定し、より現実的な値を推定する手法について検討を行った。 
初めに、GOSAT-2 XCO2データ（V01.04/07）に内在すると推定されるバイアスが時空間方向で

どのように変動しているかを確認するために、GOSAT XCO2（V02.97/98）との比較を行った。解
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析期間は両データが 存在する2019年3月から2020年12月までの22ヶ月間である。陸域における

GOSATおよびGOSAT-2観測点の時空間方向でのマッチアップをとった結果が図4である。両衛星

の観測点が空間方向10 km、時間方向で10分以内に収まる観測データは全期間を通して29点に限定

され、60 km・60分で1,896点、90 km・90分で3,440点である（図4a）。両衛星データの時間方向に

おける違いが5分以内の場合は、それ以上に時間差があるデータに比べて平均絶対誤差が小さくな

る結果が見られるが（約1.6 ppm）、これは平均絶対誤差が小さいある特定の観測点が偶然位置し

た結果であり、時空間方向と平均絶対誤差の間に有意な傾向は見られなかった（図4b）。全体と

してGOSATとGOSAT-2 XCO2データには約3 ppmの平均絶対誤差が存在することが確認された。 
両衛星のマッチアップデータを十分な数で取得することが出来るアフリカ北部および南部の領

域に注目し、GOSATとGOSAT-2 XCO2データの空間分布の違いを確認した。この解析からは、両

領域ともGOSAT・GOSAT-2 XCO2間に濃度差が存在することが確認され、とりわけアフリカ南部

におけるGOSAT-2 XCO2データに大きなバイアスが見られた。この領域では、GOSATに比べ

GOSAT-2 XCO2データの濃度が5 – 10 ppm程度低くなる領域が存在し、この濃度差が時空間方向に

変動することがわかった。一方で、GOSATに比べてGOSAT-2 XCO2データの濃度の方が高くなる

領域も存在する。この結果から、全球で均一なオフセットをGOSAT-2 XCO2データに与えてバイ

アス補正をするといった簡単な補正方法ではGOSAT-2 XCO2データのバイアス修正は不十分であ

り、また、より現実的な吸排出量を推定するためには何らかの補正を行うことが必要であること

がわかった。現在は、地上観測データを大気濃度場の参照として使用し、GOSAT-2 XCO2データ毎

の観測誤差を推定することで全球吸排出量を計算する手法を試験中である。 
 
 

 
図図 4. GOSATおおよよびびGOSAT-2 XCO2観観測測デデーータタもも時時空空間間方方向向ででののママッッチチアアッッププ結結果果。。 (a)観観測測点点数数とと

(b)平平均均絶絶対対誤誤差差（（ppm））をを示示すす。。 
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4. ままととめめ 
本課題では大気輸送モデルNICAM-TMとそのNICAM-TMをベースとした逆解析システム

NISMON-CO2を用いたCO2の大気濃度、地表面フラックスに関する解析を実施した。グリッド変換

スキームを新たに組み込むことでNISMON-CO2の高度化を図り、従来よりも高解像度で扱いやす

い緯度経度でのフラックス最適化が可能となった。また、NICAM-TMを用いたCOの大気輸送計算

を利用して、森林火災起源放出量プロダクトの評価を行った。さらに、GOSAT-2データを用いた

逆解析を実施し、GOSATデータなどとの比較を通して、GOSAT-2のバイアスに関する考察を行っ

た。 
 
 
5. 今今後後のの研研究究展展望望 
今後は NICAM-TM の高解像度実験を行い、大都市などといったより小スケールにおける GHG

の動態解析およびフラックス推定に取り組む。炭素収支研究のランドマークとなっている GCP の

炭素収支解析は、今後も継続的に参加していく予定である。なお、今年度、GCP で用いられた逆

解析のプロダクトは6つあったが、そのうち NISMON-CO2は日本からの唯一のプロダクトであっ

た。また、より高解像度の逆解析実施にむけて、NICAM-TM のオフライン計算についてさらなる

高速化を目指す。 
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Abstract: 
  Understanding the sources and sinks of greenhouse gases (GHGs) is imperative for improving the 
prediction of global warming. Furthermore, the recent increase in worldwide interest requires science-based 
information on GHGs to efficiently reduce their emissions. An atmospheric transport model is one prominent 
tool for evaluating GHG sources and sinks at the earth’s surface using data from atmospheric observations 
of GHGs obtained from ground-based stations, mobile platforms such as aircraft and ships, and satellites. 
This study utilizes an atmospheric transport model to investigate atmospheric GHGs and estimate their 
sources and sinks at the surface to provide science-based information for better global warming prediction 
and effective emissions reduction. We used the atmospheric transport model NICAM-TM and the inverse 
analysis system named NISMON-CO2, which is based on NICAM-TM, to estimate surface carbon dioxide 
(CO2) fluxes. Furthermore, NICAM-TM was used with a simplified chemistry module to evaluate biomass 
burning emissions data by using carbon monoxide (CO) as a proxy for biomass burning. Using atmospheric 
simulations and CO2 and CH4 observations at the Hateruma station, we estimated a 0–20% increase in CO2 
emissions in China for 2021 compared to the previous 9-year average (2011–2019). For the inverse analysis 
of NISMON-CO2, we newly developed a scheme that optimizes fluxes at arbitrary latitude-longitude grids 
(e.g., 1°×1°) instead of the NICAM’s icosahedral grids. Furthermore, the CO simulation revealed that above-
ground biomass data have a significant role in the estimates of biomass burning emissions. The inverse 
analysis with NISMON-CO2 revealed significant differences in column-averaged CO2 mole fractions (XCO2) 
between GOSAT and GOSAT-2, indicating biases of GOSAT-2 XCO2 in the southern part of Africa. 
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研研究究課課題題名名：： 
エエアアロロゾゾルルデデーータタ同同化化をを活活用用ししたた大大気気汚汚染染予予測測シシスステテムムのの構構築築 
 
実施年度： 
令和元年度～令和 3 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地域環境保全領域 五藤大輔 
共同研究者：国立環境研究所地域環境保全領域 菅田誠治 

国立環境研究所地球システム領域 八代 尚 
State Key Laboratory of Numerical Modeling for Atmospheric Sciences and Geophysical 
Fluid Dynamics, Institute of Atmospheric Physics, Chinese Academy of Sciences Tie Dai・ 
Yueming Cheng 
Vrije Universiteit Amsterdam, Faculty of Earth and Life sciences Nick Schutgens 
九州大学応用力学研究所 弓本桂也・安井良輔 
北海道大学大学院理学研究院 佐藤陽祐 
近畿大学総合社会学部 中田真木子 
気象庁気象研究所全球大気海洋研究部 梶野瑞王 
埼玉県環境科学国際センター 原 政之 

 
要要旨旨：：  

環境問題と気候問題の鍵となる大気汚染物質の時空間分布を高精度で予報するには、観測デー

タを生かしたデータ同化手法を利用することが不可欠であり、本課題ではエアロゾルデータ同化

手法を採用した次世代型大気汚染予測システムを構築することを目的とする。これまで大気汚染

物質輸送モデル NICAM-Chem に対して、局所アンサンブルカルマンフィルター（Localized 
Ensemble Transform Kalman Filter: LETKF）を用いて、衛星から得られたエアロゾル光学的厚さ

（Aerosol Optical Thickness: AOT）を同化することで、より高精度なエアロゾル場を計算してきた。

本年度は、同化システムの利用を解析して、NICAM-Chem の問題点を抽出し、モデルで改良すべ

き点を検討した。具体的には、LETKF による 2 次元量の AOT を同化することで、地表面の PM2.5

濃度がどの程度改善したのかを調べた。その結果、エアロゾル鉛直分布のバイアスと、モデルで

計算されたエアロゾル粒径分布のバイアスの可能性が明らかとなった。その他、NICAM-Chem で

計算された NO2 を人工衛星 TROPOMI の結果と比較することで、全球規模でのモデル検証を行な

った。また、NICAM-Chem とは異なる領域スケールを高分解能で計算することができる SCALE-
Chem を用いて、日本アルプスのある長野県を対象としたモデル分解能 5 km のエアロゾルシミュ

レーションも実現でき、論文を公表できた。 
 
キキーーワワーードド：： 
大大気気汚汚染染物物質質、、同同化化、、LETKF、、PM2.5、、NO2、、モモデデルル改改良良、、NICAM-Chem、、SCALE-Chem 
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研研究究課課題題名名：： 
エエアアロロゾゾルルデデーータタ同同化化をを活活用用ししたた大大気気汚汚染染予予測測シシスステテムムのの構構築築 
 
実施年度： 
令和元年度～令和 3 年度 
 
課題代表者：国立環境研究所地域環境保全領域 五藤大輔 
共同研究者：国立環境研究所地域環境保全領域 菅田誠治 

国立環境研究所地球システム領域 八代 尚 
State Key Laboratory of Numerical Modeling for Atmospheric Sciences and Geophysical 
Fluid Dynamics, Institute of Atmospheric Physics, Chinese Academy of Sciences Tie Dai・ 
Yueming Cheng 
Vrije Universiteit Amsterdam, Faculty of Earth and Life sciences Nick Schutgens 
九州大学応用力学研究所 弓本桂也・安井良輔 
北海道大学大学院理学研究院 佐藤陽祐 
近畿大学総合社会学部 中田真木子 
気象庁気象研究所全球大気海洋研究部 梶野瑞王 

      埼玉県環境科学国際センター 原 政之 
 

 
 
1. 研研究究目目的的 
環境問題と気候問題の鍵となる大気汚染物質は、時空間変動が非常に大きい。そのため、大気

汚染物質の時空間分布を高精度で予報するには、観測データを生かしたデータ同化手法を利用す

ることが不可欠であり、データ同化手法の導入に対してスーパーコンピュータが必須となるため、

エアロゾルデータ同化手法を採用した次世代型大気汚染予測システムの構築を目指す。 
 
キキーーワワーードド：： 
大大気気汚汚染染物物質質、、同同化化、、LETKF、、PM2.5、、NO2、、モモデデルル改改良良、、NICAM-Chem、、SCALE-Chem 
 
 
2. ススーーパパーーココンンピピュューータタ利利用用実実績績 
 
2.1 計計算算機機利利用用時時間間（（2021 年年 4 月月 1 日日～～2022 年年 3 月月 31 日日）） 

CPU 時間 v_debug     : 0.00 [VE・hours] 
 v_normal   : 101,447.20 [VE・hours] 

             計        : 101,447.20 [VE・hours] 
 
2.2  利利用用概概要要 
本課題では、非静力学正 20 面体大気モデル NICAM で大気汚染物質を計算することができる

NICAM-Chem モデルを用いて、全球及び領域スケールを対象に並列計算を行なっている。また、

都市や地域の細かい空間スケールの大気汚染物質シミュレーションに関しては SCALE-Chem を

用いる。 
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3. 研研究究結結果果 
 
3.1 概概要要 
環境問題と気候問題の鍵となる大気汚染物質を高精度で予測するには、観測データを生かした

データ同化手法を利用することが不可欠である。同化の利点を最大限発揮するためには、同化に

用いる観測データの精査と品質管理や、母体となる数値モデルの再現性向上のためのモデル改良

は欠かせない。本年度は、同化システム構築によって、母体モデルの問題点を抽出することでモ

デル改良の指針を検討した。同化システムはスーパーコンピュータを利用しないと計算負荷が大

きい LETKF を用いた。LETKF による 2 次元量の AOT を同化することで、地表面の PM2.5 濃度が

どの程度改善したのかを調べたところ、エアロゾル鉛直分布のバイアスと、モデルで計算された

エアロゾル粒径分布のバイアスの可能性が明らかとなった。その他、NICAM-Chem で計算された

NO2 を人工衛星 TROPOMI の結果と比較することで、全球規模でのモデル検証を行なった。また、

NICAM-Chem とは異なる領域スケールを高分解能で計算することができる SCALE-Chem を用い

て、長野県を対象としたエアロゾルシミュレーションも実現でき、論文を公表できた。 
 
3.2 背背景景とと目目的的 

大気汚染は環境問題として 1970 年頃から着目されており、2013 年の PM2.5 騒動を機に、日本で

は大きな社会問題にもなってきた。その一方で、大気汚染物質の代表的なものであるエアロゾル

は、大気中で太陽光を吸収・散乱することや、雲の凝結核として雲の微物理特性を変えることに

よって、地球の放射収支および気候に大きな影響を与えている。国際的には、地球温暖化を抑制

するために、対策効果が比較的早急に現れると期待される短寿命気候強制因子（Short-Lived Climate 
Forcers: SLCFs）が注目されている。環境問題と気候問題の鍵となる大気汚染物質は、その時空間

変動が非常に大きい。このため、大気汚染物質の時空間分布を高精度で予測するには、観測デー

タを生かしたデータ同化手法を利用することが不可欠である。データ同化手法は一般的にはアン

サンブル計算を必要とするため、単一の予測シミュレーションの実行よりも多くの計算量を必要

とし、スーパーコンピュータの利用が不可欠となる。 
そこで本研究は、エアロゾルデータ同化手法を採用した次世代型大気汚染予測システムのスー

パーコンピュータ上での構築を目的とする。その他の目的として、NICAM-Chem のモデル改良を

継続的に行うことを挙げる。母体モデルの再現性がデータ同化結果のパフォーマンスに大きく影

響することから、より高精度に大気汚染を予測するための継続的なモデル改良は必須である。加

えて、予測の高精度化に向けた別のアプローチとしてマルチモデルアンサンブル法の導入を目指

し、NICAM-Chem とは異なる領域スケールモデルである SCALE-Chem をスパコン上でも効率的

に稼働させ、その精度向上を図る。 
 
3.3 計計算算方方法法 
3.3.1 エエアアロロゾゾルルデデーータタ同同化化 

非静力学正 20 面体格子大気モデル NICAM（e.g., Satoh et al., 2014）に搭載されたエアロゾルモ

デルに対して、局所アンサンブルカルマンフィルター（Localized Ensemble Transform Kalman Filter: 
LETKF）（Hunt et al., 2007）を適用することで、エアロゾルデータ同化（e.g., Dai et al., 2014）を行

った。同化に用いた観測データは、気候変動観測衛星であるしきさい（GCOM-C）に搭載された

SGLI センサーから得られた AOT Version 2（Yoshida et al., 2021）である。昨年度も同様の計算を

実施し、論文（Cheng et al., 2021）として公表することができたが、本年度は積分対象期間を 1 週

間延長すると共に、同化に用いていない観測データ（NASA による AERONET による AOT（Holben 
et al., 1998）と環境省大気汚染物質広域監視システムによる地上 PM2.5濃度）との比較を新たに行

うことで、エアロゾル時空間分布のモデル再現性を詳細に検証した。モデル分解能は 56km、実施

した数値実験はエアロゾル同化ありと同化なしの 2 種類である。実験対象期間は 2018 年 3 月 23
日から 4 月 9 日までの 18 日間とした。風の場は NCEP-FNL データをナッジングした。エアロゾ

ルの排出量インベントリは、人為起源は HTAP v2（Janssens-Maenhout et al., 2015）、森林火災起源

は GFEDv3.1（van der Werf et al., 2006）を外部データとして与え、土壌粒子および海塩粒子はモデ
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ル内部で発生させる。 
 
3.3.2 微微量量気気体体シシミミュュレレーーシショョンン 

2020年度より開始した所内公募課題A（代表：五藤大輔）と連携して、SLCFにある微量気体に

関してもNICAM-Chemで計算を開始した。NICAM-Chemで計算する微量気体の計算モジュールは

MIROC-CHASER（Sudo et al., 2002）をベースとしている。NICAM-Chemで計算された微量気体は

まだ検証が不十分であるため、昨年度に引き続き、NICAM-Chemを全球解像度56 kmの計算結果を

用いた検証を実施した。特に今年度は、2019年を対象とし、人工衛星Sentinel-5Pに搭載された

TROPOMIセンサーによって得られたNO2の鉛直積算量に関する比較を実施した。排出量インベン

トリは、人為起源のものはHTAP v2（Janssens-Maenhout et al., 2015）、森林火災起源はGFEDv3.1  
（van der Werf et al., 2006）である。 
 
3.3.3 SCALE-Chem 

NASA/AERONETはDRAGON（Distributed Regional Aerosol Gridded Observation Networks）と呼

ばれる放射計を密に設置した大規模大気集中観測を世界中で実施している。2020年春季から、長

野県の日本アルプスにおいて、放射計や大気汚染物質濃度測定機器などを用いた集中観測       
（DRAGON-JALPS）が進められている。2020年3月には伊那盆地にて携帯放射計やPM2.5計測器、

シーロメータを用いた現地観測を実施した。得られた観測データと領域エアロゾル輸送モデル    
（SCALE-Chem）を用いた比較検証や山岳や盆地など地形のエアロゾルへの影響把握を行った。

SCALE-Chemのモデル解像度は5 kmとし、ネスト境界にはNHM-Chemの結果を利用した。モデル

検証は、2020年3月1日から23日を対象とし、長野県伊那盆地を対象として行われたDRAGON J-
ALPS集中観測で得られたエアロゾル観測情報を利用した。排出量インベントリは、人為起源のも

のはREASv2（Kurokawa et al., 2013）である。エアロゾル及び長野周辺の山岳の効果を調べるため

に、3種類の実験（E1：標準実験、E2：地形データを用いず山岳のない状態の感度実験、E3：長野

県内の人為起源エアロゾルの排出がない状態の感度実験）を実施した。山岳の効果（Mt. Effect）
は（E1-E2）/E1の相対比で、長野県内の排出の効果（Local effect）は（E1-E3）/E3の相対比を計算

し、地表面PM2.5濃度の評価を行なった。なお本研究成果は、Nakata et al., (2021)として公表してい

る。 
 
3.4 結結果果 
3.4.1 エエアアロロゾゾルルデデーータタ同同化化 

NICAM-Chem で計算された AOT の同化した結果が観測結果に近づいたかを調べるために、同

化には用いていない、地上観測 AERONET の AOT を検証データとして利用した。複数の地点で

の比較を実施したが、ここでの議論は福岡と大阪の 2 地点とする。図 1 の結果から、福岡では 3
月 31 日から 4 月 1 日にかけて AOT 高値が AERONET で観測されたが、この高値は同化ありのシ

ミュレーションでしか再現されていなかった。また大阪でも同期間に AOT 高値が AERONET で

観測され、同化ありのシミュレーション結果がやや過大評価ながらも比較的よく再現できた。AOT
はエアロゾル鉛直積算量であるため、人間生活により影響が大きい地上付近でのエアロゾル濃度

がどうなっていたのかははっきりわからない。そこで地上付近の PM2.5 濃度の観測データを用い

て、モデル結果の検証を実施した。 
図 2 は、関西地方と北九州地方における地上付近の PM2.5濃度の時系列変化を示している。3 月

29 日の北九州や 4 月 2 日の関西において見られる AOT 高値の結果をよく見ると、同化ありの

PM2.5 濃度が観測結果に近づいているが、かなり過小評価であった。さらにモデルで計算された

PM10（粒径 10 µm 以下のエアロゾル）濃度は、モデルで計算された PM2.5 濃度よりも観測された

PM2.5 濃度に近かった。AOT で同化したので、モデルの AOT が正しいと仮定すると、地上付近の

PM2.5 濃度の過小評価は、次の 2 つの要因が考えられる。1 つは、エアロゾル濃度が高い層の存在

によるエアロゾル鉛直分布のバイアスである。もう 1 つは、モデルで計算されたエアロゾル粒径

分布の再現性にバイアスがあり、特に粗大粒子に対して微小粒子が過小評価である可能性もある。

また、同化結果の AOT が過大評価の場合である場合でも上記の要因が該当しうる。問題点が明ら
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かとなってきたが、全体としては、2 次元量である AOT を同化することで、エアロゾルの 3 次元

分布の再現性も向上し、地上付近 PM2.5 濃度の再現性も概ね向上することが示された。 
 
 

 
 
図図 1. NICAM-Chem でで計計算算ししたた AOT のの時時系系列列変変化化。。比較場所は、福岡と大阪にある AERONET サイト

である。対象期間は 2018 年 3 月 28 日〜31 日と 2018 年 4 月 1 日〜3 日である。なお、2018 年 3 月

28 日〜31 日の結果は、Cheng et al. (2021)の図 6 を引用し、日本語表記とした。 
 

 

 
 
図図 2. 地地上上付付近近のの PM2.5 濃濃度度のの時時系系列列分分布布。比較場所は、気象庁の天気予報で区分された全国 10 地方

のうちの関西と北九州である。シミュレーション結果は 3 つ示しており、同化ありの PM2.5濃度、

同化ありの PM10濃度、同化なしの PM2.5濃度である。観測結果は環境省大気汚染物質広域監視シ

ステムによって観測されたものである。緑の背景部分の期間が図 2 の前半部分の期間（2018 年 3
月 28 日〜31 日）、黄色の背景部分の期間が図 2 の後半部分の期間（2018 年 4 月 1 日〜3 日）で

ある。 
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3.4.2 微微量量気気体体シシミミュュレレーーシショョンン 
NICAM-Chem で計算された NO2 の鉛直積算量のモデル結果の検証を行った。この NO2 は、

TROPOMI のリトリーバルで用いられたアベレージングカーネルを利用して導出した。図 3(a) と
(b) には NO2 の年平均全球分図を示しており、図 3(c)には TROPOMI と NICAM-Chem の関係性を

プロットしたものである。全球分布を見ると、都市部での極大と、海洋での極小といった不均一

分布はよく再現されていた。しかし、図 3(c)からわかるように、NO2 が多いところ（つまり都市

部）で過大評価傾向があり、NO2 が少ないところ（つまり海洋や陸上の非都市部）で過小評価傾

向が見られた。統計指標は、相対誤差が 1.16、相関係数が 0.82、RMSE が 4.85×1014 molecule cm-

2   （平均値に対して 10%程度の不確定性）であることがわかった。モデル再現性には改善の余地

はあるものの、概ね良好な結果であるといえる。 
 
 

 
 
図図 3. (a) Sentinel-5P にに搭搭載載さされれたた TROPOMI セセンンササーーでで観観測測さされれたた NO2鉛鉛直直積積算算量量のの年年平平均均分分布布、、(b) 

NICAM-Chem でで計計算算さされれたた NO2 鉛鉛直直積積算算量量のの年年平平均均分分布布、、(c) NO2 にに関関すするる TROPOMI とと

NICAM-Chem のの散散布布図図。。 
 
 
3.4.3 SCALE-Chem 

SCALE-Chemの3種類のPM2.5シミュレーションから、山岳効果（Mt effect）と長野県内の排出の

効果（Local effect）を見積もった。図4には、J-ALPSサイトで平均した日平均のMt effectとLocal effect
を示している。Mt effectはマイナスの日もあれば，プラスの日もあり，プラスになる日はLocal effect
も大きいことが多い。図5に Mt effectがマイナスとなる日の例として2020年3月20日、Mt effectが
プラスとなる日の例として2020年3月9日のPM2.5濃度分布を示した。2020年3月の結果から、山岳が

エアロゾルの流入を抑えている場合もあれば，長野県内の排出により山間部の盆地にエアロゾル

が溜まりやすい日には，山岳がエアロゾルの滞留に寄与している場合もあることがわかった。 
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図図 4. J-ALPS ササイイトトでで平平均均ししたた Mt effect とと Local effect のの日日平平均均値値。Mt effect は線グラフ、Local effect
は 0.1 以上の値を棒グラフで示している。図は Nakata et al., (2021)から引用している。 

 
 

 
 

図図 5. SCALE-Chem でで計計算算ししたた PM2.5 濃濃度度分分布布とと地地上上付付近近のの風風。(a), (b) E1 と E2 の 2020 年 3 月 20 日

6:00-10:00（日本時間）平均で、(c), (d) E1 と E2 の 2020 年 3 月 9 日 6:00-10:00（日本時間）平均 

である。図は Nakata et al., (2021)から引用している。 
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4. ままととめめ 
本年度は、同化システム構築によって、母体モデルの問題点を抽出することでモデル改良の指

針を検討した。具体的には、LETKF による 2 次元量であるエアロゾル光学的厚さの同化によって、

地表面の PM2.5 濃度がどの程度改善したのかを調べた。その結果、エアロゾル鉛直分布のバイアス

と、モデルで計算されたエアロゾル粒径分布のバイアスの可能性が明らかとなった。その他、

NICAM-Chem で計算された NO2 を人工衛星 TROPOMI の結果と比較することで、全球規模でのモ

デル検証を行なった。また、NICAM-Chem とは異なる領域スケールを高分解能で計算することが

できる SCALE-Chem を用いて、長野県を対象としたエアロゾルシミュレーションも実現でき、論

文を公表できた。 
 
 

5. 今今後後のの研研究究展展望望 
本年度は最終年度であるので、課題開始前からの進展をまとめたい。まず、大気汚染予測の母

体モデルである NICAM-Chem に関しては、O （10km）の領域高分解能でも良い再現性が得られ

ることを示すことができた。微量気体に関しては、全球 56km 分解能で 10 年近くの長期積分を初

めて実施することができ、その基本的な大気化学場の検証を行うことができた。モデル改善のた

めの問題点を抽出することもできたので、今後も継続してモデル改良を行いたい。同化に関して

は、LETKF を用いたエアロゾル同化の開発に関して、新しいエアロゾル衛星成果物（GCOM-
C/SGLI, ひまわり/AHI, CALIPSO/CALIOP 等）を複数用いた同化を実施することができた。今後

は、GOSAT シリーズを含めた別の衛星や、複数同時のエアロゾル成果物を用いた同化を進めてい
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きたい。SCALE-Chem を用いたエアロゾルシミュレーションも実現できるようになり、大気汚染

予測に役立てられるように、今後も検討を重ねていきたい。 
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Abstract:  
  Air pollution is the key to environmental and climate issues. To forecast its spatio-temporal distribution 
more accurately, a data assimilation technique using measurements is required. The purpose of this project 
is to develop a system for atmospheric forecasting using the data assimilation in an air pollution transport 
model (NICAM-Chem) as the next-generation system. So far, the Localized Ensemble Transform Kalman 
Filter (LETKF), which is one of the data assimilation techniques, has been applied to NICAM-Chem using 
Aerosol Optical Thickness (AOT) to reproduce the realistic spatio-temporal distribution of air pollution. This 
year, we analyzed the assimilation results, extracted the problems of the NICAM-Chem simulation, and 
examined the points that should be improved in NICAM-Chem. Specifically, we examined how the surface 
PM2.5 mass concentrations improved by assimilating 2-dimensional AOT using LETKF. We found possible 
model biases of both the vertical aerosol profile and the aerosol size distribution of the model. We also 
validated the global NICAM-Chem simulation by comparing the simulated NO2 with TROPOMI 
(TROPOspheric Monitoring Instrument)-retrieved results. In parallel, we performed simulations using the 
SCALE-Chem model, which can simulate aerosols on a regional scale, with 5 km grid spacing in the Japan 
Alpes, Nagano prefecture, and published the results in the literature. 
 
Keywords: 
atmospheric pollution, assimilation, LETKF, PM2.5, NO2, model development, NICAM-Chem、、SCALE-
Chem 
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Project name: 
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Project members:  
Woosub Roh, Atmosphere and Ocean Research Institute, The University of Tokyo 
Tempei Hashino, School of Environmental Science and Engineering, Kochi University of Technology 
 
Abstract: 

Our goal is to evaluate and improve the simulation of cloud and precipitation systems simulated by a 
global non-hydrostatic model, NICAM (Non-hydrostatic ICosahedral Atmospheric Model), using satellite 
observations. Various types of cloud systems are formed depending on the environment on the earth, 
influencing human society via extreme events including heavy rain and strong winds. Also, the change in 
radiative forcing associated with cloud systems is one of the largest uncertainties in predicting climate change. 
To evaluate and improve the simulation of cloud systems by NICAM, we perform cloud-resolving 
simulations for regional and specific meteorological events using the NIES supercomputer. 

This year, we evaluated the riming process and the graupel size distribution in a single-moment 
microphysics scheme of NICAM by investigating the vertical profiles of Doppler velocity using a 94 GHz 
Doppler cloud profiling radar on the ground. We examined the results of the EarthCARE CPR, which were 
simulated by NICAM and the Joint Simulator before the launch of the EarthCARE satellite. 
 
Keywords: 
gglobal cloud system resolving model, precipitation systems, satellite simulator 
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Project leader:  
Masaki Satoh, Atmosphere and Ocean Research Institute, The University of Tokyo 
 
Project members:  
Woosub Roh, Atmosphere and Ocean Research Institute, The University of Tokyo 
Tempei Hashino, School of Environmental Science and Engineering, Kochi University of Technology 
 
 
1. Research objectives 

It is important to reproduce realistic cloud precipitation systems of numerical models to improve the 
prediction skills of climate models and data assimilation of satellite data. The global non-hydrostatic model 
NICAM (Non-hydrostatic ICosahedral Atmospheric Model) can simulate global cloud systems explicitly 
with various levels of temporal and spatial resolution, and it is expected to be the next GCM to predict climate 
and hydrological cycles. This research aims at evaluating the cloud precipitation systems of NICAM using 
satellite data and a satellite simulator to understand the physical processes of clouds and precipitation.  
 
Keywords：： 
gglobal cloud system resolving model, precipitation systems, satellite simulator 
 
 
2. Record of supercomputer use 
 
2.1  Devoted computing time  (April 1, 2020 – March 31, 2021) 

CPU hours  v_debug      : 0.00 hours [VE・hours] 
v_normal    : 0.00 hours [VE・hours] 
Total           : 0.00 hours [VE・hours] 

 
2.2  Details of supercomputer usage 

The NIES supercomputer was used mainly for the calculation of radiances from the NICAM results 
using a satellite simulator. Several sensitivity tests of cloud system resolving simulations were conducted 
with a stretched grid in NICAM. The visualizations and statistics were done using the workstation of the 
Atmosphere and Ocean Research Institute. 
 
 
3. Research progress and results 
 
3.1 Outline 

In this fiscal year, we evaluated the riming process and the graupel size distribution in a single-moment 
microphysics scheme in NICAM using a 94 GHz Doppler cloud profiling radar (CPR) on the ground for the 
ULTra-sIte for Measuring the Atmosphere of the Tokyo metropolitan Environment (ULTIMATE) project. 
We investigated the effect on the vertical profiles of Doppler velocity by sensitivity tests related to graupel. 
We also discussed how to apply these evaluation results related to different observation window settings of 
the EarthCARE CPR using the Joint Simulator.  

 
3.2 Research background and purpose 

One of the challenging satellite projects is the Earth Clouds, Aerosol and Radiation Explorer 
(EarthCARE, Illingworth, et al., 2015) satellite, which is a joint mission by the European Space Agency 
(ESA) and Japanese Aerospace Exploration Agency (JAXA). The EarthCARE has multiple passive and 
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active sensors in the same body to investigate clouds, aerosols, precipitation, and associated radiation budgets. 
It has a Cloud Profiling Radar (CPR), ATmospheric LIDar (ATLID), Multi-Spectral Imager (MSI), and 
Broad Band Radiometer (BBR). The CPR of EarthCARE has Doppler capability to provide information on 
the terminal velocity of rain and ice and convective motions. Furthermore, multiple sensors have synergy to 
understand the interaction between clouds and aerosols and provide new insights into the evaluation of Global 
cloud-resolving models (GCRMs) such as the Nonhydrostatic ICosahedral Atmospheric Model (NICAM, 
Satoh et al., 2014).  

The GCRMs also help the satellite group to provide information about the tests of plausible data and the 
evaluation of retrieval algorithms in the planning stages and before the launch of a satellite. These kinds of 
satellite simulations using GCRMs or GCMs are called the Observing System Simulation Experiments 
(OSSE). For example, the EarthCARE-like radiances are simulated by NICAM and a joint simulator for 
satellite sensors (Joint Simulator, Hashino et al., 2013), and they have been used to develop the retrieval 
algorithm of the EarthCARE satellite.  

Satellite data have limitations due to the lack of active sensors and the difficulty in long-term observation 
in a specific area and in tracking the precipitation systems. Ground observations are helpful to overcome 
these limitations. The ground remote-sensing observational data are relatively concentrated in metropolitan 
areas because they are used for preventing disasters. The ULTra-sIte for Measuring the Atmosphere of the 
Tokyo metropolitan Environment (ULTIMATE) project is proposed to use these intensive observational data 
in the Tokyo area together with satellite observations to evaluate and improve the cloud microphysics 
schemes of GCRMs and to validate the EarthCARE satellite. The merits of these projects are related to 
several active sensors that detect the vertical distributions of clouds and precipitation and provide detailed 
information about clouds and precipitation. For example, Doppler polarimetric radars provide more 
information about the size distributions, hydrometeor types, and terminal velocity of hydrometeors. Several 
radars are used in the Tokyo Metropolitan Areas like c-band, x-band polarimetric radars, and w-band cloud 
radars. The Wind profiler Network and Data Acquisition System (WINDAS, Ishihara et al., 2006) data are 
available to analyze the vertical profiles of wind. The synergy of intensive ground remote sensing 
observations and satellite data contributes to the understanding of microphysical processes and improvements 
in microphysics in the GCRMs. 

In the previous year, we introduced the preliminary evaluation results of NICAM using a 94 GHz 
Doppler CPR in NICT and 5.3 GHz polarimetric radars at Narita and Haneda airports. 

In this fiscal year, we introduced the results of the sensitivity tests of microphysics related to graupel 
and investigated the effect on the vertical profiles of Doppler velocity using the NICT CPR. We examined 
the results of the EarthCARE CPR, which were simulated by NICAM and the Joint Simulator before the 
launch of the EarthCARE satellite.  
 
3.3 Data and methodology  

We evaluated the clouds and precipitation fields simulated by the NICAM. We followed the approach 
by Roh and Satoh (2014) to use NICAM as a regional model by transforming the grid to focus on the region 
of interest with high resolution (the stretched NICAM; Tomita 2008a). We simulated two kinds of 
resolutions: NICAM GLevel 8 (GL8) and NICAM GLevel 10 (GL10). The GL8 has a minimum resolution 
of 2.4 km for all the results expect that in Fig. 3.5, and the NICAM GLevel 10 (GL10) has a minimum 
resolution of 700 m for the snapshot of the cross-section in Fig.3.5. We simulated three cases of rain events 
in September 2019. The first case (Case 1) was the tropical cyclone (TC) Faxai. The second case (Case 2) 
was the extratropical cyclone with comma precipitation. The third was a Predecessor Rain Event (PRE) 
related to a tropical cyclone. The integration time for Case 1 was from 00 UTC on 8 September to 00 UTC 
on 11th September 2019. The integration time for Case 2 was from 06 UTC on 15 September to 06 UTC on 
18th September 2019. Finally, the integration time for Case 3 was from 00 UTC on 20 September to 00 UTC 
on 23rd September 2019. In this study, we mainly focused on the results of NICAM GL8.  

The NICAM simulations were initialized with National Centers for Environmental Prediction (NECP) 
data with a one-degree resolution for wind, temperature, relative humidity, and geopotential data. The sea 
surface temperature was fixed. We conducted simulations with the NICAM Single-moment Water 6-
categories (Tomita 2008b) with modifications by Roh and Satoh (2014) (hereafter referred to as NSW6).  

We used the National Institute of Information and Communications Technology 94 GHz Cloud Profiling 
Radar (NICT CPR), which is located in NICT (N35.7°, E139.5°). This NICT CPR is a vertically pointing 
radar and has similar performances to EarthCARE CPR with Doppler capability.  
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The sensor simulators used were the EarthCARE Active Sensor Simulator (EASE, Okamoto et al., 2007, 
2008; Nishizawa et al., 2008) for the evaluation of the NICT 94 GHz CPR. We set the same assumptions of 
the size distributions of hydrometeors both for the NICAM simulation and the Joint Simulator. For the cloud 
ice and cloud water of NSW6, size distributions are not explicitly assumed in NICAM. For these categories, 
we set the mono-size distributions as 40 m for the effective radius of cloud ice and 8 m for the effective 
radius of cloud water in the Joint Simulator. 

 
3.4 Sensitivity tests 

In the previous fiscal year, we compared the evaluation results of the Contoured Frequency by Altitude 
Diagrams (CFADs) of radar reflectivity and Doppler velocity between observations and NICAM for Case 1. 
We found several issues related to the CFADs of the Doppler velocity, such as the riming process from 5 km 
to 8 km in the observations. The observations showed a high fraction with a Doppler velocity lower than 2 
m/s from the riming process. NICAM does not show this characteristic. The other issue was the increase in 
the Doppler velocity from 4 km to the ground in NICAM. The observations do not show this pattern. We 
speculate that this bias is from the evaporation and coalescence processes of rain. In this report, we mainly 
focus on improving the riming process related to graupel. 

We expanded the three cases using the CFADs of Doppler velocity (Fig. 3.1). Case 1 shows a dominant 
riming process related to the square in Fig. 3.1 a, but Case 2 and Case 3 do not show high frequencies of the 
square area like Case 1. The NICAM simulation shows an underestimation of the riming process for Case 1, 
but good agreement with the observations for Case 2 and Case 3.  

First, we aimed at improving the riming process for Case 1. We prepared two kinds of experiments: 
increases in graupel size and increases in the graupel amount. The particle size of graupel followed the 
negative exponential distribution:  

 
N�𝐷𝐷� = 𝑁𝑁�� exp�−λD�                  
 
where N0G is the intercept parameter of graupel, D is the diameter, and l is a slope parameter. The first 

changed parameter is N0G. We decreased the N0G from 4×108(4.E8) to 4×106(4.E6) every 10 times. It affected 
the increase in large-sized graupel as a decrease in N0G.  

The collection of snow by graupel (PGACS) is described as  
 

P���� = E��
1
ρ�

π
4 �D� + D���|V��D�� − V��D��|

∞

�
×m��D��n��D��m��D��n��D��dD�dD� 

 
where EGS is the collection efficiency, and the subscripts s and g denote snow and graupel. V, m (D), 

and n (D) are the terminal velocity, mass, and number concentration of each particle, respectively. The second 
parameter is the maximum of EGS called the collection efficiency of snow by graupel. The default value is 0, 
which was optimized for the open ocean. We increased the maximum EGS to 0.1 and 1 as shown in Fig. 3.2 
(the solid line means MEGS = 0.1 and the dotted line means MEGS = 1 in Fig. 3.2). 

Figure 3.3 shows the results of the sensitivity tests. When we increased the MEGS, MEGS controlled the 
fraction of graupel and the top height of the riming areas. The upper figures in Fig. 3.3 show the increase of 
the top height from 8 km to 10 km in the riming areas with a Doppler velocity lower than -2 m/s. The 
frequencies of the riming areas also increased with the increase in MEGS.  

The decrease in N0G was related to the increase in large graupel in the fixed ice water content of graupel. 
The decrease in N0G reduced the minimum Doppler velocity, which means an increase in the terminal velocity 
of ice hydrometeors (the right figures in Fig. 3.3). It affected the decrease in the top height of the riming 
areas. This implies that an increase in large graupel induces a shorter lifetime for ice hydrometeors from the 
fast terminal velocity than the smaller N0G.  

We expanded the experiment with 4.E7 for N0G and 0.1 for MEGS to Cases 2 and 3 (Fig. 3.4). The setting 
related to the increase in the graupel fraction also affected Case 1. These settings overestimated the graupel 
fraction for Cases 2 and 3. We think it is necessary to determine a universal setting related to the riming 
process for weak precipitation cases. We will use the vertical velocity data to optimize N0G and MEGS to 
avoid the case dependencies.    
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Fig. 3.1 Contoured Frequency by Altitude Diagrams (CFADs) of Doppler velocity between NICT CPR (left) 

and NICAM GL8 (right) for Case 1 (top), Case 2 (middle), and Case 3 (bottom). The unit of the y-
axis is km. The unit of the x-axis is m/s (Doppler velocity).  
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Fig. 3.2 Collection efficiency of snow by graupel in terms of temperature for the sensitivity test. The solid 

line is when the maximum collection efficiency (MEGS) is set to 0.1, and the dotted line is when the 
MEGS is set to 1.   

 
 

 
 

 
Fig. 3.3 CFADs of Doppler velocity depending on N0G and MEGS for Case 1. Top: N0G = 4.E8, middle: N0G 

= 4.E7, and bottom: N0G = 4.E6. Left: MEGS = 0, center: the solid line in Fig. 3.2, MEGS = 0.1, and 
right: the dotted line in Fig. 3.2, MEGS = 1.0. The unit of the y-axis is km. The unit of the x-axis is 
m/s (Doppler velocity). 
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Fig. 3.4 CFADs of Doppler velocity with N0G = 4.E7 and MEGS = 0.1 for Case 1 (a), Case 2 (b), and Case 3 

(c). 
 
 
3.5 Applications to the EarthCARE CPR  

The Joint Simulator can simulate a realistic signal like the EarthCARE CPR with possible random errors 
(Hagihara et al., 2021). There are two modes of the observation window: high mode and low mode. The high 
mode has a 20 km observation window but lower PRFs than the low mode. The low mode has a 16 km 
observation window but a better accuracy of Doppler velocity from the higher PRFs than the high mode. 
Figure 3.5 shows examples of the Doppler velocities with no errors, errors of the high mode, and errors of 
the low mode. The results of the low mode show a better performance of Doppler velocity resembling a true 
Doppler velocity than the results of the high mode. The range between the maximum and minimum Doppler 
velocities is larger than that in the high mode. However, the low mode can observe clouds below 16 km, but 
it has a critical issue in the low-latitude areas.  

We prepared two experimental sets, a control set and an increase of the graupel fraction from the 
previous sensitivity tests for Case 1. The control experiment (CON) had N0G = 4.E8 and MEGS = 0, and the 
modified experiment (MODI) had N0g = 4.E7 and MEGS = 0.1. The MODI showed more frequencies related 
to graupel and riming areas at 5-10 km altitude and a Doppler velocity lower than -2 m/s than CON (Fig. 
3.3a, e). These results also are similar to the results from simulations of the EarthCARE CPR (Fig. 3.6a, b). 
For realistic results, we applied possible random errors based on the low mode. These random errors 
broadened the variances in Doppler velocity, therefore, it was difficult to see the difference in riming fractions 
(Fig. 3.6c, d). However, when we focused only on areas of a radar reflectivity (ZH) larger than -15 dBZ, the 
CFADs converged, and we could notice a change in the sensitivity tests, i.e., results without errors. According 
to Hagihara et al., 2021, the standard deviation is almost 1 m/s in this case (the low mode and ZH > -15 dBZ).  

We also applied the errors of the high mode, but the variances in Doppler velocity were large and the 
change in parameters did not affect the CFADs of Doppler velocity. However, we did not consider the 
integration effect on these results. According to Hagihara et al., 2021, when a 10 km integration and ZH > -
15 dBZ were applied in the high mode, the standard deviation was less than 0.5 m/s. Thus, we can expect 
better results using the integration method.   
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Fig. 3.5 Cross-section of radar reflectivity (a), raw data of Doppler velocity (b), Doppler velocity with 
random errors of the high mode (c), and Doppler velocity with random errors of the low mode (d) 
for the Tropical Cyclone Faxai in NICAM GL10.  
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Fig. 3.6 CFADs of Doppler velocity with N0G = 4.E8 and MEG S= 0 (left), and N0G = 4.E7 and MEGS = 0.1 
(right) with no errors (top), errors of the low mode (middle), and errors of the low mode larger than 
-15 dBZ of ZH (bottom) for Case 1. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 79 -



Numerical study on cloud systems using NICAM 
（NICAMによる雲降水システムの研究） 

  

- 80 - 
 

 
 

Fig. 3.7 CFADs of Doppler velocity with N0G = 4.E8 and MEGS = 0 (left), and N0G = 4.E7 and MEGS = 0.1 
(right) with errors of the high mode (top), and errors of the high mode larger than -15 dBZ of ZH 
(bottom) for Case 1. 
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4. Summary 

In this report, we continued to evaluate NICAM using NICT CPR and the Joint Simulator. We found an 
underestimation of the graupel fraction for the tropical cyclone Faxai last fiscal year. We performed 
sensitivity tests to increase the fraction of graupel related to the size distribution and the collection process 
of snow by graupel. We found that the minimum Doppler velocity was related to the interceptor parameter 
of graupel and that the frequencies of graupel were related to the collection process of snow by graupel. We 
selected suitable parameters for graupel for Case 1 and we expanded the modified parameters to two other 
cases. We found an overestimation of the graupel fraction for the precipitation cases weaker than Case 1. 
Finally, we compared these results with the EarthCARE to find possible random errors. When we applied 
the low mode of the EarthCARE with a radar reflectivity larger than -15 dBZ, we found an increase in graupel 
frequencies similar to the evaluation results of the ground CPR observation. However, the evaluation results 
are not consistent for the high mode because of large errors. We think the large errors could be reduced by 
the integration method.  

 
 

5. Future perspective 
We found that the riming process of graupel and the graupel size distribution affected the vertical 

profiles of Doppler velocity over the melting layer. However, the frequencies of graupel depended on the 
case. Ground observations have limitations on spatial representation. We expect that the EarthCARE satellite 
will give more information about graupel with large spatial and long temporal scales than the ground 
observational data. These evaluation results are also useful to understand the performance and the application 
of satellite observations before launch. 
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研研究究課課題題名名：： 
NICAM にによよるる雲雲降降水水シシスステテムムのの研研究究 
 
実施年度： 
令和 3 年度～令和 3 年度 
 
課題代表者：東京大学大気海洋研究所 佐藤正樹 
共同研究者：東京大学大気海洋研究所 Woosub Roh 

高知工科大学環境理工学群 端野典平 
 
要要旨旨：： 
 本課題では、全球非静力学モデル NICAM で再現される雲降水場を、衛星観測を用いて評価し、

改良することを目的とする。雲降水システムは地球上の環境に応じて様々な形態で発生し、豪雨

や強風などの顕著現象によって人間社会に大きな影響を及ぼす。また、雲による放射強制力の変

化は気候変動予測において大きな不確定性の要因の一つである。このような雲降水システムの再

現性を評価し改善するため、国立環境研究所のスーパーコンピュータを利用して、領域と気象事

例を絞った雲解像実験を行っている。 
 今年度は地上 94GHz ドップラー雲レーダーを用して NICAM のシングルモーメント雲物理スキ

ームにおけるアーミングプロセスと霰サイズ分布を評価した。予想されるエラー 考慮した

EarthCARE 衛星の 94GHz ドップラー雲レーダーのような現実的なシミュレーション結果につい

て議論した。 
 
キキーーワワーードド：： 
雲雲解解像像モモデデルル、、雲雲降降水水シシスステテムム、、衛衛星星デデーータタシシミミュュレレーータタ  
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研研究究課課題題名名：：  

系系外外惑惑星星もも含含めめたた惑惑星星気気候候多多様様性性にに関関すするる数数値値計計算算：：陸陸惑惑星星設設定定をを用用いいたた自自転転傾傾斜斜角角
依依存存性性実実験験  
 
実施年度： 
令和 3 年度～令和 3 年度 
  

課題代表者：北海道大学大学院理学研究院 石渡正樹 
共同研究者：九州大学大学院理学研究院 中島健介 

神戸大学大学院理学研究科 林 祥介 
 

  

要要旨旨：：  

大気大循環モデルを用いて全球表面にバケツモデルを適用した陸惑星設定を用いた実験をおこ

なった。陸惑星とは、表層における水量が地球の海洋に比べて非常に少ない惑星であり、系外惑

星の 1 形態であると考えられている。陸惑星は表層の水量が少ないにもかかわらず、全球が水で

覆われた水惑星よりも広い太陽定数の範囲にわたって表層に液体の水が存在しうると議論されて

おり（Abe et al.,2011）、系外惑星の生命存在可能性を考える上で重要な研究対象となっている。

昨年度までに我々が実施した自転傾斜角として 0 を与えた計算では、過去の研究で得られていた

完全蒸発状態発生の入射放射量臨界値を超えても極域の土壌中に大部分の水分が蓄積されている

状態が得られていた。今年度は、自転傾斜角として 23.4 度を与えた実験をおこない、極域に太陽

放射が入射する季節がある場合に極域の土壌水分の蒸発が起こるかどうかを調べた。その結果、

土壌水分の減少は起こったが、完全蒸発までには至らなかった。夏季に蒸発が起きて土壌水分が

減少しても冬季になり極域の日射がなくなると再び凝結が起こり土壌水分量は回復するというこ

とが起こり完全蒸発には至らなかった。今後は、我々の陸惑星における熱・水蒸気循環の基礎解

析を徹底し計算の物理的正当性を担保するとともに、その掌握を基として完全蒸発状態発生の可

能性を再検討し、太陽定数変更実験を継続し陸惑星の気候レジームダイアグラムの掌握に努める

予定である。 
 
キキーーワワーードド：： 
系系外外惑惑星星、、陸陸惑惑星星、、大大気気大大循循環環モモデデルル、、完完全全蒸蒸発発  
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研研究究課課題題名名：： 
系系外外惑惑星星もも含含めめたた惑惑星星気気候候多多様様性性にに関関すするる数数値値計計算算：：陸陸惑惑星星設設定定をを用用いいたた自自転転傾傾斜斜

角角依依存存性性実実験験 
 
 
実施年度： 
令和 3 年度～令和 3 年度 
 
課題代表者：北海道大学大学院理学研究院 石渡正樹 
共同研究者：九州大学大学院理学研究院 中島健介 

神戸大学大学院理学研究科 林 祥介 
 

 
 
1. 研研究究目目的的 
 表層の水量が地球の海洋に比べて少ない陸惑星において完全蒸発状態が発生することを確認す

ることを目的とした大気大循環モデル実験を実施する。全球表面にバケツモデルを適用し自転傾

斜角として地球の値を与えた場合の数値実験をおこなう。 
 

キキーーワワーードド：： 
系系外外惑惑星星、、陸陸惑惑星星、、大大気気大大循循環環モモデデルル、、完完全全蒸蒸発発 
 
 
2. ススーーパパーーココンンピピュューータタ利利用用実実績績 
 
2.1  計計算算機機利利用用時時間間（（2021 年年 4 月月 1 日日～～2022 年年 3 月月 31 日日）） 

CPU時間 v_debug      : 0.53  [VE・hours] 
v_normal    : 4,405.94 [VE・hours] 

                            計         : 4,406.48 [VE・hours] 
 

2.2  利利用用概概要要 
大気大循環モデル DCPAM5 を用いた陸惑星実験の実行のためにスーパーコンピュータシステ

ムを使用した。実験によって得られたデータは北海道大学のデータサーバに転送し、そこで解析

を行った。 
 
 
3. 研研究究結結果果 
 
3.1 背背景景とと目目的的 

系外惑星探査により、地球と同程度の質量を持つ系外惑星が多数発見されている。そのうちの

20 個程度は、表面温度が液体 H2O の存在可能な範囲にあり、生命存在を可能とする気候を有して

いると予想されている（Wit et al., 2018 など）。これらの惑星では、軌道要素・日射分布・表面水

量などの緒量が地球とは大きく異なる状況にあり、それらの気候は多様な様相を呈していると想

像される。多様な条件下に実現しうる多様な気候状態を数値的に調査し、生命存在可能な環境（表

層に液体の水が存在しうる環境）の可能性を探ることを目的として,数多くの気候計算がなされる

ようになってきた（Kaspi and Showman, 2015）。本研究は系外惑星の 1 つの姿であると考えられ

ている陸惑星における気候の多様性を調査する数値計算を実施し、惑星表層における液体の水の

存在可能条件に関する知見を得ることをめざしている。 
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陸惑星とは惑星大気表層系の水の量が平均水深にして 10m のオーダーの惑星である。ちなみ

に予備的な 1 次元放射平衡モデル計算によれば、地球大気と同様な放射特性をもつ雲・エアロゾ

ルなしの飽和水蒸気大気では、外向き赤外放射量の上限値 320W/m2に達する際には水蒸気量が約

10m となっている。Abe et al.（2011）は陸惑星設定を用いた GCM 実験を行い、惑星の自転傾斜

角を 0 とした場合に、太陽放射吸収量が 415 W/m2 を超えるまでは惑星表面に液体の水が保持さ

れ、415 W/m2 を超えると土壌水分が全て蒸発する完全蒸発状態が発生するという結果を得た。こ

の結果は、地球のように水を豊富に持つ惑星よりも少量の水しか存在しない陸惑星の方が広い太

陽定数で惑星表面に液体の水を保持するということを示す。このため、系外惑星の生命存在可能

性を考える上で陸惑星は重要な調査対象であるといえる。 
 我々の研究グループにおいても陸惑星の気候状態の多様性の理解を得ること、完全蒸発状態の

発生条件に関する考察を行うことを目的として陸惑星設定を用いた GCM 実験を実施してきた。

しかし、Abe et al.（2011）と同様に自転傾斜角を 0 とした実験では、Abe et al.（2011）とは異な

り、太陽放射吸収量が 450 W/m2 (与えた太陽定数は 2400 W/m2) を超えても完全蒸発状態の発生

を認めることができないという結果が得られた（平成 31 年度～令和 2 年度スーパーコンピュータ

利用研究課題）。このため陸惑星における液体の水の存在条件に関する検討を継続しておこなって

いるのが現在の状況である。 
昨年度までに我々がおこなってきた実験では自転傾斜角として 0 を与えており極域が低温に

なり蒸発が進まないという結果が得られていた。ここでは我々のモデルでも完全蒸発状態が発生

することを確認するために極域を「強制的に」加熱する場合について考察することにした。自転

傾斜角として 0 でない値を与えれば、極にも太陽放射が入射するので高緯度領域の土壌水分の蒸

発が促進される可能性がある。この予想のもとに、現在地球の自転傾斜角を与えた場合について 
GCM 陸惑星実験を行い、完全蒸発状態が発生するかどうかを調べた。 
 
3.2 モモデデルルとと実実験験設設定定 
 用いるモデルは、我々の研究グループで開発を継続しておこなっている惑星大気大循環モデル 
DCPAM5（http://www.gfd-dennou.org/library/dcpam, Noda et al., 2017）である。その力学過程は 3 次
元球面プリミティブ方程式系から成る。水平離散化にはスペクトル法を用いる。鉛直座標には σ
を採用し、Arakawa and Suarez（1983）の方法を用いて離散化を行なう。放射計算には、Chou et al.
（1996）および Chou et al.（2001）の地球大気用スキームを使用する。積雲過程には、Relaxed 
Arakawa and Schubert スキーム（Moorthi and Suarez, 1992）を用いる。鉛直乱流拡散スキームとして 
Mellor and Yamada（1974）、地表面フラックススキームとして Louis et al.（1992）を用いる。積

雲スキームで診断された雲密度と上記の放射スキームを用いて雲による放射吸収量を計算する。

雲水量は、生成（積雲対流スキームから計算）、移流、乱流拡散、消滅（雲水量に比例し、消散時

間をパラメータとして与える）を考慮した時間発展方程式を解くことにより求める。乱流過程の

評価には Mellor and Yamada（1974）の level 2.5 の方法に従って決めた鉛直拡散係数を用いる。地

表面フラックスの計算には Louis et al.（1982）の方法を用いる。水蒸気および雲水の移流は

Kashimura et al.（2013）のセミラグランジュ法物質移流スキームを用いて計算する。地表面モデル

として、バケツモデル（Manabe, 1969）を惑星表面全体に適用する。惑星表面における水として、

バケツモデルで計算される土壌水分と降雪過程によって生じる雪層の 2 種を考える。太陽定数の

値は 2400 W/m2 とする。自転角速度は地球の値を用いる。初期に与える土壌水分量は、水の深さ

にして 40 cm とする。解像度は T21L26 を用いる。自転傾斜角の値としては 23.4 度を用い、軌

道要素としては離心率 0 の円軌道とした。初期条件として、同じ太陽定数と自転傾斜角等の天体

力学要素パラメータ下での水惑星実験で得られた統計的平衡状態を用い、24 年の積分を行った。 
 
3.3 結結果果  

実験で得られた全球平均値の時間変化を図 1 に示す。図 1(a)は日射吸収量と OLR の全球平均の

時間変化を示す。ともに長期的な変化傾向はあらわれておらず熱的に統計平衡状態に達している

ように見える。日射吸収量（及び OLR も）およそ 450W/m2 になっており、Abe et al.（2011）が得

た完全蒸発状態発生の閾値を超えるものとなっている。 
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大気水蒸気量と土壌水分の時間変化は図 2 に示すようになっている。実験を開始してから 5000

日までは土壌水分の全球平均値は減少し大気水蒸気量の全球平均値は増加する（図 1b）。初期に

置いた水の大部分は大気中に水蒸気として存在するようになる。これは自転傾斜を 0 とした場合

の結果（令和 2 年度スーパーコンピュータ利用研究年報）とは異なる。自転傾斜角を 0 とした場

合には極域の温度は年平均値で 230K と低温になっており土壌水分の蒸発が起こらず水の大部分

は土壌中に存在していた。ここで示した自転傾斜角を 23.4 度とした場合には極域の年平均表面表

面温度は 320K まで上昇し（図 2b）、対流圏内の大気温度も 300K 以上になっている（図 2a）。

このため極域での蒸発が起こるようになり土壌水分の減少が起こった。しかし、この場合でも土

壌水分が完全に蒸発するには至らなかった。計算開始から 5000 日以降の土壌水分量は季節変化の

変動を除けばほとんど一定（およそ 400kg/m2=40cm）となっている。 
 
 

 
 
図 3 は 2 年分の水に関する量の東西平均値の時間変化を示したものである。大気水蒸気の大部

分は低緯度に存在しており（図 3a）、土壌水分は極域に残っている（図 3b）。極域における土壌水

分の変化は以下に述べるようになっている。冬至を過ぎる時期から夏至に至るまでの期間（北半

球の場合、図 3 に示された範囲では 13860 日から 14040 日）では降水が減少し蒸発が起こるので

土壌水分が減少する。高緯度における日射量が増加するにしたがい、蒸発がより高緯度で起こる

ようになり低緯度側から順次土壌水分が減っていく。秋分の少し前（北半球の場合、14130 日）に

   ((aa))                                                                              ((bb))  

  
図図 1. 全全球球平平均均値値のの時時間間変変化化。。(a) OLR [W/m2] (青線) と日射吸収量 [W/m2] (赤線)。(b)大気水蒸気

量[kg/m2] (赤線) と土壌水分量 [kg/m2] (青線)。 

((aa))                                                                                ((bb))  

  
図図 2. 温温度度分分布布。。(a) 東西平均大気温度 [K]、(b) 東西平均表面温度 [K]。計算を開始してから 22 年目

の北半球の夏至から 24 年目の北半球の夏至までの時間平均を示す。 
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なると土壌水分量が最小となるが、その後極夜の降水が起こり始め土壌水分量が再び増加する。

日射量が減少し温度が低下するにしたがい、降水が増加していく。蒸発はほとんど起こらないた

め土壌水分量は増加し冬至（14220 日）において最大となる。この季節変化を繰り返すため極域に

おける土壌水分が完全に消失することは起こらない。 
以前より我々がおこなってきた実験を含め、Abe et al.（2011）が示した完全蒸発状態を得るこ

とができなかった。想像される状況としては、極域に水分が溜まっている解と大気中に水蒸気が

保持される解との 2 種類の統計的安定状態が存在している可能性がある。今後は、我々の求めた

解の物理的構造を詳細に解析しその正当性を確認するとともに、これが物理的に良好な解である

場合には、解の多重性の可能性の検討を進めていきたい。多重性の検討には、より広い太陽定数

範囲、多様な初期状態を用いた実験を実施することを考えている。 
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図図 3. 水水にに関関すするる量量のの東東西西平平均均南南北北分分布布のの時時間間変変化化。。 (a)：鉛直積分水蒸気量 [kg/m2]、(b)土壌水分 
[kg/m2]、(c)：降水 [W/m2]、(d)：蒸発 [W/m2]。計算を開始してから 22 年目の北半球の夏至か

ら 24 年目の北半球の夏至までの期間を示す。 
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4. ままととめめ 
陸惑星設定を用いた GCM 実験を実施した。自転傾斜角として 0.度とした場合にも 23.4 度を与

えた場合においても、過去の研究で得られていた完全蒸発状態を得ることができなかった。自転

傾斜角を 23.4 度とした場合には土壌水分が減少するものの、冬季極域において降水が起こり、土

壌水分が完全消失することはなかった。 
 
 
5. 今今後後のの研研究究展展望望 
今後も完全蒸発状態の発生可能性を探る継続する。その後、太陽定数を減少させた場合につい

ての実験も実施し広い太陽定数範囲にわたって気候状態を求め陸惑星の気候多様性をあらわす気

候レジーム図の作成に進む予定である。 
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A numerical experiment on varieties of climates of terrestrial planets with taking 
exoplanets into consideration: an experiment on obliquity dependence with land planet 
configuration 
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Project leader:  
Masaki Ishiwatari, Faculty of Science, Hokkaido University 
 
Project members:  
Kensuke Nakajima, Faculty of Science, Kyushu University 
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Abstract: 

Using an atmospheric general circulation model (AGCM), we performed a numerical experiment for a 
land planet configuration: a bucket model was applied to the whole surface. A land planet possesses much 
less water than the ocean of the Earth and is considered as a possible kind of exoplanets. It has been discussed 
(Abe et al., 2005) that a land planet can maintain liquid water on its surface despite a less amount of surface 
water for a wider range of solar constant than an aquaplanet whose entire surface is covered with the ocean. 
Therefore, a land planet is an important example for considering the habitability of exoplanets. The results 
of our experiment performed with 0 degree of obliquity last year showed that most of the water on planetary 
surface exist in the form of soil moisture in the polar region with solar constants larger than the critical value 
of the occurrence of complete evaporation found in Abe et al. (2011). In this study, in order to examine 
whether complete evaporation occurs or not for cases in which incoming solar radiation comes into the polar 
region in the summer season, we performed a numerical experiment with an obliquity of 23.4 degrees. The 
results showed that soil water in the polar region decreased in the summer season due to evaporation but 
recovered again in the winter season due to precipitation. Therefore, complete evaporation did not occur. We 
will ensure the physical validity of our results by thoroughly analyzing heat transport and water circulation 
and, based on the analyses, will reexamine the possibility of the occurrence of complete evaporation under 
our land planet configuration. In addition to that, we will continue to perform experiments on solar constant 
dependence and will attempt to comprehend the climate regime diagram of land planets. 
 
Keywords:  
exoplanets, land planet, atmospheric general circulation model, complete evaporation 
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1. 誌誌上上発発表表（（査査読読あありり）） 
Shibata, K. (2021) Simulations of Ozone Feedback Effects on the Equatorial Quasi-Biennial Oscillation with a 
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Shibata, K. (2022) Studies of the Effect of Seasonal Cycle on the Equatorial Quasi-Biennial Oscillation with a 

Chemistry–Climate Model. Climate 2022, 10(7), 99; https://doi.org/10.3390/cli10070099 
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実施年度：平成 31 年度～令和元年度 
課題代表者：高知工科大学環境理工学群 柴田清孝） 
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国国立立環環境境研研究究所所  ススーーパパーーココンンピピュューータタシシスステテムム概概要要  
  

国立環境研究所環境情報部 

日本電気株式会社 

  

要要旨旨：：  

国立研究開発法人国立環境研究所（以下「NIES」という）は、2015（平成27）年6月から2019（令

和元）年11月末にかけて運用されたスーパーコンピュータシステム（ベクトル処理用計算機：NEC
製SX-ACE、スカラ処理用計算機：SGI製UV-20およびUV-30）を全面更新し、2020（令和2）年3月
より新システムの運用を開始した。現行のシステムは、ベクトル処理用計算機（NEC製 SX-Aurora 
TSUBASA A511-64）、スカラ処理用計算機（HPE製 Apollo 2000）、大容量ファイルシステム（DDN
製 SFA200NV, ES18KE, SS9012等）を中心に構成し、高速ネットワーク接続にはInfiniBandを採用

している。 
ベクトル処理用計算機のピーク性能は622.8TFLOPS、総メモリバンド幅は345.6TB/s、総メモリ

サイズは12.0TiBである。SX-Aurora TSUBASAはベクトル処理を行うベクトルエンジン（以下「VE」
という。）と、VEの制御やOS機能を担うベクトルホスト（以下「VH」という。）で構成される。

本システムでは、1つのVHは8つのVEをもち、1つのVEは8つのコアをもつ。ジョブキューには通

常用（v_normal）とデバック用（v_debug）が用意されており、それぞれリクエスト可能な論理ホ

スト数の上限と経過時間の上限が異なる。令和3年度は、おおむね82%-100%のシステム稼働率を

維持し、スーパーコンピュータ利用研究課題全体が利用した計算リソース使用率は期間内平均で

65.6%（月平均で最小21%、最大90%、稼働中のv_normal用ノードを100%とした場合）であった。 
大容量ファイルシステムは総容量62TBの/homeと総容量22PBの/dataの2つの領域をもち、/home

領域は自動バックアップ機能を有する。また、本システムよりユーザ単位または研究課題単位で

利用可能な容量およびファイル数にQuota制限が導入された。令和3年度の大容量ファイルシステ

ム/data領域の年間平均使用率は28%であり、期間内に使用率は23%から29%に増加した。 
 

キキーーワワーードド：：  

ススーーパパーーココンンピピュューータタ、、ベベククトトルル処処理理、、大大容容量量フファァイイルルシシスステテムム  
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国国立立環環境境研研究究所所  ススーーパパーーココンンピピュューータタシシスステテムム概概要要  

 

国立環境研究所環境情報部 

日本電気株式会社 

  

1. シシスステテムム構構成成 
 
1.1 全全体体構構成成 
 国立研究開発法人国立環境研究所（以下、NIESという）は、2015（平成27）年6月から2019（令

和元）年11月末にかけて運用されたスーパーコンピュータシステム（ベクトル処理用計算機：NEC
製SX-ACE、スカラ処理用計算機：SGI製UV-20およびUV-30）を全面更新し、2020（令和2）年3月
より新システムの運用を開始した。現行のシステムは、ベクトル処理用計算機、スカラ処理用計

算機、大容量ファイルシステムを中心に構成し、高速ネットワーク接続にはInfiniBandを採用して

いる。機器構成の概念図を図1に示す。 
 

 

  
※令和3年度より、主記憶装置容量の単位表記をSI接頭辞表記から2進接頭辞表記に変更した。 
 

図図 1. シシスステテムム概概要要図図（（2020年年3月月～～）） 
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1.2 ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機 
 ベクトル処理用計算機にはNEC製SX-Aurora TSUBASA A511-64を採用した。このシステムは地

球環境シミュレーションなどの大規模計算に必要なベクトル演算能力と大容量メモリを有してい

る。SX-Aurora TSUBASAはベクトル処理を行うベクトルエンジン（以下、VEという）と、VEの制

御やOS機能を担うベクトルホスト（以下、VHという）で構成される（図2を参照）。本システム

では、1つのVHは8つのVEをもち、1つのVEは8つのコアをもつ。ベクトル処理用計算機は総数で

256のVEをもち、演算ピーク性能は622.8TFLOPS、総メモリバンド幅は345.6TB/s、総メモリサイズ

は12.0TiBである。システムの性能の詳細を表1に示す。また、現行システムと旧システムとの比較

を表2に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

図図 2. ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機（（SX-Aurora TSUBASA A511-64））のの主主要要なな構構成成 

表表 1. ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機のの性性能能 
NEC SX-Aurora TSUBASA 

プロセッサ 
（VE） 

VE タイプ Type 10AE 
コアあたりの FLOPS 304GFLOPS 
コア数 8 
FLOPS 2.43TFLOPS 
メモリサイズ 48GiB 
メモリバンド幅 1.35TB/s 

ノード間転送性能 ※ 12.5GB/s（双方向）

x2 

システム 

総 VE 数 256 
総コア数 2048 
総 FLOPS 622.8TFLOPS 
総メモリサイズ 12.0TiB 
総メモリバンド幅 345.6TB/s 

※VH 1基あたりに搭載されているVE 8基で共有 
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表表 2. ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機のの新新旧旧シシスステテムムのの性性能能比比較較 
  旧システム 

（SX-ACE/384ノー

ド） 

本システム 
（SX-Aurora 

TSUBASA/256VE） 

プロセッサ 
（CPU/VE） 

コア数 4 8 

FLOPS 
64GFLOPS（コア） 304GFLOPS（コア） 

256GFLOPS（CPU） 2,432GFLOPS（VE） 

ADB/LLCサイズ 
1MB（コア） － 
4MB（CPU） 16MB（VE） 

ノード 

CPU/VE数 1 1 
FLOPS 256GFLOPS 2,432GFLOPS 
メモリバンド幅 256GB/s 1.35TB/s 
メモリサイズ 64GiB 48GiB 
ノード間転送性

能 
（ノード/VH） 

8GB/s x2（双方向） 12.5GB/s x2（双方向） 

システム 

ノード数 384 256 
CPU/VE数 384 256 
総コア数 1536 2048 
FLOPS 98.3TFLOPS 622.8TFLOPS 
メモリサイズ 24TiB 12TiB 
メモリバンド幅 96TB/s 345.6TB/s 

OS SUPER-UX CentOS Linux 7 
ジョブ管理ソフト NEC NQSII NEC NQSV 
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1.3 ススカカララ処処理理用用計計算算機機 
 スカラ処理用計算機にはHPE製 Apollo 2000を採用した。スカラ処理用計算機は28台の計算ノー

ドで構成され、演算ピーク性能は86TFLOPS、総メモリサイズは5.38TBである。システムの性能の

詳細を表 3に示す。 
  

  

  

  

1.4 大大容容量量フファァイイルルシシスステテムム 
 大容量ファイルシステムはDDN製 SFA200NV, ES18KE, SS9012等のハードウェア、およびDDN
製 ExaScaler等のソフトウェアで構成される。総容量としてはおよそ22PBであり、表 4に記載され

る2つの領域をもつ。/home領域はファイルシステム全体の容量は小さいが、過去28世代分のバッ

クアップを採取している。/data領域はファイルシステム全体の容量が大きく、スループット性能

にも優れる。 
 また、本システムより、ユーザ単位または研究課題単位で利用可能な容量およびファイル数に

Quota制限が導入された。Quota制限値の詳細を表 5に示す。 
  

  

表表 3. ススカカララ処処理理用用計計算算機機のの性性能能 
HPE Apollo 2000 

CPU 
製品名 Intel Xeon Gold 6148 
コア数 20 
周波数 2.40 GHz 

ノード 

CPU数 2 
コア数 40 
FLOPS 3072GFlops 
メモリサイズ 192GiB 
ノード間転送性能 12.5GB/s（双方向） 

システム 

ノード数 28 
CPU数 56 
総コア数 1120 
総FLOPS 86.0TFlops 
総メモリサイズ 5.25TiB 

表表 4. 大大容容量量フファァイイルルシシスステテムムのの性性能能 
ファイルシステム名 ファイルシステム マウントポイント 容量 

/home領域 Spectrum Scale  
(GPFS) /home 62TB 

/data領域 Lustre /data 22PB 
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2．．シシスステテムム運運用用形形態態 
 
2.1 ジジョョブブキキュューーのの構構成成（（ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機）） 
 現行システムでは、旧システムで利用していたジョブスケジューリングソフトウェア NQSII の
最新バージョンとして、NQSV が導入されている。ジョブスケジューリングソフトウェアはユー

ザからのバッチジョブのリクエストを受け取り、リクエストのスケジューリングやリソース割り

当てを担当する。令和3年度のベクトル処理用計算機のジョブキュー構成を表6に示す。 
 

2.2 利利用用支支援援 
 現行システムでは、日本電気株式会社の支援の下、システムの運用管理とユーザからの問い合

わせやチューニング提案等の利用支援を行っている。また、利用者講習会の開催および利用者ポ

ータルサイトを通じた各種マニュアルの提供を行っている。 

表表 6. ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機ののキキュューー構構成成 
キュー名 v_normal v_debug 
用途 通常用 デバッグ用 

実行VH（割り当てVH） scv02-scv32 scv01 

リクエストあたりの

論理ホスト数 

上限値 8 1 
下限値 1 1 
無指定 1 1 

論理ホストあたりの

VE数 

上限値 8 8 
下限値 1 1 
無指定 1 1 

リクエストあたりの

経過時間 
上限値 24時間 0.5時間 
無指定 24時間 0.5時間 

 

表表 5．．大大容容量量フファァイイルルシシスステテムムののQuota制制限限設設定定 

ファイル 
システム名 

ディレクトリ構成 Quota制限 

区分 ディレクトリ

パス 制限対象 容量制限 ファイル

数制限 

/home領域 すべてのユーザに

共通 

/home/ プライ

マリグループ/
ユーザ 

ユーザ単位 あり あり 

/data領域 

ベクトル処理用計

算機ユーザ 
または 
ベクトル処理用計

算機及びスカラ処

理用計算機ユーザ 

/data/研究課題

グループ/ユー

ザ 

研究課題 
グループ 
ディレクト

リ単位 

あり あり 

スカラ処理用 
計算機ユーザ 

/data/scalar/ 
ユーザ 

ユーザ単位 
（グループ

化も可能） 
あり あり 
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3. シシスステテムム利利用用実実績績 
 
3.1 稼稼働働実実績績（（ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機）） 
 ベクトル処理用計算機の稼働率の月平均値を図3に示す。2021年4月から2022年3月にかけての平

均稼働率は95.7%であった。この値は、8月に実施した節電対策のための縮退運転、計画停電、定

期メンテナンスのための停止時間を含む。これらを除いた平均稼働率は99.6%であり、トラブルな

くユーザに計算資源を提供できていたといえる。参考として、前年度（2020年4月から2021年3月）

の平均稼働率、計画停電・メンテナンス・縮退運転を除いた平均稼働率はそれぞれ95.4%、99.7%
であった。 
 

  
図図 3. 月月ごごととののベベククトトルル処処理理用用計計算算機機のの平平均均稼稼働働率率のの推推移移（（2021年年4月月1日日～～2022年年3月月31日日）） 

 
 
3.2 利利用用実実績績（（ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機）） 
 本文書では、ベクトル処理用計算機の計算資源利用量をCPU時間という名称で記載している。

CPU時間は、各ジョブがリクエストしたVEの数とジョブの実行にかかった経過時間の積であり、

単位は[VE・hour]である。v_normalキューとv_debugキューそれぞれについての、CPU時間の利用

率の月平均値を図4に示す。このとき、利用率の上限は稼働中で利用可能なVHのリソースを100%
としている。2021年4月から2022年3月の期間でのv_normalの平均利用率は65.6%（前年度は61.7%）

であった。例年の利用率推移として、年度当初および年度末は利用率が低く推移する傾向にあり、

また9月、12月頃に利用率がピークとなる傾向がある。2021年6月から2022年2月にかけて常に60%
以上の高い利用率で推移しており、特に9月の利用率は90.2%、12月は89.0%に達した。 
 図4には、リクエストVE数の代わりに、ジョブ内で実際に稼働したVEコアの積算実行時間（コ

ア時間）を元に計算した利用率も示している。VE時間ベースの利用率に対してコア時間ベースの

利用率が低いことがあるが、これはジョブが確保したVEとコア数よりも実際に利用したコア数が

少ないケースや、ファイル入出力処理によってVEではなくVHでの処理が長引いたケース等が考
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えられる。 
表7には、ベクトル処理計算機の利用状況を所内・所外それぞれについてまとめたものを示す。 
 

 
図図 4. 月月ごごととののベベククトトルル処処理理用用計計算算機機のの平平均均利利用用率率のの推推移移（（2021年年4月月1日日～～2022年年3月月31日日）） 
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表表 7.ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機のの利利用用状状況況（（2021年年4月月1日日～～2022年年3月月31日日）） 

所内/所外 課題数 
CPU時間 [VE・hour] 平均利用率 

(v_normal) v_debug v_normal 計 

所内課題 7 1641.03 1,412,211 1,413,852 60.82% 

所外課題 2 0.53 4,406 4,407 0.20% 

合計 9 1,641.56 1,416,617 1,418,259 61.02% 
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図5に、期間内の各月におけるジョブのリクエスト数とジョブ投入から実行までの待ち時間の推

移を示す。図5より、特に利用率の高かった9月から10月にかけてジョブリクエスト数は減少傾向

となる一方、待ち時間は増大傾向であったことがわかる。この現象について、後述する図6の傾向

と併せて考えると、9月頃より1リクエスト当たりの実行時間が長いジョブの投入が増えていたこ

とが原因と推察される。多くのジョブはジョブ投入後2時間以内でジョブが開始されているが、10
時間以上待たされるジョブも少なからず存在し、複数のVHを利用するジョブで待ち時間が長くな

る傾向にあった。年度を通したジョブリクエスト数は約41000であり、前年度（約44000）から1割
弱減少した。実行までの待ち時間は年平均で0.7時間、月平均の最大で1.8時間と、前年度の値（そ

れぞれ0.5時間、1.5時間）よりも多少増加している。 
 
 

  

          図図 5. ベベククトトルル処処理理用用計計算算機機ののジジョョブブリリククエエスストト数数とと平平均均待待ちち時時間間のの推推移移 
              （（2021年年4月月1日日～～2022年年3月月31日日）） 
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 図6に、期間内の各月におけるジョブの平均実行時間を示す。期間全体での平均値は3.2時間であ

り、前年度平均の2.7時間から0.5時間増加した。 
 

  

            図図 6. 月月ごごととののベベククトトルル処処理理用用計計算算機機のの平平均均ジジョョブブ実実行行時時間間のの推推移移 
                （（2021年年4月月1日日～～2022年年3月月31日日）） 
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3.3 利利用用実実績績（（大大容容量量フファァイイルルシシスステテムム）） 
 2021年4月から2022年3月にかけての大容量ファイルシステムの利用率は、22.5%から29.25%に

推移しており、期間全体の平均で27.95%であった。11月にピークとなる32.0%に達したが、その後

わずかずつ減少する傾向となった。Quota制限をかけたことにより、利用率の爆発的な増加は見ら

れておらず、旧システムの運用時期後半で見られたような、ファイルシステムの容量不足によっ

て計算を進められない等の問題点は解消されているといえる。 
 

 
図図 7. 大大容容量量フファァイイルルシシスステテムム（（/data領領域域））のの使使用用率率（（2021年年4月月1日日～～2022年年3月月31日日）） 
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Overview of the NIES Supercomputer System 
 
Environmental Information Division, National Institute for Environmental Studies 
NEC Corporation 
 
Abstract: 

The National Institute for Environmental Studies operated a supercomputer system (vector processing 
computer: NEC SX-ACE, scalar processing computer: SGI UV-20 and UV-30) from June 2015 to November 
2019. In March 2020, the system was completely updated and a new system started operation. The current 
system is comprised of a vector processing computer (NEC SX-Aurora TSUBASA A511-64), a scalar 
processing computer (HPE Apollo 2000), and a large-capacity file system (DDN SFA200NV, ES18KE, 
SS9012). InfiniBand is used for high-speed network connection. The vector processing computer has a peak 
performance of 622.8TFLOPS, the total memory bandwidth is 345.6TB/s, and the total memory size is 
12.0TiB. SX-Aurora TSUBASA consists of vector engines (VEs) that perform vector processing and vector 
hosts (VHs) that control the VEs and the OS functions. One VH has eight VEs and one VE has eight cores.  

The supercomputer has job queues for regular (v_normal) and debug (v_debug) jobs. They differ in the 
maximum number of VHs that can be requested and the maximum elapsed time. In FY2021, the system 
utilization rate was maintained at approximately 82%-100%, and the computational resource utilization rate 
by research projects was 65.6%, ranging from a monthly average of 21% to 90%. 

The large file system has two areas, ‘/home’ with a total capacity of 62TB and ‘/data’ with a total 
capacity of 22PB. The /home is automatically backed up. In this system, a quota limit has been introduced 
for the available data capacity and the number of files that each user or research project can use. The average 
annual usage rate of the file system of the ‘/data’ area in FY2021 was 28%, and the usage rate increased from 
23% to 29% within the period.  

 
* Changed the unit notation of main memory capacity from SI prefix to binary prefix from FY2021. 
 

System overview (March 2020 ——) 
 
 
Keywords：： 
supercomputer, vector processing computer, large-capacity file system 
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